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はじめに
近時、企業及び労働者を取り巻くさまざまな状況変化を背景に、わが国の職
場ではパワー・ハラスメントと呼ばれる紛争が急増し、実務上のみならず法理
論上も多くの重要な問題を提起している。1）周知のとおり、これまで職場で
問題になってきたハラスメントには、セクシュアル・ハラスメント問題を嚆矢
として、ジェンダー・ハラスメント、アカデミック・ハラスメントさらにはキ
ャンパス・ハラスメント等をめぐる問題があり、また最近では妊娠や出産に関
連しての不利益取扱いをめぐるマタニティー・ハラスメントといった新たな職
場のハラスメント問題も登場し、今日、これらのハラスメント問題は単に職場
内にとどまらず社会全体からも多くの関心を呼んでいる。
そうした中、近時、特に職場のパワー・ハラスメントに代表される職場での
いじめや嫌がらせをめぐる相談や紛争が急増している。あらためて説明するま
でもなく、職場のパワー・ハラスメントは、労働者（以下、状況に応じて従業
員ということもあるが基本的には同義である）にとっては、個人の尊厳や名誉
感情等精神的・人格的利益を不当に傷つけられるだけでなく、仕事への意欲や
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1） 近時とはいっても、職場のパワー・ハラスメントをめぐっては、10数年前より職場
のいじめ・嫌がらせに関して労働災害認定（労災給付）をめぐる問題を中心に紛争が
提起され、議論されてきたところである。
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論　説
自信を失わせ、またそれが高じてメンタル不全にもつながり、その結果、その
意に反して休職や退職に追い込まれる場合も少なくない。他方、使用者にとっ
ても、職場のパワー・ハラスメントは、日々の業務遂行において個々の労働者
の能力発揮を妨げるとともに、職場での人間関係の悪化等から職場の秩序や業
務の円滑な遂行が乱されることにより、生産性の低下や有能な人材の流出とい
った形で企業経営にも重大な支障を及ぼすことにつながりかねない。さらに加
えて、職場のパワー・ハラスメントは、労使双方にとって、職場での日々の就
業を通じての能力発揮や雇用管理上の支障にとどまらず、裁判所等で法律紛争
として問題を顕在化させ、当事者に重大な法的責任問題を惹起することが少な
くない。
このように、今日、職場のみならず社会全体において重要な関心事となって
いる職場のハラスメント問題であるが、法理論上の観点からは個別の問題につ
いての論点整理そしてそれに関連しての法理上の解釈基準等がいまだ十分に明
確にされ、議論が尽くされているとはいい難い状況にあると考えられる。そこ
で、本稿では、職場における多様なハラスメントにあって、特にパワー・ハラ
スメント問題に焦点をあて、行政機関その他への最近の相談や対応の状況を概
観し、またパワー・ハラスメントをめぐる相談や紛争が職場で急増し、顕在化
そして深刻化してきた背景事情等を確認しつつ、あらためて職場のパワー・ハ
ラスメントとは何かといった観点から、その具体的内容や形態、そしてより重
要な検討課題として職場のパワー・ハラスメントをめぐる紛争が提起する法律
問題、さらにはパワー・ハラスメント紛争の予防や迅速・適切な解決に向けて
の法的措置等の諸問題について、順次、論点を整理しつつ、学説や裁判例の紹
介と検討を行うこととする。なぜなら、こうした作業は、職場のパワー・ハラ
スメントをめぐって、今後、議論すべき内容と方向性を示す上でも有用である
と考えるからである。
Ｉ 「職場のいじめ・嫌がらせ」等をめぐる相談の急増
はじめに、職場のパワー・ハラスメントにつながる「職場のいじめ・嫌がら
せ」をめぐる相談や紛争の現状を確認しておきたい。公共及び民間を問わず、
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各種の組織や機関が多様な観点から実態調査を行っている。ここでは比較的検
証が容易と思われる主要機関の調査のみを紹介しておく。
１　厚生労働省「平成27年度個別労働紛争解決制度の施行状況」
まず、厚生労働省による「平成27年度個別労働紛争解決制度の施行状況」
によれば、平成27年度の個別労働紛争をめぐる相談、助言・指導、あっせん
の概況にあって、総合労働相談件数は1,034,936件と100万件を超える高止まり
の状況となっている。その中で、「民事上の個別労働紛争相談件数」が245,125
件、そのうち、「助言・指導申出件数」が8,925件、「あっせん申請件数」が
4,775件となっており、これらはいずれも前年度よりは若干減少傾向にある。
しかし、他方で「民事上の個別紛争の相談内容」をみると、第1に「いじめ・
嫌がらせ」に関する相談件数が66,566件で、「解雇（37,787件）」や「自己都合
退職（37,648件）」さらには「労働条件の引き下げ（26,392件）」を超えて、全
相談件数の22.4％と最多となっている。ちなみに、その件数は２年連続のトッ
プで、前年度（62,191件）と比べ7.0％の増加である。また、「いじめ・嫌がら
せ」に関する相談のうち、「助言・指導の申出」という形で出ているのが2,049
件（前年1,955件）、あっせん申請では1,451件（前年1,473件）といった状況に
ある。
相談者については、労働者（求職者を含む）が200,969件（82.0％）で、事
業主からの相談は24,507件（10.0％）である。さらに、相談対象の労働者の雇
用就業形態についてみると、「正社員」が92,624件（37.8％）、「パート・アル
バイト」が39，841件（16.3％）、「期間契約社員」が25,732件（10．5％）、「派
遣労働者」が10,549件（4.3％）となっている。
２　厚生労働省（民間委託調査）
次に、厚生労働省の業務委託により民間の調査会社が、正社員30人以上の
企業17,000社及び民間企業に勤務している者9,000名を対象に実施した調査報
告（「職場のパワー・ハラスメントに関する実態調査（平成24年12月）」2）が
ある。この調査報告によると、調査対象企業において社内に設置している相談
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窓口で受け付けているテーマは「セクシュアル・ハラスメント（90.9％）」が
最も多く、それに「パワー・ハラスメント（81.3％）」、「メンタルヘルス不調
（69.8％）」が続いている。そのうち、実際の相談内容で多く取り扱っているテ
ーマは、「メンタルヘルス（32.7％）」が最も多く、次いで「パワー・ハラスメ
ント（22.0％）」となっている。さらに、調査対象企業において過去3年間にパ
ワー・ハラスメントに関する相談を1回以上受けたことがある企業は回答企業
全体の45.2％で、そのうち、70.8％の企業においてパワー・ハラスメントに該
当する事案があったと回答している。
他方、従業員調査では、過去3年間に「パワー・ハラスメントを受けたこと
がある」との質問には、全体の25.3％が「経験あり」と回答し、また「自分の
周辺でパワー・ハラスメントを受けているのを見たり、相談を受けたことがあ
る」では28.2％が、さらに「パワー・ハラスメントをしたと指摘されたことが
ある」では7.3％が「経験あり」と回答している。
３　独立行政法人労働政策・研修機構（JILPT）による調査
さらに、独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）が平成26年11月に
行った調査3）がある。この調査によると、調査前、過去１年間で「怒鳴られ
たり、暴言を吐かれた」「仕事をする上で必要な情報を与えてもらえなかった」
「蔭口や噂を広められた」など、いじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントに
通じる行為を職場で受けた経験のある人の割合が34.0％、3人に1人となって
おり、またそのうちの3分の1がその行為をパワー・ハラスメントと認識して
いた。また、パワー・ハラスメントを受けた影響については、「転職を考える
ようになった」（31.5％）が最も多く、以下、「慢性的な疲れを感じるようにな
った」（25.0％）、「仕事に集中できなくなった」（19.7％）、「職場でコミュニケ
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2） 厚生労働省委託事業「職場のパワー・ハラスメントに関する実態調査」（東京海上日
動リスクコンサルティング会社）平成24年12月12日。
3） 独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）「第２回日本人の就業実態に関する
総合調査」（平成26年11月25日発表）。この調査は、就業形態の多様化が進む中で全
国の20歳以上65歳以下の男女から抽出した8,000人を対象に日本人の働き方の実情を
体系的、継続的に把握することを目的に行われた調査である。
─────────────────────
ーションをうまく取れなくなった」（18.1％）が続いている。4）
４　東京都産業労働局・労働相談等調査
その他、東京都産業労働局が実施した調査 5）も紹介しておく。すなわち、
東京都産業労働局が、都内6か所の労働相談センターを通じて中小企業の労使
等を対象に実施した労働相談等について、平成26年度の状況をみると、労働
相談件数の総数53,104件のうち、相談内容としては5年連続で「退職」が最多
であるものの、「職場の嫌がらせ」の相談が対前年度比で2割近く増加して
9,102件となり、相談内容で2番目の多さになっている状況が報告されている。
以上では、各種の組織・機関による職場のパワー・ハラスメントをめぐる相
談や紛争の実態調査を概観してきた。思うに、セクシュアル・ハラスメントを
はじめ、パワー・ハラスメントさらにはその他のハラスメントを含め、一般に
ハラスメントとは、特定の言動（発言や直接の行為）を受けた個人が、その意
思に反して当該言動を受けたことにより「嫌な・不愉快な思いをした」といっ
た気持ち（感情）ないし心理状態を示す概念といい得る。それは、すなわち
個々人の主観や感受性に大きく左右される性質の問題であり（たとえば、同じ
言動であっても行為者が誰か、あるいは被害者が誰かによって不愉快に思った
り、あるいは思わなかったりすることもまれではない）、実際に行われた言動
が誰にとっても当然にハラスメント（嫌な・不愉快な言動）と認識されるわけ
ではない。しかし、少なくとも上述した各種の組織や機関が実施した実態調査
における調査対象者のうちの少なくない人数が、その主観的な認識とはいえ、
何らかの「いじめや嫌がらせ」さらには「パワー・ハラスメント」を受けたと
回答している実情をみると、パワー・ハラスメントにつながる「職場のいじ
め・嫌がらせ」をめぐる問題は、近時、使用者にとっては人事労務管理面で重
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4） その他にも、JILPTでは、2011年に「職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメ
ント対策に関する労使ヒアリング調査」を実施しており、その調査結果が「職場のい
じめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント対策に関する労使ヒアリング調査―予防・解
決に向けた労使の取組み―」（JILPT資料シリーズ100号・平成24年4月）として公表
されている。
5） 東京都産業労働局「平成26年度における労働相談及びあっせん状況について」。
─────────────────────
大な支障を及ぼし得る問題となり、他方、労働者にとっては職場での不合理な
差別や人権侵害につながり得る問題として、労使の双方にとって看過できない
状況にあり、その防止そして紛争の迅速・適切な解決のために職場内での自主
的防止・解決の制度をはじめ、行政における効果的な指針等の策定さらには職
場のいじめ・嫌がらせ防止義務の立法化等も含めての法的対応等早急に取り組
むべき喫緊の課題となっているといい得る。
II 職場のパワー・ハラスメント問題の背景事情を考える
1　序説
今日、我々が日常の生活を営んでいる領域では、さまざまないじめ・嫌がら
せ問題が顕在化し、深刻化してきている。こうしたいじめ・嫌がらせの問題は、
社会的な事情をはじめ、文化的さらには病理的な事情が複雑に絡み合って発生
しているとも考えられ、何か一つの事情や原因を特定することは困難であり、
また適切でもない。そうした中、企業の規模や業種を問わず、職場において上
司による部下への厳しい業務上の注意や指導さらには叱責をはじめ、従業員間
の仕事関係や人間関係をめぐってのトラブルは決して最近に限っての問題では
なく、従前からも存在していたものである。しかし、今日、こうした紛争は従
前に比して圧倒的に多くなっている。また、その発生形態も多種多様であり、
さらにその内容も複雑かつ深刻なものが多く、その意味で紛争当事者による自
主的解決が困難となりがちなものが少なくない。加えて、法的な観点からも簡
単には対応、処理し難い問題を提起するものが増加してきている。
以下では、特に職場のいじめ・嫌がらせをめぐる問題に限定して、そこでの
紛争が、今日、新たに職場のパワー・ハラスメントをめぐる問題として顕在化
し、急増してきた背景にはどのような事情の存在が考えられるのかということ
について、この問題をめぐる議論において多くの論者が共通して指摘するとこ
ろを確認的に概観しておきたい。そこでは、問題の顕在化とともに、その複雑
化・深刻化の今日的な事情として、さまざまな事情が指摘されている。思うに、
多くの論者による議論から、これを大別すると、一には経営悪化や企業競争の
激化に伴う「経営環境・職場環境の変化」、そして二には「職場での人間関係
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の複雑化・希薄化」といった事情の存在を指摘することが可能であろう。
２　企業及び労働者を取り巻く環境変化
まず、第一の事情との関連で具体的に指摘できるのは、わが国の企業社会が、
1990年代初頭にはバブル経済の崩壊、そしてその後近くは2008年秋のリーマ
ン・ショック等によって、深刻な経営悪化・業績不振の状況に陥ったという事
情であろう。加えて、周知のとおり少子高齢社会の急速な進行やグローバル経
済化による企業間競争の激化がこうした状況に追い打ちをかけるところとなっ
た。その結果、多くの企業では、従前からの伝統的な雇用慣行であった定年制
に代表される長期雇用の制度や慣行、また労働者の勤続や年齢・家族状況等を
個別に考慮した賃金支給にみられる年功処遇の制度や慣行の見直しを余儀なく
され、「雇用の流動化」と呼ばれた雇用就業形態の多様化が急速に進むことと
なった。加えて、こうした諸事情は、正規労働者の削減と非正規労働者の増加
とともに、勤続や年齢等労働者の個別事情をベースとした賃金・人事処遇から
職能資格や成果主義の賃金・人事処遇への移行を不可逆の流れとし、さらには
加速させるところとなった。その結果、こうした状況は、個々の労働者にとっ
ては、人員削減下での労働条件の低下もさることながら、厳しい競争下で、
日々、目に見える成果を追い求めなければならないことから、おのずと業務量
の増大そしてストレスのたまる長時間の労働といった過重労働につながってい
った。他面において、上記のような状況は管理職である上司にとっても例外で
はなく、管理職ポストの削減によって業務に対する負担や責任が増大する中で、
自らもプレーイング・マネージャーとして業務目標や成果達成の厳しいノルマ
に追われる状況が出てきた。こうした労使双方にとって、いわば余裕のない職
場そして働き方が、上司と部下との間をはじめとして、同僚の従業員間、さら
には正社員（正規雇用）と非正社員（非正規雇用）との間に強い緊張と軋轢を
生み出すこととなった。このような職場での多重な緊張と軋轢の結果が職場の
パワー・ハラスメントにつながりやすいことはそれほど難しい話ではない。6）
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6） こうした事情の存在とそれが惹起する事態に関しては、今日、多くの論者が指摘す
─────────────────────
３　職場での人間関係の複雑化・希薄化
次に、第二の事情である「職場での人間関係の複雑化・希薄化」ということ
について考えてみたい。こうした事情は、別言すれば職場内での従業員間の意
思疎通、すなわちコミュニケーションが十分に図られていない（職場内での従
業員間のコミュニケーション・ギャップ）という意味で理解することも可能で
あろう。こうした従業員間のコミュニケーション・ギャップは、実際、職場内
では多様な形で現れる。具体的には、同僚間でのコミュニケーション・ギャッ
プをはじめとして、上司と部下とのコミュニケーション・ギャップ、また中高
齢の従業員と若い従業員との世代間コミュニケーション・ギャップ（ジェネレ
ーション・ギャップ）、さらには正社員と非正社員間のコミュニケーション・
ギャップなど重層的に存在し、問題となり得る。
思うに、職場での業務が、日々、円滑・効率的に行われ、生産性を高めてい
くためには、同じ職場に働く従業員間の協業と分業が重要な役割を果たす。そ
のためには、なにより上司と部下との間をはじめ、同僚間さらには正規・非正
規間等職場内の多様な従業員間の緊密なコミュニケーションが重要になること
はいうまでもない。この点に関連して、少々、単純・表層的とのそしりを受け
るのを覚悟でいえば、わが国における高度経済成長期の企業・職場では、一般
に長期雇用の制度・慣行の下で、日々の業務が組織・チームを単位に連携して
行われ、その中心に管理職の上司が存在し、いわゆるアフター・ファイブの
「飲み二ケーション」も含めて、しばしば部下の仕事上の悩みや不平・不満に
も相談に乗りつつ、また時としては部下のプライベートな生活事情にも立ち入
って相談等を受けながら、職場でチーム一丸となって仕事をこなし、その結果
が具体的な成果につながり、部下たちの待遇の引き上げにもつながっていった
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るところであって、枚挙にいとまがない。代表的には、以下の文献を紹介しておく。
中野麻美・金子雅臣・熊井葉二「鼎談・パワハラと職場のいま」季刊労働法（以下、
季労と記す）230号4頁以下。千葉茂「相談活動から見えてくる最近の“いじめ”の状況」
季労230号51頁、特に54頁以下。加城千波「職場のパワハラ防止最新ポイント解説」
労働法学研究会報2595号4頁、特に6頁以下。道幸哲也「パワハラにならない叱り方
―人間関係のワークルール」（旬報社　2010年）32～37頁。
─────────────────────
ところがあったやに思われる。こうした働き方については、今日ではさまざま
な課題や問題点を指摘することが可能ではあるが、あくまでも善意で理解する
ならば、そこには家族主義的・パターナリスティックな職場・労働環境の下で
上司と部下をはじめとして、同僚の従業員間に相互に信頼と尊敬の関係が形成
されていたとの理解も可能であろう。
しかし、今日では、こうした認識や理解を可能とするような当時の企業とそ
こに働く労働者を取り巻く環境（高度経済成長期の企業社会や職場環境）とは
大きく異なり、先述のように長期的な景気の後退下での今日の企業・職場では、
必要な時に必要な人員により短期的なサイクルの中での成果達成を目指した業
務遂行が行われ、また従業員に対する人事管理も学歴や年齢・家族状況等の集
団ベースではなく、個別能力や成果等個人をベースとした人事管理（いわゆる
人事管理の個別化）を中心に行われるなど、従前とは基本的に異なる雇用の環
境と働き方そして人事管理の仕組みが生まれてきている。こうした状況下では、
従前のような上司による「俺について来い」式の業務遂行上の指示や多様な従
業員間相互の信頼や協力関係に頼るだけの仕事ぶりはもはや期待すること自体
が困難な状況になっているといっても過言ではない。
加えて、こうした状況変化には、今日、若い世代の従業員にあって対人関係
に対する意識やコミュニケーション・ツールの変化も大きく影響している事情
も指摘することができる。すなわち、最近の若い世代（もちろん、全員ではな
いが）は、他者とのコミュニケーション・ツールは、メールをはじめとしてラ
イン、ツイ―ト、ブログ、その他SNS等電子媒体の利用によるのが通例とな
っており、対面しての会話を通じての直接的なコミュニケーションには不得手
なところがあるように思われる。そのことは、いい換えると多くの個人から構
成される職場での多彩な個性やそれに基づく多様な考えに対する対応能力が必
ずしも十分ではなく、とりわけ自己の言動に対して向けられる批判等には慣れ
ていないことが少なくないということでもある。その結果、たとえば職場の上
司からのやや強く厳しい業務上の注意・指導や叱責等をそのままいじめや嫌が
らせ、パワー・ハラスメントと認識しがちなところがあるかと思われる。
さらに加えて、特に今日の職場における特段の事情として指摘しておくべき
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事情がある。すなわち、今日の職場での労働者＝従業員間のコミュニケーショ
ンを複雑そして困難なものにしている事情として、雇用・就業形態の多様化等
による職場の人間関係の複雑化を背景とした正規・非正規従業員間でのコミュ
ニケーション・ギャップも無視できないように思われる。周知のとおり、今日
の企業・職場では雇用労働者のうちの4割弱（平成26年度において37．4％）
がパート、契約社員、派遣等多様な非正規従業員で構成されるに至っている。7）
こうした正規・非正規の従業員間においては、前者が正規雇用ということで
企業との結びつきが強く、また職務上の責任と権限も総じて大きく、他方、後
者は臨時的雇用ということで企業との結びつきが一時的で希薄、また職務上も
責任や権限が小さいといった格差があり、またこうした格差を背景として両者
の間には「正規従業員は業務指示を行う者」、「非正規従業員は業務指示を受け
る者」といった雇用＝就業上の実態に起因する意識の違い（パーセプション・
ギャップ）が生じやすい。その結果、こうしたパーセプション・ギャップが同
じ職場で勤務する正規・非正規間での良好なコミュニケーションを妨げがちと
なるとともに、時として非正規従業員に対する正規従業員による言動が、業務
上の注意や指導の範囲を超えて、その優越的な職務上の地位や権限を背景に非
正規従業員に対してより大きな精神的なプレッシャーや苦痛を与える言動と受
け取られがちな場合もあるのではないか。非正規の従業員に対するパワー・ハ
ラスメントが問題になる背景には、こうした事情があり得ることを十分に認識
しておく必要があろう。
職場のパワー・ハラスメントが発生する上記のような背景事情を前提に改め
て考えてみると、職場のパワー・ハラスメントが発生しがちな職場としては、
既に紹介した厚生労働省による「職場のパワー・ハラスメントに関する実態調
査」の中で、（企業調査において）パワー・ハラスメントに関連する相談があ
る職場に共通する特徴として、「上司と部下のコミュニケーションが少ない職
場」（51.1％）、「正社員や正社員以外など様々な従業員が一緒に働いている職
場」（21．9％）、「残業が多い/休みが取り難い」（19.9％）、「失敗が許されない/
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7） 総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10。
─────────────────────
失敗への許容度が低い」（19.8％）などが報告されているのも十分に理解でき
るところといわなければならない。8）
III 「職場のパワー・ハラスメント」の概念について
１　問題の所在
これまでの考察においては、筆者は、職場のパワー・ハラスメントという用
語について、その概念を意識的に定義せず、また「職場のいじめ・嫌がらせ」
との概念の違い（違いがあるのかないのか、またあるとするならば具体的にど
のような違いがあるのかなど）についてもあえて言及せずにこれを使用してき
た。ここで、さしあたり大まかな事をいえば、従前、職場でみられてきた「い
じめ・嫌がらせ」の言動について、近時は特に行為者に着目することにより、
職場内で上司が部下に対して人事権限に基づく業務上の注意や指導あるいは叱
責等の形をとりつつも、それが何らかの理由や事情により行き過ぎた形で行わ
れることにより相手にいじめや嫌がらせとして認識され得る言動が、今日、
「職場のパワー・ハラスメント」という言葉に置き換えられて認識されている
ようである。ちなみに、この「パワー・ハラスメント」という言葉は和製英語
といわれる。9）この点、職場のパワー・ハラスメント問題に先行して、問題
が顕在化し議論されてきた「職場のセクシュアル・ハラスメント」に関しては、
既に男女雇用機会均等法（以下、均等法という）が定義規定（同法11条）を
設けている。10）これに対して、職場のパワー・ハラスメントについては、現
在にいたるまで法文上の明確な規定がないため、そもそも、これを法的にどの
ように理解し、定義すればよいかということが問題となり得る。
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8） 前掲注2）の厚生労働省委託事業調査を参照。
9） 小宮教授によると、平成13年頃に「岡田康子」氏が「上司から部下への『指導とい
う名の人格攻撃』を表す和製英語として提唱した」と説明されている（小宮文人「パ
ワハラという用語について」労働法律旬報（以下、労旬と記す）1782号4頁。
10） いわゆる均等法では、職場のセクシュアル・ハラスメントの防止に関する規定は、
平成9（1997）年の同法の最初の改正時に「事業主の配慮義務」として明記され、同
時に防止の対象とすべきセクシュアル・ハラスメントの概念も明確にされた。
─────────────────────
２　概念の明確化の必要性について
それでは、なぜ、職場のパワー・ハラスメントについて概念の明確化が必要
であり、重要なのであろうか。それについては、以下の理由を指摘することが
できよう。すなわち、「ハラスメント（harassment）」という英語は、直截的に
は「悩まされる・不快な思いをさせられる」といった意味の言葉で、それは
個々人の心理的・精神的状態を内容とするものということができる。それゆえ、
特定の個人による特定の言動が実際にハラスメントに該当するかどうかについ
ては、当事者の関係もさることながら、当該言動自体の内容や性質さらにはそ
の程度、回数、そしてなにより当該言動を受けた個人の主観である「感じ方・
受け取り方」の違いによって、個々に認識が異なり得ることがある。
また、「いじめ・嫌がらせ」をハラスメントの一形態と理解したとして、実
際にそれらが職場の上司により行われた場合において、当該言動が果たして業
務上の注意や指導の一環というか範囲内にとどまるものか、あるいはその範囲
を多少とも行き過ぎつつも、いまだ叱咤激励の範疇たる叱責の域にとどまるも
のか、さらにはそうした程度や範囲を超えてもはや個人の名誉や尊厳等の人格
的利益さらにはその他の利益等を傷つけるような「いじめ・嫌がらせ」や「ハ
ラスメント」となるのかについての判断は、やはり問題とされる個々の言動に
ついて、当事者の関係、それが行われた目的・動機をはじめとして、その具体
的内容や性質、態様さらにはその対象者となった個々人の主観（認識）に即し
つつ個別具体的に判断せざるを得ないであろう。
しかし、それでは、互いに多様な個性と価値観を有し、また職場での地位や
権限等が異なり得る個々人により行われる多様な言動にあって、はたしてどの
ような言動を具体的に「いじめ・嫌がらせ」あるいは「パワー・ハラスメント」
として認識し、その防止をはじめとして、行為者には懲戒処分等を含む適切な
措置を講じ、被害者に対しては人事管理上あるいは法律上の適切な措置を図る
など、その迅速・効果的な解決を図ればよいのか、明確で適切な判断や対応が
できなくなるおそれがあろう。したがって、職場で働く一人一人の労働者をは
じめ、関係の当事者が、職場のパワー・ハラスメントの概念に対する共通の認
識と理解を基に、その防止をはじめ、紛争発生後の迅速、適切な対応を可能に
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するためにも、誰の、どのような言動が「職場のいじめ・嫌がらせ」さらには
「職場のパワー・ハラスメント」に該当するのかについて共通の認識や理解を
可能にする概念を定立することが求められよう。
３　厚労省「ワーキング・グループ」報告による「職場のパワー・ハラスメ
ント」の概念について
職場のパワー・ハラスメントの概念をめぐっては、今日、多くの論者により
議論されているところであるが、いずれの論者によっても、その念頭に置いて
いる概念が、基本的には厚生労働省による「職場のいじめ・嫌がらせに関する
円卓会議ワーキング・グループ報告（2012年1月30日）」が示した概念定義に
依拠していることは異論のないところであろう。すなわち、同報告は、「職場
のパワー・ハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人
間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・
身体的苦痛を与える又は職場の環境を悪化させる行為」と定義しており、その
範囲・対象は相当に広く設定されている（以下、便宜上、ワーキング・グルー
プ報告と呼ぶ）。そこで、以下では、このワーキング・グループ報告による概
念定義を立論の基礎に置きつつ、改めて「職場のパワー・ハラスメント」につ
いて、多くの論者の主張をさまざまな観点から検討し、その概念の明確化を試
みることにする。
（１）「パワー・ハラスメント」という用語自体の使用について
まず、職場のパワー・ハラスメントをめぐる議論にあって、そもそも論者の
中には「職場のいじめ・嫌がらせ」問題に関して、「パワー・ハラスメント
（パワハラ）」という用語を使用すること自体に疑問を呈する主張がみられる。
すなわち、論者は、「『パワハラ』という用語は、いじめの一部の行為を表象す
ることはあり得ても、一般的な定義概念とすることは、いじめ問題の本質の理
解を誤らせるだけでなく、この問題の対象領域を不当に狭めてしまうという点
で、重大な欠陥を有するもので、学術用語あるいは法的概念としては、不適切
である」と批判する。11）
（２）「パワー・ハラスメント」における「パワー」の意義について
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また、上記の主張とは異なる観点から、パワー・ハラスメントにおける「パ
ワー」の意義ないし内容に関して疑問を呈する見解がみられる。すなわち、論
者は、そこにいう「パワー」をワーキング・グループ報告のように、（職場内
での職務上の優位性とともに人間関係などの優位性をも）「…共通項としてと
らえることは可能であるが、上司が職務権限にもとづきまたはそれに関連させ
て行う場合と同僚が職場の人間関係を利用して行う場合とでは、その性格が全
く異なるから、やはり共通項として用いることには無理がある。また、上司が
部下集団からいじめ・嫌がらせを受けることもあるが、これもパワハラという
のは一般的感覚にも合わないだろう。」と述べて、パワー・ハラスメントにお
ける「パワー」の内容に「職場の人間関係における優位性」やいわゆる「集団
を介しての下位（部下）の従業員から上位（上司）に対するいじめ・嫌がらせ」
を含めることに批判ないし疑問を投げかけている。12）
さらに、こうした立論のほかにも、ある論者は、わが国の裁判例による理解
を踏まえ、「職場におけるハラスメントを法的に定義すると、職務上の優越的
地位にもとづき、主に従業員に強度の精神的圧迫を加える違法な行為と定義す
ることができる」としつつ、これを、ＥＵにおける職場のハラスメントの概念
に関する分類との比較で検討している。その上で、ＥＵにおける「『ハラスメ
ント』」との文言は、身体的および性的暴力（セクシュアル・ハラスメント）
の下位概念として用いられていること、さらに心理的ハラスメントとして、①
「モビング（集団的迫害、困惑、侵害、隔離）」、②「ブリング（管理上の職権
乱用）」、③脅迫（降格、イメージ棄損、孤立化）」、④「差別（人種、性、宗教、
年齢、政治的見解）」の４つに分類され、そこではセクシュアル・ハラスメン
トも含めて、ハラスメントが、広義の「暴力」として把握されているとともに
「差別」としても理解されていることを強調する。そして、「ハラスメント」の
用語が使用されるのは、身体的ハラスメント及び性的（セクシュアル）ハラス
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11） 大和田敢太「『職場における暴力・いじめ』の法的規制の課題」労働判例（以下労判
と記す）1038号2頁。ちなみに、同「ワークハラスメント（ＷＨ）の法的規制」西谷
先生古希記念「労働法と現代法の理論（上）」（日本評論社　2013年）435頁も参照。
12） 小宮文人「パワハラという用語について（労働と法―私の視点）」労働法律旬報（以
下労旬と記す）1782号４頁以下。
─────────────────────
メントに限定され、心理的なものについては、わが国で通常用いられるパワ
ー・ハラスメントとの用語が一切用いられていないことに言及したうえで、
「たしかに、職場における地位や権限を利用して行われるとの事実を強調する
ために、パワー・ハラスメントとの用語を使用することに意味があるとも考え
られるが、この言葉を上位概念として、法的に承認するか否かについては、あ
らためて議論が必要ではないだろうか。」との見解が示されている。13）必ずし
も、その論旨を正確に理解することは容易ではないが、「職場での地位や権限
のみを強調」することに疑問ないし批判を示されているものとの理解が可能か
と思われる。
IV 「ワーキング・グル―プ報告」による「職場のパワー・ハラスメント」
概念の再検討
以上概観してきたように、「職場のパワー・ハラスメント」の概念について
は、学説上もいまだ必ずしも共通の認識や理解が確立されているわけではなく、
「パワー・ハラスメント」という言葉（用語）自体の使用や、さらには「パワ
ー・ハラスメント」にいう「パワー」の意義や内容等に関して基本的な認識や
理解の違いがみられるところである。以下では、こうした認識や理解の違いを
踏まえつつ、厚労省の「ワーキング・グループ報告」をベースに、改めて「職
場のパワー・ハラスメント」の概念をめぐる課題を幾つかの観点から検討して
おきたい。
１　パワー・ハラスメントにおける「パワー」の意義・内容について
前述のように、厚労省のワーキング・グループ報告は、「職場のパワー・ハ
ラスメント」の定義にいう「パワー」については、「職務上の地位や人間関係
などの職場内の優位性を背景」に行われる行為（言動）という観点から、「職
務上の地位の優位性」に加えて、「（職場での）人間関係上の優位性」をも含め
て広く定義している。その理由について、同報告は、「パワー・ハラスメント
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13） 山田省三「職場におけるハラスメント（労働と法―私の視点）」労旬1779号4頁。
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という言葉は、上司から部下へのいじめ・嫌がらせを指して使われる場合が多
い。しかし、先輩・後輩間や同僚間、さらには部下から上司に対して行われる
ものもあり、こうした行為も職場のパワー・ハラスメントに含める必要がある。
……」という趣旨から、そこには「職務上の地位」に限らず、人間関係や専門
知識等の多様な優位性が含まれる（むしろ含めるべき？）旨説明している。14）
別言すると、ワーキング・グループ報告では、職場で想定される多様な優位性
をすべからく「パワー」と位置づけたうえ、いわば職場のハラスメントの未然
防止といった予防的観点から、その射程（内容）を目的的、政策的に広く設定
しているといえる。これに対して、こうした立論ないし政策的意図に対して疑
問ないし批判が示されていることは前述した。ちなみに、この点に関して既に
紹介した見解以上に詳細な疑問を提起する見解がみられる。15）この見解は、
「先輩・後輩間で職場いじめが行われることはよくあることだと思うが、『さら
には部下から上司に対して行われるものもある』というのは現状認識として少
し違和感がある。そういう例も稀にはあるのかもしれないが、そこまで職場の
パワー・ハラスメントの加害者の範囲を広げてしまうと、『パワー・ハラスメ
ント』すなわち、職場における組織上、人間関係上の明確な権限・権力（パワ
ー）にもとづいてなされるという、この言葉の『語感』に反するし、実際の相
談・事件では許されない違法ないじめ行為としてのパワハラというのは、換言
すると、『労働事件』として解決しなければならない職場のパワー・ハラスメ
ントは、主には上司から部下への行為や職位・職階の上の者から下の者へ（先
輩から後輩へ）の行為であると思われるからである。」と主張する。思うに、
そこでは、現実に裁判所等で労働事件として提起されている紛争事案のほとん
どが基本的に上司と部下の間での紛争といった実態を踏まえて、職場のパワ
ー・ハラスメントにいう「パワー」の意義・内容を広げすぎることで問題の所
在と本質が拡散してしまいかねないといった懸念を表明されているものと解さ
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14） 「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告（２．
どのような行為を職場からなくすべきか）」。
15） 棗一郎「職場のパワー・ハラスメントの予防と解決策の検討」労旬1776号22～23
頁。
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れる。こうした懸念は、恐らく職場のパワー・ハラスメントといった問題に対
する大方の常識的な認識・理解とも一致するものとも思われる。
２ 「パワー」の異なる二つの意味と機能について
以上の議論から、改めて職場のパワー・ハラスメントの概念を、そこにいう
「パワー」の意義に留意しつつまとめてみると、基本的には二つの考え方に要
約することが可能であろう。すなわち、一はワーキング・グループ報告の考え
方で、そこでは「パワー・ハラスメント」における「パワー」の意義・内容が
政策的、目的的に広く設定されている。他方、二はこれに疑問を呈する見解で
あり、そこではむしろ職場のパワー・ハラスメントをめぐる現実の紛争実態に
対する認識を踏まえて、あくまでも「パワー」の意義・内容を上司と部下の関
係において典型的にみられるような職務上の地位や権限の優位性（ちなみに、
ワーキング・グループ報告では、これを「組織上の優位性」と呼ぶ）に限定す
べきとする考え方である。もちろん、この考え方も、ワーキング・グループ報
告が指摘する「組織上の優位性」以外の「人間関係や専門知識上等その他の優
位性」に起因する「パワー」ハラスメントの存在を否定しているわけではない。
そこでは、職場の関係当事者間において何らかの優位性を背景に行われ得る多
様ないじめ・嫌がらせにあって、特に上司から部下に対して、人事権限に基づ
く業務上の指示や指導の適切な範囲を超えて濫用的に行われるいじめ・嫌がら
せに限定して「パワー・ハラスメント」の概念（用語）を使用すべき旨を強調
しているにとどまる。16）
３　職場の「いじめ・嫌がらせ」と「パワー・ハラスメント」との関係につ
いて
上述のところでは、職場のパワー・ハラスメントの概念について、そこにい
う「パワー」の意義を「組織上の優位性」を基礎に「上司から部下に対するい
じめ・嫌がらせ」に限定して理解する考え方と、さらに「職場内の人間関係そ
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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16） 前掲注15）論文23頁。
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の他の関係における優位性」をも含めた「いじめ・嫌がらせ」として、これを
広義に解する考え方の違いを明らかにした。ただ、いずれの考え方にあっても
「職場のパワー・ハラスメント」とは、職場において当事者間に何らかの「優
位性」が存在する関係の下で行われる言動として認識されている点については
共通しているといってよい。
それでは、職場の「いじめ・嫌がらせ」と「パワー・ハラスメント」とは、
単に表現（表記）が異なるだけで、その意義や内容において同一の概念なのか、
はたまた異なる概念というか行為形態なのであろうか。こうした疑問ないし問
題提起が生まれるのも、ワーキング・グループ報告では、職場の「いじめ・嫌
がらせ」と「パワー・ハラスメント」とを併記し、あたかも両者を異なる概念
ないし行為形態として区別するような表記となっているからである。しかしな
がら、ワーキング・グループ報告を素直に論理的に読み込むならば、そこでは
職場で行われる暴力、暴言、脅迫や仲間外し等を「いじめ行為」としつつ、こ
れらの行為はなくしていくべき「職場のパワー・ハラスメント」に当たると説
明されている。その上で、ワーキング・グループ報告は、前述してきたように
「職場のパワー・ハラスメント」を「職場のいじめ・嫌がらせ」行為にあって、
特に職場における何らかの優位性が存在する関係の下で行われる行為と定義づ
けしている。
しかしながら、職場で発生し得る「いじめ・嫌がらせ」の行為は、必ずしも
常に当事者間に「何らかの優位的関係」が存在する間だけで行われるとはかぎ
らない。実際には、「組織上の優位性」あるいは「人間関係上の優位性」が格
別存在しない状況下でも職場のいじめ・嫌がらせ行為は行われることがある。
たとえば、職場内であっても、まったくの個人的な人間関係のもつれに起因す
る「好き嫌いの感情（嫌悪感情）」により意図的に暴言や暴力等を通じていじ
めや嫌がらせの言動が行われる場合などが典型である。現状では、各種行政機
関への相談や解決のあっせん、さらには裁判所での法的救済の訴えの対象とな
っている職場のいじめ・嫌がらせ行為のほとんどが、上司から部下に対して組
織上の優位性（すなわち職務上の地位や権限等のパワー）を背景にして行われ
た場合であることから、職場の「いじめ・嫌がらせ」と「パワー・ハラスメン
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ト」があたかも同義になっている感がある。前述したように、職場のパワー・
ハラスメントに対する社会全般の現状認識はこうしたものであろう。しかし、
法理上の観点からいえば、こうした認識や理解は決して正鵠を得たものではな
い。職場のパワー・ハラスメントの概念をめぐる議論の冒頭にも紹介したよう
に、パワー・ハラスメントといった概念は、職場での「いじめ・嫌がらせ」行
為の一部を表象するとしても、そのすべてを包摂するものではないといわなけ
ればならない。17）
以上、論じてきた職場のパワー・ハラスメントの概念をめぐる論点やそれに
関する様々な考え方をまとめてみると、最広義には「職場のいじめ・嫌がらせ」
行為の概念があり、その中で、さらに個別には職場内での何らかの優位性が存
在する関係の下で行われる「いじめ・嫌がらせ」の行為があり、これには、ワ
ーキング・グループ報告が整理する①「組織上の優位性を背景」に行われる
「いじめ・嫌がらせ」行為と、②「人間関係などの優位性を背景」に行われる
「いじめ・嫌がらせ」行為の二類型が、そしてさらに③こうした優位性が存在
しない関係の下での「個人間の嫌悪感情・敵対感情を背景」に行われる「いじ
め・嫌がらせ」行為が存在するといえる。
さらに、これらの「いじめ・嫌がらせ」の行為を、その主体（行為主体）の
観点から整理すると、基本的に①は、経営者（使用者）自身やその他管理監督
的地位にある管理職、②は、先輩・後輩間における先輩（社員）や仲間意識に
基づく部下や同僚の集団、そして③は、①や②における行為者のすべてを含む
個人（個々人）に類別することが可能であろう。
４ 「職場内」だけの優位性か？
厚労省のワーキング・グループ報告では、職場のパワー・ハラスメントを
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
221
17） こうした意味合いからすれば、職場のいじめ・嫌がらせが問題となり得る言動につ
いて「パワー・ハラスメント」という用語を単純に用いることは適切ではなく、むし
ろ「職場（の）ハラスメント」として、その概念の統一を図ることのほうが適切であ
るとも言える。その理由については、必ずしも同一ではないが、より広義に「職場ハ
ラスメント」の概念を提示する見解として、前掲小宮文人「パワハラという用語につ
いて」労旬1782号5頁がある。
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「『同じ職場で働く者』に対して、…『職場内』の優位性を背景」にして行われ
るものと定義づけしている。こうした定義づけから考えると、たとえば職場外
の顧客や取引先から、取引関係上の優位性を背景に行われ得るいじめ・嫌がら
せの言動等は、ここにいう職場のパワー・ハラスメントには含まれないものと
の理解が可能となり得る。紛争事案としてもまれであろうから、現実には複雑
な問題を提起することは少なく、また実際に法律紛争になった場合でも、個々
のいじめ・嫌がらせ行為として不法行為等の責任問題として個別に対応するこ
とが可能であろう。したがって、ここで議論する実益は大きくないともいい得
るが、理論的には検討に値する課題といえる。
５　裁判例にみる職場のパワー・ハラスメントの概念
以上の学説上の議論とは別に、裁判例では職場のパワー・ハラスメントの概
念はどのように理解されているのであろうか。思うに、裁判例にあっても、必
ずしもその概念については共通の認識や理解が形成されているわけではない。
むしろ後述するように、裁判所は「パワー・ハラスメント」概念の定義づけや
その明確化にはそれほどこだわりをみせていないように思われる。実際、多く
の裁判所では、後述のところから明らかとなるように被害者によって法的責任
追及の対象とされた言動が「パワー・ハラスメント」に該当するか否かを個別
に検討するというよりも、むしろ法的責任追及の法理としての不法行為の成否
といった観点から、より直截に当該言動が「社会的許容の限度を超えているか
否か」（行為者が個人の場合）あるいは「業務の適正な範囲を超えているか否
か」（行為者が使用者や上司等管理監督権限を有しているような場合）の観点
から違法と評価することができ、その行為者に対して損害賠償責任を肯定でき
るか否かを、当該言動の目的や内容、それが行われた具体的態様、回数、当事
者の関係等当該言動を取り巻く諸般の事情から個別・具体的に判断することに
より紛争事案の適切な解決処理に対応しているといってよい。
しかし、そうした中でも、あえてパワー・ハラスメントの用語を使用してい
る裁判例がみられないわけではない。そこでの説示をみると、代表的には以下
のような見解がみられる。たとえば、三洋電機コンシューマーエレクトロニク
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ス事件18）では、職場のパワー・ハラスメントにつき、「人事担当者であるとい
う優越的地位に乗じて、原告を心理的に追い詰め、永年の勤務先である被告会
社の従業員としての地位を根本的に脅かす嫌がらせ」と説示し、紛争事案に即
した定義づけをしている。また、損保ジャパン調査サービス事件19）や医療法
人財団健和会事件20）では、（パワー・ハラスメントは）「組織・上司が職務権
限を使って、職務とは関係のない事項あるいは職務上であっても適正な範囲を
超えて、部下に対し、有形無形に継続的な圧力を加え、受ける側がそれを精神
的負担と感じた時に成立する」と説示されている。さらに、富士通関西システ
ムズ事件21）でも、先述のワーキング・グループ報告における概念定義とほぼ
同様に、「同じ職場に働く者に対して、職務上の地位や人間関係等の職場内の
優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的、身体的苦痛を与える又
は職場環境を悪化させる行為」と説示されている。22）他方、ザ・ウインザ
ー・ホテルズインターナショナル（自然退職）事件23）では、「通常人が許容し
得る範囲を著しく超えるような有形・無形の圧力を加える行為」を行ったと評
価される場合に限りとして、その成立をかなり厳格というか消極的に解してい
る。24）ちなみに、このような裁判例にみる職場のパワー・ハラスメントの概
念について、前述した山田論文では、「従来の裁判例を見ると、当初は日常用
語に近い『いじめ』との用語が用いられていた25）が、続いて『嫌がらせ』と
表現されるに至った。たとえば、東京教育図書事件。26）職場における『パワ
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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18） 鳥取地判平20・3・31労判1937号47頁。
19） 東京地判平20・10・21労働経済判例速報（以下労経速と記す）2029号11頁。
20） 東京地判平21・10・15労判999号5頁。
21） 大阪地判平24・3・30労判931号65頁。
22） この指摘に関しては、内藤忍「パワー・ハラスメント」ジュリスト増刊「労働法の
争点」32～33頁に拠った。また、浅野毅彦「職場のいじめ嫌がらせパワハラの裁判例
の検討」労旬1776号6～7頁も参照。
23） 東京地判平24・3・9労判1050号68頁。
24） 同旨と解される裁判例として、Ｎ社事件・東京地判平26・8・13労経速2237号24頁
がある。
25） たとえば、いじめによる自殺の事案である川崎市水道局事件（横浜地裁川崎支判平
14・6・27労判920号6頁。
26） 東京地判平4・3・30労経速462号5頁。
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ー・ハラスメント』という用語が初めて登場したのはヴィナリス事件27）であ
り、これ以降、パワー・ハラスメントという言葉が定着している」と説明され
ている。28）
V 「パワー・ハラスメント」の概念は、それ自体、「違法」評価を含むも
のか
１　問題の所在
以上の検討課題とは似て非なる論点として、「パワー・ハラスメント」とい
う概念は、それ自体、「違法」の評価を内在させたものかということも法理上
問題となり得る。別言すれば、「パワー・ハラスメント」という概念は、それ
自体、その被害者となった個人の「名誉・尊厳等の精神的・人格的利益（人権）」
あるいは「働きやすい職場環境の中で働く利益」等を当然に侵害する「違法」
な行為なのであろうか。この点は、用語ないし概念の使い方の問題ともいい得
るが、学説や裁判例においては、いまだ必ずしも共通の理解や認識が得られて
いないように思われる。たとえば、学説にあって、山田教授は、パワー・ハラ
スメントの定義に関する前掲論述の中で「……以上のように、職場におけるハ
ラスメントを法的に定義すると、職務上の優越的地位にもとづき、主に従業員
に強度の精神的圧迫を加える違法な行為と定義することができよう。」と述べ
て、パワー・ハラスメントの概念を当然に「違法」評価を含んだ概念と理解さ
れているかのような説明をされている。29）他方、裁判例においても、たとえ
ば病気療養から復帰直後の従業員に対して、それぞれ、移動した勤務先での上
司らによる厳しい口調の頻繁な注意が原因となって退職を余儀なくされたこと
について、これら上司の当該言動がパワー・ハラスメントであるとして不法行
為に基づく損害賠償が請求されたＵ銀行事件30）では、裁判所は、理由づけを
明確に示さないまま、結論的に「パワー・ハラスメント＝不法行為」と評価し
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27） 東京地判平21・1・16労判988号91頁。
28） 山田省三「『職場におけるハラスメント』考」労旬1779号4頁。
29） 山田・前掲註28）論文4頁。
30） 岡山地判平24・4・19労判1051号29頁。
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得るような説示をしている。同様に、派遣労働者について派遣先の上司らから、
パワー・ハラスメントに該当する言動を受けて退職を余儀なくされたことにつ
き、不法行為を理由に慰謝料等の損害賠償が請求されたアークレイファクトリ
ー事件31）でも、不法行為の成立が肯定された上、慰謝料額の算定に関する判
断にあって「…上記のような一方的に優位な人間関係を前提に、被控訴人の上
記のような性格を有する人物に対する言辞としては、社会通念上著しく相当性
を欠きパワーハラスメントと評価できるといわざるを得ない。」と説示して、
やはりパワー・ハラスメント＝不法行為であるかのような説示を行っている。
しかしながら、他方、上司が、仕事の反省会の席でしつこく飲酒を強要した
行為のほか、携帯の留守電に「辞めろ！辞表を出せ。ぶっ殺すぞ、お前…」等
の留守電を入れた行為等が問題になったザ・ウインザー・ホテルズインターナ
ショナル（自然退職）事件32）では、裁判所は、「…パワーハラスメントは極め
て抽象的な概念で、内包外延とも明確ではない。そうだとするとパワーハラス
メントといわれるものが不法行為を構成するためには、質的にも量的にも一定
の違法性を具備していることが必要である。…」と説示して、法理上、パワ
ー・ハラスメントと「違法」行為（違法性）とを切り離して評価する説示を行
っている。
以上のように、パワー・ハラスメントに該当し得る言動について不法行為等
の責任が争われた裁判例において、パワー・ハラスメントと違法性評価との関
係に関しては、必ずしも判断の視角なり評価基準が共通しているわけではない
との理解が可能であろう。しかし、先ほども言及したように裁判所は、総じて
問題とされた当該言動につき、ことさらパワー・ハラスメントの概念やそれへ
の該当性判断に固執することなく、さらには仮に職場のパワー・ハラスメント
の該当性を肯定した場合でも、そこから違法性を直ちに導き出すことなく、あ
くまでも問題とされた当該言動が不法行為としての「違法性」を具備するか否
かの観点から、前述したように当該言動の内容や性質等をはじめ、それを取り
巻く個々の具体的事情から総合的に判断しているといってよいであろう。
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31） 大阪高判平25・10・9労判1083号24頁。
32） 東京地判平24・3・9労判1050号68頁。
─────────────────────
２　パワー・ハラスメントと違法性評価の関係について
思うに、職場において一定のいじめ・嫌がらせの言動を受けた被害者が、行
為者（適宜、加害者ともいう）自身やその使用者を相手に損害賠償請求等の法
的責任を追及しようとする場合、被害者側の立場からは、問題となった言動を
パワー・ハラスメントに該当すると主張するとともに、それ自体、「違法」行
為（不法行為）と主張しがちなことは心情的、そして訴訟戦術的には理解でき
なくもない。しかし、法理論的には職場でのいじめ・嫌がらせの言動がパワ
ー・ハラスメントに該当するか否かの問題と当該言動が「社会的許容の範囲」
や「業務上の適切な範囲」を超えて「違法」行為として不法行為を構成するか
否かは別個の問題として区別し、議論する必要があろう。思うに、筆者自身の
結論だけをいえば、職場でのいじめ・嫌がらせの言動について、それが職場の
パワー・ハラスメントに該当するか否かの判断自体は当然には「違法」評価を
含むものではなく、それが違法行為（不法行為）として損害賠償請求等の法的
責任を追及し得る行為か否かに関しては、別途、民法709条等所定の「違法性」
判断のほか、不法行為の成否に関する要件論の観点から、個別具体的な判断を
必要とするものと考える。
VI 職場のパワー・ハラスメントの発生形態
１　職場のパワー・ハラスメントの行為主体について
多数の労働者の協業と分業により日々の業務が円滑に遂行されるべき職場に
おいて、いじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントは、実際、「誰により」、
「どのような目的や動機、形態等」により行われるのであろうか。以下では、
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる言動について、主に
不法行為責任が問題となった裁判例を参考にしつつ、考えてみたい。まず、
「誰により」行われるのかといった「行為主体」の観点から類型化すると、大
略、次の三者、すなわち（１）「個人」による言動（個人的な嫌悪感情や敵対
感情の微ひょう等）、（２）「上司（管理職）」による言動（業務外の個人的言動
や業務上の行き過ぎた注意・指導、叱責等）、（３）「会社（使用者）」による言
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動（会社の業務上の要請や命令に関連しての報復的・懲罰的措置等）に類型化
することが可能であろう。以下、行為主体ごとに順を追って考察する。
（１）「個人」による嫌悪感情等と「いじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメン
ト」
既に繰り返し述べてきたように、企業に雇用されて働く個々の労働者は、当
然のことながら使用者（会社）との関係をはじめとして、上司(管理職)との関
係、先輩との関係、同僚との関係、部下との関係、さらには取引先との関係な
ど多様な組織的、人間的な関係の下で互いに協業と分業を通じて日々の業務に
従事している。そこでは、どのような関係の下にあっても、一人の個人として、
互いにその個性や価値観、相性等も異なり、また個々に感情を有した生身の人
間でもあることから、時として互いの意見のぶつかり合いや感情のもつれが生
じて、結果的には個人的な嫌悪感情や敵対感情に基づく言動が行われることが
あり得る。いい換えると、個々人の嫌悪感等「怒りの感情（以下嫌悪感情や敵
対感情をいう時には、こうした怒りの感情を含む意味で使う）」から意図的・
恣意的に典型的な「いじめ・嫌がらせ」等が行われることがある。その背景に
は、多くの場合、前述した厚労省のワーキング・レポート報告で示された「人
間関係上の優位性（先輩・後輩関係がその典型）」が存在すると思われるが、
必ずしもそうした優位性に基づくものばかりではない。職場での個人の嫌悪感
情や業務に関わる様々な思惑等に起因するいじめや嫌がらせは、職場での上司
と部下の関係においてだけではなく、先輩と後輩、さらには同僚間での個別的
あるいは集団的ないじめなど、どのような関係の下にあっても例外なく起こり
得るといえる。33）とはいえ、裁判所での実際の紛争事案を概観すると、もっ
ぱら職場内での個人的な人間関係上の軋轢等による個々人の嫌悪感やそれに起
因する怒りの感情からいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントに該当する言
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33） たとえば、直接的には労災認定に関する紛争事案であるが、上司と部下の関係にお
いて部下により中傷ビラが配布され、これにより会社より事情聴取を受け、役職から
外され配置転換されたりしたことからうつ病を発症して自殺に至ったことにつき、部
下によるいじめが問題になった裁判例として、国・渋谷労基署長事件（東京地判平
21・5・20労判9908号119頁）がある。
─────────────────────
動が行われたとの事実認定を前提に不法行為に基づく損害賠償責任が問われた
紛争事案は必ずしも多くはない。しかし、そうした中、主として先輩・後輩と
いった人間関係上の優位性を基に個人の嫌悪感情等に起因した意図的な「いじ
め・嫌がらせ」が問題となったと思われる事案がないわけではない。代表的事
案として、いわゆる先輩による後輩への集団的ないじめ・嫌がらせが問題とな
った誠昇会北本共済病院事件34）を挙げることができる。そこでは、看護師資
格の取得をめざして看護専門学校に通学しながら病院に勤務していた准看護師
Ａが、先輩の準看護師5名、特に一番の先輩より①勤務終了後に遊びや試験前
に朝まで飲み会につき合わされ、②先輩の肩もみ、家の掃除、車の洗車等の雑
用を命じられ、その他個人的な用事のために車での送迎を命じられ、④Ａが交
際している女性と勤務時間後に会おうとすると、仕事だと偽って病院に呼び出
し、⑤職員旅行で一気飲みを強いられて急性アルコール中毒となり、また⑥忘
年会で前記アルコール中毒を話題にして「あのとき死んじゃったら良かったん
だよ、馬鹿」「うるせえよ、死ねよ」等の発言を受けたりし、その他⑦仕事中
に何かあると「死ねよ」と発言したり「殺す」とメールされたりして、その結
果、自殺するに至った。本件は、自殺したＡの遺族が、同人の自殺は職場の先
輩らの前記いじめ行為が原因となったとして、その中心的な行為者である先輩
に対しては民法709条の不法行為責任、病院に対しては民法715条の使用者責
任を追及したものである。裁判所は、当該先輩については、自ら又は他の男性
看護師をして、Ａに対し冷やかし・からかい・嘲笑・悪口、他人の前で恥辱・
屈辱を与える、叩く等の暴力等の違法ないじめを行ったものとして不法行為責
任を認めたうえ、病院の使用者責任も肯定している。同種の事案として、川崎
市水道局事件35）がある。そこでは、新たに職場に異動してきた内気で無口で
あるが、勤務態度はまじめで評価も最高のＡ評価を受けていた職員に対して、
先輩らが、業務上の指示や指導等とは直接の関わりのない中で、「何であんな
のがＡ評価なんだよ」「何であんなのがここに来たんだよ」と課にとって不要
な厄介者であるかのような嫌味を言ったり、またやや太り気味の同人に対し
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34） さいたま地判平16・9・24労判883号38頁。
35） 東京高判平15・3・25労判849号87頁。
─────────────────────
「むくみ麻原（オウム真理教による地下鉄サリン事件が問題となっていた時期）」
「ハルマゲドンが来た」「とんでもないのが来た。最初に断ればよかった」など
と嘲笑したり、さらには同人が外回りから帰ってきて上気していたり、からか
われて赤面しているときなどに「酒を飲んでいるな」「顔が赤くなってきた。
そろそろ泣き出すぞ」と嘲笑したりした。さらに、上司らによる上記いじめの
ストレスから休みがちであった同人が、職場の旅行会で上司らにあいさつにい
ったところ「普通は長く休んだら手土産ぐらい持ってくるもんだ」と言ったり、
チーズを切っていた果物ナイフを振り回すようにしながら「殺してやる」など
と脅かしたりした。こうした言動により、同人は遺書を残して自殺するに至っ
た。本件において、裁判所は、執拗に陰口、卑猥な言動、悪口、からかいを繰
り返し、ナイフによる脅しなどの事実から職場でのいじめ行為を認定し、これ
により同人が精神的、肉体的に苦痛を被ったことが推認されるとし、自殺を図
る要因が他になく、自殺念慮の出現する可能性の高い精神疾患であり、いじめ
を受けたことにより心因反応を起こし、自殺したものと推認され、いじめと自
殺の間には相当因果関係があるとしつつ、同人の訴えを聞いた上司が適正な措
置を講じていれば自殺に至らなかったとして、市の安全配慮義務違反を肯定し
ている。
2　上司による言動と「いじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント」
周知のとおり、職場のいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛
争が行政機関への苦情相談や裁判所への訴訟提起といった形で問題となる事案
の多くが、上司（管理職）の部下に対する言動をめぐってのものである。もっ
とも、前述したように上司による言動であっても、実際にいじめや嫌がらせ、
パワー・ハラスメントが問題とされる具体的形態としては、一には人事権に基
づく業務上の指示等とは直接の関係がない中で、上司の立場（権限）からとい
うよりは、もっぱら個人的な感情（前述した嫌悪感情や敵対感情、そしてそれ
に起因した怒りの感情等）に基づく言動をめぐって問題となる場合と、二つは
上司としての立場に基づく指揮監督権限の行使として部下の業務遂行や勤務態
度等に関連して行った注意や指導、叱責等の言動をめぐって問題となる場合に
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大別することができる。この区別は、実際上も法理上も意味のあるものといい
得る。なぜなら、後者の場合、当該言動に係る違法性等の判断は、基本的には
業務上の注意や指導、叱責等として行われた言動が「業務の適正な範囲を超え
た」ものか否かを判断基準として行われるからである。他方、前者の場合には、
直ちにはこうした判断の枠組みや基準はあてはまらず、基本的には問題の言動
が「社会的相当性の範囲あるいは社会的許容の限度を超えた」ものか否かが判
断の基準とされる。とはいえ、実際には上司による言動の適否を判断する場合
において、問題の言動があくまでも個人としての感情発露の結果として行われ
たものなのか、はたまた、上司としての立場（権限）から業務上の注意や指導、
叱責等として行われたものかの判断というか線引きは極めて困難といい得る。
なぜなら、上司による言動が、従前からの職場内での個人的な人間関係上のも
つれや軋轢等による嫌悪感情（私的な怒りの感情）等から行われたいじめや嫌
がらせと推察できる場合であっても、実際には、そのほとんどが、外形上、あ
くまでも指揮監督権限に基づく業務上の注意や指導、叱責等の外観を伴って行
われるからである。36）その結果、問題となった言動の目的や内容さらには当
事者の人間関係等からして、一方で業務上の注意・指導や叱責等の必要性が認
められるも、他方では個人的な嫌悪感等怒りの感情の存在も認められる場合が
あり得る。別言すれば、上司の個人的な怒りの感情（嫌悪感情・敵対感情）が
業務上の指示や注意、叱責行為を通して発露されていると認められるような場
合である。むしろ、職場での上司の言動について、いじめや嫌がらせ、パワ
ー・ハラスメントが問題になる実態としてはこうした状況の存在が認められこ
とが多いのではないかと思われる。そうした場合、実務上は上司個人の怒りの
感情（嫌悪感情・敵対感情）の有無や程度等に関しては、その原因をはじめ、
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36） たとえば、代表的には静岡労基署長（日研化学）事件（東京地判平19・10・15労
判950号5頁）。そこでは、医薬品の製造・販売等を業とする製薬会社に医療情報担当
者（ＭＲ）として勤務していた者に対する営業成績の向上、体質改善を目的とした上
司の厳しい叱責（「存在が目障りだ、居るだけでみんなが迷惑している。お前のカミさ
んも気がしれん。お願いだから消えてくれ」「お前は会社を食い物にしている。給料泥
棒」「肩にフケがベターと付いている。お前病気と違うか」等の言動）が、主として部
下に対する上司の個人的な不信感と嫌悪感に基づいたものと判断されている。
─────────────────────
被害者の態度・対応等の観点から個別に判断し、他方で業務上の注意・指導、
叱責等に関しては、当事者の関係をはじめ、その具体的な内容や必要性、回数
（反復継続性）、行われた場所等の諸事情を考慮の上、当該の注意や指導、叱責
等が「業務の適正な範囲を超えた」か否かの判断を同時並行的に行うことによ
り、全体としてそれらが、その目的・動機や必要性、方法等から「社会的許容
の限度・範囲を超え」て、社会通念上、不相当と評価できるか否かを総合的に
判断しているといってよいであろう。ちなみに、このような類型の紛争事案は、
いまだ職場のパワー・ハラスメントという言葉が一般化する前からみられたと
ころである。たとえば、いささか古い事案であるが東芝府中工場事件37）があ
る。本件は、部下の軽微な過誤について上司（製造長）が指導監督の観点から
執拗に反省文の提出を求めたり、後片付けの際の行為を再現するよう強要した
りしたことにより当該部下が心因反応に陥り、欠勤せざるを得なくなったとし
て、当該上司に対しては慰謝料の支払い、使用者に対しては欠勤中の賃金の支
払いを求めた事案である。本件の当事者とも、当時、職場のパワー・ハラスメ
ントをめぐる紛争事案としての認識はなかったと思われるが、今日では職場の
パワー・ハラスメントをめぐる紛争としての整理が可能な事案であろう。ちな
みに、同事件では、裁判所は「上司は、その所属の従業員を指導し監督する権
限があるのであるから、その指導監督のため、必要に応じて従業員を叱責した
りすることは勿論、時に応じて始末書等の作成を求めることも、それ自体が特
に違法性を有するものではない」としながらも、そうした行為が右監督権限の
範囲を逸脱したり、合理性がないなど裁量権の濫用にわたる場合は違法性を有
するものと解すべきであるとして、結果的に上司及び使用者の法的責任を肯定
している。また、最近の同種事案として大裕事件38）がある。そこでは、部下
の社員が就業時間後の金庫室の利用についてセキリティーキーを管理している
同僚に金庫室の施錠を待ってもらっていたところ、上司が、従前には金庫室の
施錠の手順や管理方法について注意・指導をしたことがなかったにもかかわら
ず、突然割り込んで、同担当者の面前で部下の労働者に対し「金庫室なんかい
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37） 東京地裁八王子支判平2・2・1労判558号68頁。
38） 大阪地判平26・4・11労判ジャーナル29号2頁。
─────────────────────
つまでも開けておいたらあかんやろ。防犯上良くないことくらい小学生でもわ
かるやろ」と感情的に大声で怒鳴りつけるとともに、部下の言い分を聞こうと
もせずに、「言い訳はええんじゃ。金庫を17時にしまう決まりやったらきっち
り守れや」と感情的な叱責を繰り返し、さらに当該部下が補助金関係の書類を
作成している時にも「いつも言うているやろ。……そんなん社会人やったら知
ってて当たり前やろ。あほでも知ってるわ」「（当該社員）さんは前からやけど
仕事が遅い。前任者に比べて時間が4倍5倍掛かってるんや。能力が劣ってん
な」などと叱責を繰り返した。こうした言動により、当該部下の社員が適応障
害となって休職のやむなきに至り、右休職期間の満了後に退職扱いとなった。
本件では、当該社員が右適応障害の発症と休職は上司からパワー・ハラスメン
トを受けたことが原因と主張して、上司に対しては不法行為に基づく損害賠償
請求を、使用者に対しては労働契約上の権利を有する地位にあることの確認と
就労不能期間中の賃金支払いを請求した。裁判所は、上司の叱責の態様・内容、
状況、注意・指導の必要性、原告社員と上司の従前の人間関係、原告社員に与
えた心理的負荷の程度等に照らし、業務上の指導の範囲を著しく逸脱し、原告
社員の人格権を侵害するものと説示し、また上司のパワー・ハラスメントと適
応障害との因果関係も肯定して、本件請求を肯定している。さらに、三井住友
海上火災保険会社上司（損害賠償）事件39）がある。そこでは、勤務成績が芳
しくなく成果を上げることができなかった部下（自身も課長代理として勤務）
に対して、上司から、ポイントの大きな赤字で「意欲がない、やる気がないな
ら、会社を辞めるべきだと思います。当ＳＣにとっても、会社にとっても損失
そのものです。あなたの給料で業務職が何人雇えると思いますか。……これ以
上、当ＳＣに迷惑をかけないでください」などと記載したメールを本人ならび
に職場の従業員十数名に送信したことが問題となった。一審判決40）は、本件
上司の言動は、名誉毀損ないしパワー・ハラスメントに該当せず、不法行為に
も該当しないと判断した。他方、高裁判決は、上司による本件メールの送信は、
職場の上司として部下（控訴人）の地位に見合った業務成果を達成するよう叱
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咤督促するもので、その目的において是認できるとしてパワー・ハラスメント
の意図は否定しつつも、本件メールの内容は人の気持ちを逆なでする侮辱的言
辞と受け取られても仕方のない記載などの他の部分ともあいまって控訴人本人
の名誉感情をいたずらに毀損するものであることは明らかであり、メール送信
の目的が相当であったとしても、その表現において許容限度を超え著しく相当
性を欠き、名誉毀損として不法行為を構成すると判断している。それから、既
に紹介したザ・ウインザー・ホテルズインターナショナル（自然退職）事件41）
では、①仕事の反省会で上司からしつこく飲酒を勧められた、②直帰直行の原
則の下直帰したことに対して携帯の留守電に「私怒りました。」「明日私は、あ
のー、辞表出しますので、それでやってください」などと怒りを露わにする録
音を入れた、③出張の打合わせのための日程調整をめぐって発生したトラブル
をめぐって、携帯の留守電に「…辞めろ！辞表を出せ！ぶっ殺すぞ、お前！」
などと録音した上司の言動について、パワー・ハラスメントの該当性そして違
法性が問題となった。裁判所は、上記①及び②の言動については違法性を否定
したが、③については、その事実を認定することができ、かつ、同行為は、
（原告従業員の）人格的利益を侵害するものとして、不法行為を構成するとし
た。さらに、前述したＵ銀行事件42）がある。そこでは、療養から職場復帰し
た部下の業務上のミスについて、3名の上司が行った叱責（「もお、ええ加減
にせえ、ほんま。代弁の一つもまともにできんのか。辞めてしまえ。足がけ引
っ張るな」「一生懸命しようとしても一緒じゃが、そら注意しよらんのじゃも
ん。同じことを何回も何回も。もう、貸付はあわん、やめとかれ。なんぼして
も貸し付けは無理じゃ。もう、性格的に合わんのじゃと思う…」「足引っ張る
ばあすんじゃったら、おらんほうがええ」「今まで何回だまされとんで。あほ
じゃねえかな、もう普通じゃねえわ。あほうじゃ、そら」等）の言動が問題と
された。結果的には、上司1名の上記言動につきパワー・ハラスメントの該当
性を肯定し、不法行為の成立を肯定している。そのほか、いささか珍しい事案
として、既述のアークレイファクトリー事件43）を挙げることができる。事案
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は、派遣労働者に対して、派遣先の上司（監督者）らが、指導として行った4
か月ほどの期間に5回ほど「殺すぞ」「あほ」「お前」等発言した言動が問題と
されたものである。そこでは、派遣労働者が、右発言等がパワー・ハラスメン
トに該当し、これにより就労を辞さざるを得なくなってしまったと主張して、
派遣先会社に対し損害賠償等を求めた。裁判所は、（上司らの前記発言に対す
る不法行為の成否判断に関して、（上司らは）指揮命令下にある部下に対する
言動において、その人格を軽蔑、軽視するものと受け取られかねないよう留意
し、特に派遣労働者という、直接的な雇用関係がなく、派遣先の上司からの発
言に対して容易に反論することは困難であり、弱い立場にある者に対しては、
その立場、関係から生じかねない誤解を受けないよう、安易で、うかつな言動
を慎むべきところ、本件の各言動は、「いずれも極めて配慮を欠いた言動で、
その言動の内容からすると、…客観的には反論が困難で、弱い立場にある原告
派遣労働者（の人格）をいたぶる（軽視、蔑視する）意図を有する言動と推認
でき、その程度も部下に対する指導、教育、注意といった視点から、社会通念
上、許容される相当な限度を超える違法なものと認められる」として不法行為
の成立を肯定したうえ、派遣先会社の使用者責任については、本件不法行為は、
派遣先会社の業務である労務に従事する中で、派遣先会社の支配領域内におい
てなされた派遣先会社の事業と密接な関連性を有する行為で、派遣先会社の事
業の執行について行われたものであるから、派遣先会社は使用者責任を負うと
した。ちなみに、控訴審44）でも、派遣先会社の上司（監督者）らによる発言
について、本件では、「…いかにも粗雑で、極端な表現を用い、配慮を欠く態
様で指導されており、かかる極端な言辞を用いるほどの重大な事態であったか
は疑問であるし、監督を受ける者として、監督者がそのような言辞を用いる性
癖であって、その発言が真意でないことを認識し得るにしても、業務として日
常的にそのような極端な言辞をもってする指導、監督を受忍しなければなら
ないとまではいえず、逆に監督において、労務遂行上の指導、監督を行うに
当たり、そのような言辞をもってする指導が当該監督を受ける者との人間関
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係や当人の理解力等をも勘案して、適切に指導の目的を達しその真意を伝えて
いるかどうか注意すべき義務がある」と説示し、また、指導に際してなされた
軽口ともいえる発言については、それが一回だけであれば違法とならないこと
もあり得るとしても、被控訴人（本件派遣労働者）によって当惑や不快の念が
示されているのにこれを繰り返し行う場合には、嫌がらせや時には侮辱といっ
た意味を有するに至り違法性を帯びるに至るというべきところ、本件では監督
を受ける者に対し極端な言辞をもってする指導や対応が繰り返されており、全
体としてみれば違法性を有するに至っていると説示して、一審判決を支持する
判断を示している。そのほか、日本ファンド（パワハラ）事件45）では、消費
者金融会社に勤務していた従業員3名に対して、上司の提案した業務遂行方法
を採用していなかったことについて、弁明の機会を与えず叱責した上、「今後、
このようなことがあった場合には、どのような処分を受けても一切異議はござ
いません」という始末書を提出させ、また会議において業務改善方法について
発言したことに対し、「お前はやる気がない。なんでこんなことを言うんだ。
明日から来なくていい」と怒鳴ったりし、さらに本来行うべき報告が行われて
いなかったことについて、「馬鹿野郎」「給料泥棒」「責任を取れ」等叱責し、
「給料をもらっていながら仕事をしていませんでした」という文言を挿入した
始末書を提出させ、さらには通常は扇風機が回されていない時期にもかかわら
ず、長期間執拗に扇風機を回して直接風を当て続けた等の言動（その他暴行・
暴言も問題視された）が問題とされている。
3　会社（使用者）による懲罰的・報復的対応といじめ・嫌がらせ、パワ
ー・ハラスメント
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントは、前述のように（１）職
場での「個人」間の嫌悪感情や敵対感情や（２）「上司（管理職）」による行き
過ぎた業務上の注意・指導、叱責等によって行われる場合のほか、（３）「会社
（使用者）」自身による懲罰的・報復的な対応の結果として行われる場合もあり
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得る。具体的には、たとえば会社（使用者）が労働者からの個々の対応に対し
て懲罰や報復の意図や目的から行った措置が、結果的にいじめや嫌がらせ、パ
ワー・ハラスメントに該当し、人格権侵害等の不法行為となるような場合であ
る。そのような場合の代表例として、形態的には、１）会社の業務上の要請や
指示・命令に非協力的な労働者に対して行われた懲罰的・報復的措置（たとえ
ば、経営改善策の提案や退職勧奨等に応じない労働者に対する配置換えや降格
の措置等）のほか、２）労働者の正当な権利行使に対する懲罰的・報復的措置
（たとえば、組合活動や年休の取得、出産休暇、育児休暇の利用等法律上の正
当な権利行使に対する懲罰的・報復的措置等）がある。従前、こうした紛争事
案では、裁判所は、直接に問題となった当該業務上の指示や命令自体の適法・
有効性（原因）を判断し、その効力判断を前提にして、会社（以下、適宜、使
用者とも記す）が行った配置換えや降格の措置（結果）の効力を判断していた
といってよい。しかし、近時は紛争の契機となった「業務上の指示や命令自体
の効力判断」とは別に、問題とされた配置換えや降格が会社側の懲罰的・報復
的な意図や目的に起因したいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメンに該当する
か否かを独立の法律問題として、別途、不法行為の成否との関係で個別に問題
にされ、判断される事例が多く見られるようになってきている。以下、代表的
裁判例を概観しておく。
（１）会社の政策・方針等への反対と報復的・懲罰的措置
1）業務改善の経営方針違反（者）に対する配置転換・降格
最初に、ネスレ事件46）では、会社による配置転換（以下配転とも記す）の
打診を拒否した労働者の1人に対して、約1年間仕事をさせず、同僚にも仕事
の話しかけをさせない、「会社のノートを使うな」「トイレ以外はうろうろする
な」「今週は何をするのか」等、繰り返し嫌味を言ったりした上司等の対応が
問題となった。裁判所は、労働者が配転の必要性について理解を示さないから
といって、翻意を促すための手段として、労働者に対し意向打診、説得の範囲
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を超えて嫌がらせ等の行為をすることは許されるものではなく、業務の指示を
しない措置が、不正な動機に基づき、または相当な理由もなく、雇用関係の継
続に疑問をさしはさませる程度に長期にわたる場合等信義則に照らし合理的な
裁量を逸脱したものと認められる場合は違法性を帯び不法行為を構成すると説
示し、結果として本件仕事の取り上げ及び嫌がらせは、加害の意図をもってな
され合理的な裁量の範囲を逸脱し、不法行為を構成すると判断している。同様
に、バンク・オブ・アメリカ・イリノイ事件47）では、赤字改善のための合理
化案や行員の能力開発等への理解と協力に積極的ではなかった管理職らを降格
させ、その後、さらに総務課受付へ配転した被告銀行の措置について、裁判所
は、人事権の行使は経営上の裁量的判断に属する事柄であるが、その行使は労
働者の人格権を侵害する違法・不当な目的をもってなされてはならないと説示
した上で、本件の降格は裁量権の濫用にはあたらないものの、勤続33年に及
び課長職まで経験した原告の総務課受付業務への配転は、その人格権（名誉）
を侵害し、職場内・外で孤立させ、勤労意欲を失わせ、やがて退職に追い込む
意図を持ってなされたものであり、被告銀行に許された裁量権を逸脱する違法
なもので不法行為を構成するとしている。
2）退職勧奨拒否
次に、退職勧奨を拒否した開発部長に対する報復的、懲罰的な措置として、
会社が自宅待機を命じ、さらに遠方の工場への配転を命じ、配転先での業務に
ついても技術開発職から単純作業の肉体労働へ配置換えしたことの適否が争わ
れた事案としてフジシール（配転・降格）事件48）がある。裁判所は、技術開
発に従事していた管理職を単純作業の肉体労働へ配置換えしたことに業務上の
必要性があったとはいえず、退職勧奨を拒否した直後に従前の開発業務とは全
く異なった業務に従事させ、担当業務はその経験や経歴とは関連のない単純業
務であったこと等に照らせば、本件配転命令は退職勧奨拒否に対する嫌がらせ
として発令されたもので権利の濫用として無効であり、また本件配転命令前に
なされた自宅待機についても、これは配転命令と一体の処分というべく、不当
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な動機・目的に基づく違法なものと結論づけている。また、日本航空事件49）
がある。本件は、直接的には期間1年の雇用契約の期間満了を理由の雇止めに
ついて、解雇規制法理の適用により雇用契約上の地位にあることの確認やバッ
ク・ペイ等が求められた事案である。しかし、その過程で上司による退職勧奨
が行われ、これを拒否した労働者に対して、上司が「いつまでしがみつくつも
りなのかなって」「辞めていただくのが筋です」「懲戒免職とかになった方がい
いんですか」「1年を過ぎて、OJTと同じようなレベルしか仕事ができない人が、
もう会社はそこまでチャンスを与えられないって言ってるの」「懲戒になると、
会社辞めさせられたことになるから、それをしたくないから言っている」「こ
の仕事には、もう無理です。記憶障害であるとか、若年性認知症みたいな」等
と話して退職を強要した言動につき不法行為（人格権侵害）の成否が問題とな
った。これに関して、高裁判決は、退職勧奨のために行った言動は、社会通念
上相当と認められる範囲を逸脱した違法なものであるとして、当該言動の一部
内容につき違法性を認めて不法行為の成立を肯定した1審判決50）の判断を維
持している。
さらに、同種の事案として新和産業事件51）がある。そこでは、営業職とし
て中途採用され、10年以上勤務してきた労働者が社長からの退職勧奨を拒否
し続けたことから、営業部から倉庫への配転とともに課長職からの降職を命じ
られ、これに伴って賃金を減額された措置について、配転及び降職措置の無効
とそれにより減額された賃金の支払請求が争われた。一審判決52）は、本件配
転には業務上の必要性は認められず、また配転による賃金減額は原告労働者に
著しい不利益を与えるほか、その目的は退職勧奨を拒否した原告労働者を辞め
させるための不当な動機・目的による社会的相当性を超えた嫌がらせであり、
人格権を侵害するもので違法・無効とした。高裁判決も、本件配転命令に先立
ち、2カ月間繰り返し行われていた退職勧奨を原告労働者が拒否したため配転
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を命じたことが認められ、倉庫には2名の労働者を配置するほどの業務量はな
く、原告労働者が倉庫において行うべき業務はほとんど存在しないこと、さら
に本件配転命令は原告労働者の賃金水準を大幅に低下させるものであることも
考慮すると、同人が退職勧奨を拒否したことに対する報復として退職に追い込
むため、又は合理性に乏しい大幅な賃金の減額を正当化するために行われたこ
とが推認され、業務上の必要性とは別個の不当な動機及び目的によるものとい
うことができ、それ自体、人格権侵害の不法行為を構成すると判断している。
（２）労働者の権利行使に対する懲罰的・報復的措置
1）組合活動上の権利行使に対する措置
次に、法律その他に基づく権利を行使した労働者に対して、会社(使用者)が
業務命令として行った措置が報復的・懲罰的意図・目的に基づくもので、いじ
め・嫌がらせに該当し、不法行為を構成するか否かが争われた事案がある。た
とえば、代表的には国鉄鹿児島営業所事件53）やJR東日本（本荘保線区）事件54）
を指摘することができる。法理上の論点としては、いずれも業務命令の適法・
有効性が争われた事案である。前者では、国労バッジを着用して配車点呼作業
に従事しようとした職員（組合員）に対し、当局側がバッジ取外しの業務命令
を出すも、これが拒否されたことから、同人を当該業務から外し、新たに桜島
からの火山灰の除去作業に従事すべき旨の業務命令を発したうえ、当該作業を
真夏に10日間、終日炎天下の中、水分補給もほとんどなく、常に管理職の監
視下で行わせた措置の適否が問題となった。一審判決55）ならびに原判決56）は、
いずれも火山灰除去作業自体は労働契約上の義務の範囲内に含まれる適法な業
務命令であるものの、炎天下で水分補給も十分でなく、管理職の監視下におい
ての火山灰の除去作業は懲罰的目的を持って行われたものとして不法行為の成
立を肯定した。これに対して、最高裁は、火山灰除去作業も本務に必要な付随
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53） 最２小判平5・6・11判例時報（以下判時と記す）1466号151頁。
54） 最２小判平8・2・23労判690号12頁。
55） 鹿児島地判昭63・6・27労働関係民事裁判例集（以下労民集と記す）39巻2・3号
216頁。
56） 福岡高裁宮崎支判平元・9・18労民集40巻4・5号505頁。
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的業務であり、その作業内容、作業方法等からしても、社会通念上相当な程度
を超える過酷な業務に当たるものとはいえず、…これが殊更に原告（控訴人・
上告人）に対して不利益を課するという違法、不当な目的でされたものとは認
められないと判示し、原審の判断を覆している。57）他方、後者の事件では作
業服に組合のマーク入りのベルトを着用して就労していた職員（組合員）に対
して、上司が就業規則違反を理由に取外しを命じたが、同人がこれを拒否した
ことから、教育訓練として就業規則を一字一句違わず書き写すほか、感想文の
作成、書き写した就業規則の読み上げを命じた業務命令の効力が争われた。一
審58）は、本件ベルトの着用はリボン、ワッペンのように「他に何らかの主義
主張を表示しているもの」ではなく、国労組合員であることを表示する機能も
組合バッジ等に比し高いとはいえず職場規律への影響が少ない、として就業規
則に抵触しない旨判示した。控訴審59）では、裁判所は、本件ベルト着用の就
業規則違反の程度は軽微であること、就業規則の全文書写しは、肉体的、精神
的苦痛を与えるものであり、合理的、教育的意義を認め難く、必要性も見出し
難く、原告（被控訴人）の人格をいたずらに傷つけ、また、その健康状態への
配慮も怠ったこと、勤務時間中に事務室内で長時間にわたり行われたことなど
から、その教育訓練は懲罰的目的からなされたものと推認せざるを得ず、その
目的においても具体的態様においても不当であって被控訴人（原告職員）に故
なく肉体的、精神的苦痛を与えてその人格を侵害するもので、教育訓練につい
ての裁量を逸脱、濫用した違法なものであり、不法行為を構成すると判示した。
ちなみに、最高裁も、これをそのまま維持している。
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57） ちなみに、同種の事案として神奈川中央交通（大和営業所）事件（横浜地判平11・
9・21労判771号32頁）がある。そこでは、駐車中の乗用車と接触事故を起こしたバ
ス運転手に対して、約1か月間、下車勤務として上司が炎天下での営業所構内の草む
しり作業を命じ、さらに乗務復帰後も1か月以上添乗業務を命じた業務命令の効力が
争われた。裁判所は、構内の除草作業は下車勤務の勤務内容の一つであることを認め
たものの、多数ある下車勤務の中から最も過酷な作業である炎天下の除草作業のみを
選択したこと等の事情からすれば、本件業務命令は懲罰的な色彩が強く、乗務復帰後
に安全な運転をさせるための手段としては不適切であるとして、本件の業務命令を発
した営業所長並びに使用者たる会社に対し、60万円の慰謝料支払いを命じている。
58） 秋田地判平2・12・14労判690号23頁。
59） 仙台高裁秋田支判平4・12・25労判69号13頁。
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それから、Ｕ福祉会事件60）では、社会福祉法人に勤務する職員が所属組合
を脱退して、新たに地域ユニオンに加入したことについて、他の職員らが、職
員会議において同人を非難、糾弾する発言（「残念なことに綱領は認められな
いという職員が出ました」「綱領を否定することは、施設の管理職として、事
業に責任を持つ所長として、仲間たちに責任を持つ者として、認めることはで
きない」等）がなされたことから、当該職員が心因反応にり患した上、ＰＴ
SDを発症したという事案において、職員会議に参加した職員らを誘導・先導
し、施設の職員の多くが、同人を非難する内容の発言をしたものであり、その
結果、精神的疾患に罹患し、休職を余儀なくされたものであって、本件発言内
容等に照らせば被告職員らの行為は正当な言論活動の範囲を逸脱するもので、
違法に原告の人格権を侵害したものというべきであるとして、法人と連帯して
慰謝料の支払いが肯定されている。さらに、同種の事案として日本老人福祉財
団事件61）でも、組合委員長であった福祉施設の職員に対して施設側が業務か
ら外したこと、個人的に付き合うこと、昼食を共にすることを禁止したこと、
さらに当該職員の能力を無視して業務上の必要性の認められない英文レポート
の翻訳を命じたりしたことが嫌がらせに当たるとして不法行為の成立が肯定さ
れ、慰謝料の支払いが命じられている。
2）出産休暇・有給休暇の取得に対する措置
上記のほか、労働基準法等で保障された権利（たとえば出産休暇等）を労働
者が行使したことに対する会社（使用者）の措置が、懲罰的・報復的な意図・
目的を有したいじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントに当たるのではないか
として問題となることがある。たとえば、高校教諭に対して、学校側が、それ
まで担当していた学科の授業、クラス担任等一切の仕事を外した上、なんらの
仕事も与えないまま4年半にわたって別室に隔離し、さらに7年近くにわたっ
て自宅研修を命じ、年末一時金も支払わないなどの不利益を与えたことの適否
が争われた松蔭学園事件62）がある。そこでは、学校側が当該教諭に対し、仕
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60） 名古屋地判平17・4・27労判895号24頁。
61） 東京地判平13・3・16労判805号144頁。
62） 東京高判平5・11・12労判1430号125頁。
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事外し、職員室内隔離、自宅研修という過酷な処遇を行い、さらには賃金等の
差別をしてきた原因は、同人が二度にわたって出産休暇をとったこと及びその
後の態度が気にくわないという多分に感情的な校長の嫌悪感に端を発し、その
後些細なことについての行き違いから、学校側が感情に走った行動に出て、執
拗とも思えるほど始末書の提出を同人に要求し続け、これに同人が応じなかっ
たため依怙地になったことにあると認められ、それは被告の言動あるいは業務
命令を正当づける理由とはならず、業務命令権の濫用として違法、無効とされ
ている。また、日能研関西ほか事件63）では、メールによる有給休暇の取得を
妨害するような上司の言動（「今月末にはリフレッシュ休暇を取る上に、6月6
日まで有給を取るのでは、非常に心証が悪いと思いますが、どうしても取らな
いといけない理由があるのでしょうか」「こんなに休んで仕事がまわるなら、
会社にとって必要ない人間じゃないのかと、必ず上はそう言うよ。その時、僕
は否定しないよ」「そんなに仕事が足りないなら、仕事をあげるから、6日に
出社して仕事をしてくれ」等）について、かかる言動は、その地位を利用して
有給休暇の取得申請を取り下げるよう強要したものであり、違法と判断されて
いる。それから、少々、興味ある事案として公益通報に関連したトナミ運輸事
件64）ならびに千葉県がんセンター事件65）がある。前者では、従業員が会社の
ヤミカルテル等を新聞社に内部告発したことに対し、会社が取った報復的措置
（20年以上個室席に配置、研修生等の送迎等の雑務、昇格なし等の措置）が争
われた。裁判所は、本件内部告発を正当な行為として法的保護に値するとした
上、これに対する前記報復的措置は人事権の裁量の範囲を逸脱するものとして、
不法行為責任及び債務不履行責任のいずれについても損害賠償責任を肯定し
た。後者では、医療機関において手術前診療や手術麻酔を担当していた医師
（正規職員）が、所属する部署内の不正行為を直属の上司ではなくセンター長
に対して内部告発をしたことに対し上司から報復的行為を受けたことから退職
を余儀なくされたとして、国家賠償法又は民法上の不法行為（使用者責任）を
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63） 大阪高判平24・4・6・労判1055号28頁。
64） 富山地判平17・2・23労判891号12頁。
65） 東京高判平26・5・21労経速2217号3頁。
─────────────────────
理由とする慰謝料の支払いを求めた。1審判決66）は、国家賠償法に基づく責
任を肯定した。高等裁判所は、本件内部告発に関して公益通報者保護法下での
「公益性」にふれることなく、職場のパワー・ハラスメントの有無の観点から、
「過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を
命じたり、仕事を与えない）」に関する行為類型事案としての法律構成から、
職場のパワー・ハラスメントとしての公権力行使の違法性を肯定している。
３）思想信条等による活動に対する措置
さらに、会社（使用者）が、労働者の思想信条等を理由に職場からの排除を
目的としたり、労働者の正当な権利行使を嫌悪したりする中で行われる措置
（言動）が、とりわけいじめ・嫌がらせとの関係で問題となることがある。た
とえば、前者の例として東京電力事件67）がある。そこでは、労働者の思想信
条（共産党員あるいはその同調者であること）を嫌悪し、賃金や昇給に関する
差別的取扱いのほか、職場外に排除しようとして、職場で孤立化させ、また尾
行したり、ロッカーを勝手に開けて私物の写真を撮影したりした会社の措置が
問題になったが、結果として会社（使用者）側の右措置に違法性が認められて
いる。68）その他、いささか珍しい事案として、平安閣事件69）を指摘できる。
そこでは、訴訟で敗訴した会社（使用者）が、職場復帰した労働者に対して就
労は認めたものの、従来の職務とは大きく異なる草取り、ガラス拭き、床磨き
等の雑務に従事させたことの適否が争われた。裁判所は、前示行為は控訴人
（会社）において故意に本来予定されていない業務を被控訴人らに命じたもの
であって、このような就労命令はとうてい正常な人事管理権の行使とはいえず、
被控訴人らの予定された業務の範囲を超えて著しく苦痛を与えるものであり、
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66） 千葉地判平25・12・11判時2211号107頁。
67） 代表例として、東京電力（千葉）事件（千葉地判平6・5・23労判661号22頁）があ
る。ちなみに、東京電力事件に関しては、他にも群馬をはじめ長野、前橋、甲府そし
て神奈川でも同種の紛争事案が提起されている。
68） 同様に、関西電力事件（最3小判平7・9・5労判680号28頁）でも、現実に企業秩
序を破壊し、混乱させる恐れが認められないにもかかわらず、会社の方針として共産
党員又はその同調者であることのみを理由に、職制等を通して監視、尾行させ、職場
で孤立化させ、私物を撮影したりした行為が不法行為とされている。
69） 東京高判昭62・3・25労判506号15頁。
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不法行為に該当するとして、結論において1審判決70）を支持している。この
ような事案は、本件訴訟提起の当時は、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハ
ラスメントをめぐる問題としての認識はなかったものと思われるが、今日の状
況からは違った視点からの評価と議論が可能であろう。
VII 職場のパワー・ハラスメントの行為類型
上述のところでは、誰が職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントを
行ったかという「行為の主体」から職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラス
メントをめぐる裁判例を概観してきた。次には、「どのような言動が職場のい
じめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントになり得るか」という「行為の類型」
から関連の裁判例を概観しておきたい。
１　問題の所在と検討の視角
これまでたびたび取り上げてきた厚労省のワーキング・グループ報告は、職
場のパワー・ハラスメントに該当する行為類型の代表例として、６つの類型、
すなわち①身体的な攻撃（暴行・傷害）、②精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・
侮辱・ひどい暴言）、③人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）、④
過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨
害）、⑤過小な要求（業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低
い仕事を命じることや仕事を与えないこと）、⑥個の侵害（私的なことに過度
に立ち入ること）を例示している。思うに、このような類型化は、職場におい
てどのような言動がいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントになり得るかに
ついて、企業・職場内のみならず、社会全般に共通の認識や理解を深めること
に役立つという意味では有益であろう。しかし、法理上は必ずしも有意味なも
のとは思えず、またワーキング・グループ報告自体でも確認されているように、
実務上もそれらはあくまでも例示的なものにとどまり、職場でのいじめ・嫌が
らせ、パワー・ハラスメントが常に上記6つの行為類型に限定されて行われる
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70） 静岡地判昭61・7・4労判506号18頁。
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わけでもない。その他にも、結果的に職場でのいじめ・嫌がらせやパワー・ハ
ラスメントと評価される行為類型はあり得る。71）さらに付言すると、一つの
紛争事案において上記行為類型のうちの特定の言動だけが限定的に行われるわ
けでもなく、実際には一つの紛争事案において上記行為類型の複数に該当する
言動が同時並行的に行われることが少なくなく、むしろ通例であるといってよ
い。また、仮にワーキング・グループ報告が例示した行為類型の一つに外形的
に該当したとしても、法的評価の観点からは結果として違法性が否定される場
合もある。なぜなら、これまで繰り返し述べたようにいじめ・嫌がらせやパワ
ー・ハラスメントの行為類型に該当するか否か（いわゆる構成要件該当性）と
当該行為が違法性を有するか（違法性評価）は、法理上、別問題といえるから
である。とはいえ、こうした諸事情に留意しつつ、職場のパワー・ハラスメン
トをめぐる紛争事案において、実際にどのような言動がいじめ・嫌がらせ、パ
ワー・ハラスメントに該当し得るかについて、基本的な理解というか認識を共
有しておくことは紛争の予防的観点からも有益であると思われる。そこで、以
下ではワーキング・グループ報告による職場のパワー・ハラスメントの類型化
に即しつつ、これまでの主要裁判例を概観しておきたい。72）なお、以下の行
為類型の分類は、基本的に個々の具体的な紛争事案の中で主要な問題となった
言動を中心に分類しており、また紹介する裁判例も関係するすべてのものでは
ないことをあらかじめお断りしておく。
さらに、認識しておくべき重要な留意点がある。すなわち、これまでの先行
研究等において職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントに関する裁判
例として紹介された紛争事案の中には、たとえば上司による業務上の注意、指
導や叱責等との関連で単発的に行われた行為（たとえば頭や背中などを一回ほ
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71） 同旨の発言として、野口大「メンタルヘルス・パワハラ・セクハラに関する紛争の
傾向とその予防策」労働開発研究会報2566号20頁以下も参照。
72） こうした観点から、従前の裁判例を分析・検討した有益な文献として、浅野毅彦
「職場のいじめ嫌がらせパワー・ハラスメントの裁判例の検討」労旬1776号6頁がある。
またその他にも（財）21世紀職業財団「（増補版）わかりやすいパワー・ハラスメン
ト（裁判例集）」がある。さらに、最近の文献として岩出誠「労働法実務体系」（民事
法研究会・2016年）412頁以下も参照されたい。本稿での考察も、基本的にこれらの
文献に負うところが多い。
─────────────────────
ど叩いたりした行為）等もいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの紛争事
案として紹介されている。しかしながら、そうした行為は当然には許されない
行為で個別的には暴行・傷害等の違法行為にはなり得ることはあっても、本稿
で考察の対象としている職場のいじめ・嫌がらせ、とりわけ職場のパワー・ハ
ラスメントに該当し得る行為とはいささか行為の態様や形態を異にするものと
考える。すなわち、職場でのいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントという
概念で想定される行為は、それが行為の主体や態様・形態を問わず、基本的に
は単発的ではなく、ある程度継続して繰り返されることにより、その被害者に
対し肉体的、精神的苦痛その他の不利益を与えるような言動を対象としている
のではないだろうか。ともあれ、ここでは問題提起にとどめることとして、従
前、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛争事案として
紹介された裁判例を取り上げていく。
2　職場のパワー・ハラスメントの行為類型 
（１）暴行・傷害（身体的な攻撃）
まず、前掲ワーキング・グループ報告により類型化された行為のうち、①暴
行・傷害が主要な問題となった紛争事案を取り上げる。当然のことながら、問
題の行為が暴行・傷害にあたると判断された場合には、たとえそうした行為が
業務遂行に関係して行われたとしても、また一回限りの行為として行われたと
しても、いずれも違法な行為として不法行為の成立が肯定されている。たとえ
ば、ヨドバシカメラほか事件73）がある。そこでは、派遣で働く労働者に対し
て、派遣元企業の従業員らが接客訓練中に販売促進用のポスターを丸めた紙筒
用のものやクリップボードで頭部を数十回ほど強く殴打したこと、また派遣先
の家電販売店の従業員からも仕事上のミスについて大腿部を数回強く蹴られた
り、無断欠勤について足や膝で蹴られたりした行為について、各行為者とその
使用者らに対して不法行為を理由の損害賠償が請求された。裁判所は、いずれ
の行為についても各行為者の不法行為責任を肯定するとともに、派遣元の使用
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者責任を肯定している（ちなみに、派遣先の使用者については、使用者責任及
び安全配慮義務違反は認めなかった）。次に、ファーストリテイリング（ユニ
クロ店舗）事件74）がある。事案は、ユニクロ店に店長代行として勤務してい
た従業員が、「店舗運営日誌」に「店長へ」と題して、同人の仕事上の不備を
指摘する記載をしたことに対し、店長が同人を呼び説明を求める中で、同人の
説明や態度に激昂して、胸倉を掴み、その背部を板壁に3回ほど打ちつけたう
え、側にあったロッカーに同人の頭部や背部を打ち付けたり、顔面に頭突きを
加えたりした行為等が問題となったものである。裁判所は、本件での各行為に
つき暴行・傷害の違法性を認め不法行為の成立を肯定した。ちなみに、控訴
審75）もこの判断を支持している。また、東京都ほか（警視庁海技職員）事件76）
では、海技職員として採用され、警備艇の乗務に配置された職員に対して、上
司や同僚らが職場からの排除を目的に行った暴行による負傷の行為等が、退職
の強要及び嫌がらせの不法行為を構成するとして、使用者たる東京都の損害賠
償責任が肯定されている。77）さらに、前述した日本ファンド（パワハラ）事
件78）でも、消費者金融会社に勤務していた従業員3名に対して、事務所の席
替えの際に作業が終わるのを待っていた従業員（前記3名のうちの1人）に対
し、上司が背中を殴打したり、面談中に叱責しながら膝を足の裏で蹴ったりし
た行為、ならびに喫煙者の従業員（前記3名のうちの2名）に対し、12月から
翌年6月までの期間、継続的に扇風機の風を直接に当て続けた行為等が問題と
なったが、裁判所は、いずれの行為についても不法行為の成立を肯定している。
とりわけ、扇風機の風当て行為については、嫌がらせの目的をもって長期間に
わたり執拗に原告従業員らの身体に著しい不快感を与え続け、それを受忍する
ことを余儀なくされた原告従業員らに対し著しく大きな精神的苦痛を与えたも
のというべきであるとして違法性を認めていることが注目される。
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75） 名古屋高判平20・1・29労判967号62頁。
76） 東京地判平20・11・26労判981号91頁。
77） 控訴審（東京高判平22・121労判1001号5頁）は、不法行為の成立に限定して認容。
78） 前掲注45）の事件（東京地判平22・7・27労判1016号35頁）。
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１）特に、職場での暴行等と被害者の精神疾患・自殺について
職場での上司らによる暴行等のパワー・ハラスメントについては、特にこう
した行為を繰り返し受けたことにより、その被害者が精神疾患を発症し、自殺
したことに係る損害賠償が請求される事案が少なくない。既に紹介した川崎市
水道局事件判決79）や誠昇会北本共済病院事件判決80）等がその代表例であるが、
以下ではそれ以外の同様の裁判例を紹介しておく。はじめに、国（護衛艦たち
かぜ［海上自衛隊員暴行・恐喝］）事件81）では、海上自衛隊の１等海士であっ
た自衛官が上司から暴行、恐喝を受けたことにより自殺したことから、その遺
族が、自殺は上司のいじめが原因であるとして、当該上司と国を相手に損害賠
償を請求した。本件において、被告となった上司は勤務時間内外にわたって
「指導」と称して怒鳴りつけたり、暴行したりする粗暴な行動をとっていた。
裁判所は、国家賠償法（以下国賠法とも記す）により、公務員が行った職務遂
行及びそれに関連して行った暴行等は国のみが責任を負うことになるとしたう
えで、国賠法に基づく責任が生じる加害行為は、職務行為自体である場合のほ
か、職務遂行の手段としてなされた場合や職務の内容と密接に関連し職務行為
に付随してなされる行為も含まれ、客観的、外形的にみて加害公務員の行為が
社会通念上職務の範囲に属するとみられる場合を含むと説示しつつ、本件被告
は被害公務員の上司には当たらないから同人に対する指導、教育の権限を有し
ないが、先輩隊員として指導的立場にあり、日常の業務の中で後輩隊員の業務
の指導をすることは同人の職務に付随して行われることが許されていたと認め
られるから、本件の暴行については被害公務員の業務上の行動について被告が
不満を抱いた結果行われたものであり、客観的、外形的にみて被告の職務の内
容と密接に関連し職務行為に付随してなされたものといえ、これについて国は
国賠法上の責任を免れないと判示した。
さらに、メイコウアドヴァンス事件82）がある。事案は、社長らによるパワ
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79） 前掲注35）の事件（横浜地裁川崎支判平16・6・27労判833号61頁）。
80） 前掲注34）の事件（さいたま地判平16・9・24労判883号38頁）。
81） 横浜地判平23・11・26労判1023号5頁。
82） 名古屋地判平26・1・15労判1096号76頁。
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ー・ハラスメントで精神疾患を発症し、自殺した従業員の遺族がパワー・ハラ
スメントによる精神疾患と自殺との間には因果関係（業務起因性）があるとし
て、加害行為者ならびに会社に対して損害賠償を求めたものである。本件にお
いて、裁判所は、代表取締役らが、死亡した従業員の仕事上のミスに対して、
汚い言葉で大声で怒鳴ったりするとともに、同人の頭を叩いたり、殴ったり、
蹴ったりした行為はパワー・ハラスメントであり、当該従業員の仕事上のミス
に対する叱責の域を超えて、同人を威圧し激しい不安に陥れたものと認められ、
不法行為に該当すると評価するのが相当としている。それから、公立八鹿病院
組合ほか事件83）を指摘できる。本件は、病院の勤務医の自殺につき、過重勤
務とともに上司らによるパワー・ハラスメントが原因として、その遺族である
両親が元上司らと病院を相手に損害賠償を求めた事案である。パワー・ハラス
メントとして問題とされたのは、在職当時上司であった2名の医師による暴力
（患者や看護師ら面前で拳骨で頭を殴る）や暴言（「お前」呼ばわりする、手術
中に「田舎の病院だと思ってなめとるのか」）に関してであった。かかる言動
について、裁判所は、当該上司らの個々の指導や叱責は、それだけを個々に取
り出せば社会通念上許容される限度を超えるものではなかったともいい得ると
ころであるが、自殺した医師を「お前」と呼んだり、患者の前で注意を続ける
といった穏当さを欠き、適切と言い難い言動を多分に含むものであって、これ
らの継続により亡医師をして一層委縮させ、上司らに質問することなどを控え
させる結果を生じていたものと認められるとして責任を肯定している。
さらに、サン・チャレンジほか事件84）では、ステーキ店等飲食チェーン店
の店長として勤務していた従業員について、長時間の勤務に加えて、複数店を
統括する上司から恒常的に「使えない」等の暴言や「しゃもじで殴られる」等
の暴行を受け、これらにより強い心理的負荷がかかり自殺したとして、その遺
族（両親）が上司と運営会社に対し損害賠償を求めた。裁判所は、本件では社
会通念上相当と認められる限度を明らかに超える暴言、暴行、嫌がらせ等のパ
ワー・ハラスメントを行っていたというべきであり、これにより生じた損害に
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83） 鳥取地裁米子支判平26・5・26労判1099号34頁。
84） 東京地判平26・11・4労判1109号34頁。
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ついて不法行為に基づく損害賠償責任を負うというべきであると判示した。
（２）脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言等（精神的な攻撃）
次に、職場での上司らによる部下への発言（特に、前述したように外観上は
業務上の注意、指導や叱責等として行われた発言）が、名誉毀損や侮辱・ひど
い暴言等に当たるか否かが主要な問題となった紛争事案を紹介する。職場のい
じめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛争事案としても最も多くみ
られる事案であり、また業務の遂行過程において行われることが多いことも特
徴的である。思うに、こうした発言は、基本的には業務遂行上の注意、指導や
叱責等との関係においても必要な行為と評価することは困難であろう。ただ、
他方では日々の業務を円滑・効率的に遂行していくためには時として上司によ
る厳しい注意や指導、叱責等が必要な場合もあり得ることから、実際上も法理
上も適法、違法の区別をどのような基準・範囲で線引きするか、非常に判断が
難しいことが少なくない。以下、代表的裁判例を概観しておく。
１）脅迫・名誉毀損
まず、やや古いところではクレジット債権管理組合事件85）がある。そこで
は、さしたる根拠もないのに憶測に基づき、元取締役の横領行為に関与し利益
を得たのではと強く疑い、他の従業員の面前において名指しで「お前やっただ
ろ」等、横領行為の共犯者であるかの発言を行い、不正行為への加担を前提と
する自宅待機命令、出勤停止処分等により、結局、原告従業員らに退職を余儀
なくさせるに至った発言につき、名誉毀損・侮辱を認め、慰謝料等の請求が認
められている。
２）いびり・からかい・叱責等と被害者の自殺
また、前述した暴行等の継続による被害者の自殺と同様に、いびりやからか
い等が繰り返されることにより、その被害者が自殺等に至るケースも存在する。
その代表的裁判例として、既述の川崎市水道局（いじめ自殺）事件86）がある。
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86） 前掲注25）の事件（横浜地裁川崎支判平14・6・27労判833号61頁）。
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紛争の基本的な事実関係についても既に説明したところであるが、無口で大人
しく、勤務態度もまじめで評価も最高であった職員に対し、職場の上司らが
「何であんなのがＡ評価なんだよ」「何であんなのがここに来たんだよ」等の陰
口を言ったり、やや太り気味の同人に対し「ハルマゲドンが来た」「とんでも
ないのが来た。最初に断ればよかった」等の暴言や、また同人が外回りから帰
ってきて上気していたり、からかわれて赤面しているときに「酒を飲んでいる
な」「顔が赤くなってきた。そろそろ泣き出すぞ」などと嘲笑されたりしたこ
とから、遺書を残して自殺するに至ったことについて、遺族が上記の言動をい
じめであるとし自殺との因果関係を主張して、上司らと市当局を相手に不法行
為や安全配慮義務違反を理由に損害賠償を求めた。裁判所は、上司らによる上
記一連の言動につき、執拗に陰口、悪口、からかいを繰り返した「職場いじめ」
として不法行為の成立を認めるとともに、当該言動と自殺との間の相当因果関
係を肯定し、市の責任も肯定している。87）さらに、同種の事案として、繰り
返し言及した誠昇会北本共済病院事件88）がある。そこでは、准看護師として
病院に勤務しつつ、さらに病院から奨学金を得て高等看護専門学校に通学して
いた者について、先輩の准看護師らが勤務時間後も遊びに突き合わせ、自身の
仕事が終了するまで帰宅を許さなかったり、家の掃除、車の洗車等の家事を使
用したり、パチンコ店への送迎や馬券購入をさせるなどの私用の強要、仕事中
に何かあると「死ねよ」「殺す」等の言動を継続して受けたことから自殺に至
ったことについて、遺族（両親）からいじめの中心であった看護師とその使用
者である病院に対して損害賠償を請求した。裁判所は、先輩看護師らによる上
記一連の言動につき、被告先輩看護師は、自ら又は他の男性看護師を通じて、
自殺した準看護師に対し、冷やかし・からかい、嘲笑・悪口、他人の前で恥
辱・屈辱を与える、たたく等の暴力等の違法な本件いじめを行ったものと認め
られるから、民法709条に基づき、本件いじめによって自殺した準看護師が被
った損害を賠償する不法行為責任があると判断している。そのほか、暁産業ほ
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88） 前掲注34）の事件（さいたま地判平16・9・24労判883号38頁）。
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か事件89）でも、高卒新入社員の仕事上のミスに対する上司の発言等が叱責の
域を超えて、人格を否定し威圧するものであり、これらの言葉が経験豊かな上
司から入社後1年も満たない者に対してなされたことを考えると典型的なパワ
ー・ハラスメントと言わざるを得ず、不法行為に当たると判断されている。ち
なみに、岡山県貨物運送事件90）も同種の事案であり、そこでも長時間の勤務
状況に加えて、ミスを繰り返し、その都度上司から繰り返し叱責を受けていた
新卒社員の自殺について、遺族（両親）から、右自殺は長時間勤務といった過
重労働のほか、上司による度重なる叱責や暴言等による精神障害を原因とする
ものであり、自殺と業務との間には相当因果関係（業務起因性）があるとして、
当該上司個人の不法行為責任とその使用者である会社の不法行為又は安全配慮
義務違反を根拠に損害賠償が請求された。本件一審91）は、上司個人の不法行
為責任は否定し、使用者たる会社の不法行為責任を一部肯定した。本件控訴審
判決は、長時間勤務とともに、上司による繰り返しの叱責や暴言等が相当程度
の肉体的、心理的負荷となり、精神障害を発症させる原因となったとして、自
殺と業務との因果関係を認めた。その上で、上司個人の不法行為を肯定し、他
方、使用者については不法行為ではなく、使用者責任のみを肯定するにとどま
った。ただ、本件では前述した上司による叱責や暴言等につき、いじめ・嫌が
らせあるいはパワー・ハラスメントの観点からの認定はされていない。その他、
同種の事案として、前田道路事件92）や横河電機事件93）等がある。前者の事案
では、上司による部下の業務の成果について否定的な発言したこと等は、同人
の人格批判や名誉毀損に及ぶものではなく、業務上の指示・指導の範囲を逸脱
したものということはできないとして、控訴人側によるパワー・ハラスメント
に係る請求を否定している。ちなみに本件では、部下の労働者が架空出来高を
計上する不正経理を行っており、前記上司による言動はかかる不正経理につい
ての是正などを目的に行われたものとの評価が可能であったことから、当該部
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89） 福井地判平26・11・28労判1110号34頁。
90） 仙台高判平26・6・27労判1100号26頁。
91） 仙台地判平25・6・25労判1879号49頁。
92） 高松高判平21・4・23労判990号134頁。
93） 東京高判平25・11・27労判1091号42頁。
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下の行為の重大性との関連で違法性が否定されたとの見方も可能である事案と
いえる。同様に、後者の事件でも、営業所長がうつ病にり患して自殺したこと
について、上司らの指示・叱責は同署長が行った不正経理の解消などのための
もので、正当な業務の範囲内にあり違法とはいえず、上記うつ病罹患を認識し
ていた者が社内におらず、自殺に至ることについて会社に予見可能性はなく、
安全配慮義務違反はないとされている。
３）メールや携帯の留守電による暴言や侮辱的発言等
ところで、職場で上司が部下に対して行う暴言や名誉毀損さらには脅迫に当
たり得るような言動は、直接対面しての発言等に限られない。それらは、時と
して電話であったり、さらには携帯メールやライン等により行われる場合もあ
る。三井住友海上火災保険上司（損害賠償）事件94）では、上司が部下に対し
て「意欲がない。やる気がないなら会社を辞めるべきだと思います。当ＳＣに
とっても、会社にとっても損失そのものです。あなたの給料で業務職が何人雇
えると思いますか。あなたの仕事なら業務職でも数倍の業績を上げていますよ」
と記したメールを本人と職場の同僚に送信した言動が問題となった。これにつ
いて、1審判決 95）は、名誉毀損あるいはパワー・ハラスメントにあたらず、
不法行為にも該当しないと判断した。しかし、控訴審判決では、本件メールの
送信は職場の上司である被控訴人が控訴人である部下の地位に見合った処理件
数を達成するよう叱咤激励するもので、その目的は是認できパワー・ハラスメ
ントの意図があったとまでは認められないと説示しつつも、本件メールの内容
は人の気持ちを逆なでする侮辱的言辞と受け取られても仕方のない記載等の部
分とも相まって、控訴人の名誉感情をいたずらに毀損するものであることは明
らかであり、メール送信の目的が正当であったとしても、その表現において許
容限度を超え、著しく相当性を欠き不法行為を構成すると判示されている。ま
た、ザ・ウインザー・ホテルズインターナショナル（自然退職）事件がある。96）
本件は、休職期間の満了により自然退職扱いされた労働者が元上司と会社を相
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94） 前掲注39）の事件（東京高判平17・4・20労判914号82頁）。
95） 東京地判平16・12・1労判914号86頁。
96） 前掲注23）の事件（東京地判平24・3・9労判1050号68頁）。
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手に不法行為や使用者責任あるいは債務不履行責任を理由に損害賠償を請求し
たものである。職場のパワー・ハラスメント問題との関係では、直行・直帰の
原則禁止の下、直帰した労働者に対して2度にわたり携帯電話をかけ、その留
守電に「私、怒りました」「明日私は…辞表をあの出しますので…それでやっ
て下さい」など怒りをあらわにする録音をしたり、また打ち合わせのための日
程調整をめぐって発生したトラブルの中で、元上司が怒りを抑えきれなくなり、
労働者の携帯に電話し「辞めろ！辞表を出せ。ぶっ殺すぞ、お前」等の内容を
録音した言動が問題とされた。この点に関して、裁判所は、これらの行為は労
働者の人格的利益を侵害するものとして不法行為の成立を肯定している。
その他、ヴィナリウス事件97）では、過去にうつ病を罹患した従業員の仕事
振りについて、上司の部長が、他の従業員がいる前で「ばかやろう」などと怒
鳴ったり、「三浪してＤ大に入ったにもかかわらず、そんなことしかできない
のか」「結局、大学を出ても何にもならないんだな」などと罵ったり、さらに
は勤務中の居眠りについて部長から注意を受けた際に通院中であり、薬を飲ん
でいるせいかもしれないと答えたのに対して、「お前はちょっと異常だから、
医者にでも行って見てもらってこい」と言われたり、病院での診断書を部長に
提示したところ「うつ病みたいな辛気臭いやつは、うちの会社にはいらん。う
ちの会社は明るいことをモットーにしている会社なので、そんな辛気臭いやつ
はいらないし、お前が採用されたことによって、採用されなかった人間という
のも発生しているんだ。会社にどれだけ迷惑をかけているのかわかっているの
か。お前みたいなやつはもう首だ」などと30分ぐらいにわたり罵声を浴びせ
たりした言動が問題となった。裁判所は、部長による上記一連の発言は、単な
る業務指導の域を超えて、原告の人格を否定し、侮辱する域にまで達している
といえ、パワー・ハラスメントとして悪質といえ、不法行為と評価されてもや
むを得ないものと判断した。
成城法学85号（2017）
254
97） 前掲注27）の事件（東京地判21・1・16労判988号91頁）。
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（３）隔離・仲間外し・無視（人間的な関係からの切り離し）
こうした類型に該当し得る事案としては、既に「行為主体」の観点から職場
のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる裁判例を概観したところ
で紹介したように、その多くが会社（使用者）の指示や方針に従わなかった労
働者に対する報復的、懲罰的な措置の結果として紛争が生じるものが多い。た
とえば、既に紹介した裁判例であるが、二度にわたって産休をとった教諭に対
して、それまで担当していた学科の授業、クラス担任等一切の仕事を外された
上、何らの仕事も与えられないまま4年半にわたって別室に隔離され、さらに
7年半にわたって自宅研修させられる等した松蔭学園事件98）が代表的である。
同様に、配転の打診を拒否した従業員に対して、1年ほど仕事をさせず、同僚
にも話をさせなかったネスレ日本事件99）があるが、その他にもエール・フラ
ンス事件100）を挙げることができる。右事件では、希望退職者募集の過程で、
管理職らが対象労働者に対して業務上の必要性のない統計作業への職務内容を
変更（配置換え）するとともに暴行を加えるなどして希望退職届を提出するよ
う強要した行為が問題にされた。裁判所は、当該措置は原告労働者を職場内で
孤立化させ、同人を退職に追い込むという不当な動機、目的の下に行われた仕
事差別であり、仕事を通じて自己の精神的・肉体的能力を発展させ、ひいては
人格を発展させる重要な可能性を奪うものであり、かつ、同人にことさら屈辱
感を与え、仕事に対する誇りと名誉等の人格権を侵害した違法行為であり、そ
れ自体が不法行為を構成するとした。また、国際信販事件101）は、直接的には
経営不振による事業廃止を理由に整理解雇の対象となった従業員が解雇の無効
を争った事案であるが、その過程で他の従業員からホワイトボードに「永久欠
番」と書かれたり、名前を消されたりしたほか、他の従業員らに背中を向ける
形での座席の移動を命じられたりする嫌がらせや孤立化を受けたりした。裁判
所は、本件解雇を解雇権の濫用として無効と判断するとともに、嫌がらせ・孤
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98） 前掲注62）の事件（東京高判平5・11・12判時1484号135頁）。
99） 前掲注46）の事件（神戸地判平6・11・4判タ886号224頁）。
100） 千葉地判平6・1・26労判647号11頁。
101） 東京地判平14・7・9労判836号104頁。
─────────────────────
立化については、過度の勤務状況に対する改善を申し出ていた原告に対し会社
は長期間にわたり、人員の補充等の適切な措置をとることなく、過重な勤務を
強いたことをはじめ、原告に対して約2か月間にわたり具体的な仕事を与えず、
また不合理な座席の移動を命じるなど繰り返し嫌がらせをしたことは、その経
緯に照らすと、原告を会社の中で孤立化させ退職を迫るための嫌がらせと言わ
ざるを得ないとして不法行為の成立を肯定している。さらに、厳密には職場の
パワー・ハラスメントに関する事案か否かの判断に迷うところであるが、豊中
市・とよなか男女共同参画推進財団事件102）では、男女共同参画推進センター
の非常勤館長に就任し、3度の契約更新後に雇い止めされ、また組織変更後の
常勤館長選考試験においても意図的に情報の遮断を受けたことについて、雇止
めの効力のほか、情報遮断の適法性などが問題とされた。1審判決103）は、本
件雇止め、ならびに情報の遮断について違法・無効を認めなかったが、控訴審
判決は雇止めを有効としたものの、情報遮断に関しては組織変更に伴う次期館
長候補の情報につき、何ら説明せずに新体制への移行にむけた働きかけをする
などした市らの動きは、事務職あるいは中立であるべき公務員の立場を超えた
ものであったといえ、控訴人（前館長）を次期館長には就かせないとの明確な
意図をもってなされたものと評価でき、控訴人の人格的利益を侵害するものと
して不法行為の成立を肯定している。さらに、アールエフ事件104）がある。そ
こでは、社長に対し異論を述べたりして折り合いの悪かった従業員ならびにそ
の同調者について、大阪支店から長野本社に異動させた上、社員集会を開催さ
せて、宿泊先や作業場所等について嫌がらせを指示し、従業員らに対して当該
労働者を無視すること、監視して言動を報告すること、威圧的・脅迫的な圧迫
を行わせたりすることにより退職を強要した行為が問題とされている。裁判所
は、本件社員集会は社長の主導により、社長の意を体した従業員らが退職強要
を行ったものであり、退職に追い込むために執拗に隔離及び監視を行い、嫌が
らせ的な業務内容を指示し、他の従業員をして威圧的かつ脅迫的な圧迫を加え
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102） 大阪高判平22・3・30労判1006号20頁。
103） 大阪地判平19・9・12労判1006号42頁。
104） 長野地判平24・12・21労判1071号26頁。
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させているなど、不当な差別的取扱いを行っているとして、不法行為の成立を
肯定した。
（４）業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害等
（過大な要求）
ネッスル事件105）では、職場内での複数組合間の対立の中で、会社と敵対す
る組合（第一組合）において組合専従から復帰した２名の組合員労働者に対し
て、会社が作業環境の悪い工場倉庫で原料のコーヒー豆を取り出した空の麻袋
にわずかに残ったコーヒー豆を拾い集める作業を命じたり、終日にわたり使用
済みのパンチ・カード等を利用してメモ用紙づくりや廃棄用金券を切り刻む作
業等を命じられたことについて、裁判所は、前者の作業につき工場全体として
の経済的効用がどこにあるのかもにわかに推し量りがたく、同人を他の従業員
から隔離する趣旨で隔離対策の一環として差別的取扱いに当たり、また後者に
ついても、会社による作業の必要性なる主張は些かこじつけであると認むべく、
その趣旨は他意にあったとみるのが自然であるとして、いずれもその必要性、
合理性を否定したうえで、その真意は会社と敵対関係にある組合員である原告
労働者らを敵視したことに由来するものと判断している。また、日本老人福祉
財団事件106）では、組合委員長であった福祉施設職員について、施設理事らが
同人を業務から排除し、同人の仕事や能力と関係なく英文レポートの翻訳を命
じたりしたことについて、裁判所は、二度にわたって命じられた英文レポート
の翻訳は業務上の必要性が認められず、また原告本人の能力や本来の担当業務
を無視して行われたもので、同人に対する嫌がらせであるとして不法行為の成
立を肯定している。その他、カネボウ化粧品販売事件107）では、参加義務のあ
る研修会で、事前に知らされていない中で販売目標個数未達成の罰ゲームとし
て、「ウサギの耳の形をしたカチューシャ」を含む「易者のコスチューム」の
着用を強要した上司の行為が問題とされた。裁判所は、仮に本件コスチューム
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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105） 神戸地判平9・4・25労旬1222号29頁。
106） 前掲注61）の事件（東京地判平13・3・16労判805号144頁）。
107） 大分地判平25・2・20労経速2181号3頁。
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の着用が任意であったとしても、原告がその場でこれを拒否することは非常に
困難な状況であり、また被告らが、後日別の研修会において、被告会社の業務
内容や研修会の趣旨と無関係にもかかわらず、原告の了解なくコスチュームを
着用した原告のスライドを投影した事実も認められるから、被告上司らの行為
は、もはや社会通念上正当な職務行為であるとは言えず、原告に心理的負荷を
過度に追わせる行為であり、不法行為に該当すると判断した。
（５）能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じたり、仕事を与えない
こと（過小な要求）
はじめに、バンク・オブ・アメリカイリノイ事件108）では、業務の合理化等
に協力しなかった管理職を降格させ、受付業務に配置換えしたことについて、
勤続33年に及び課長まで経験した者にふさわしい仕事ではなく、元管理職を
このような職務に就かせ、働き甲斐を失わせるとともに、行内外の人々の衆目
にさらし、違和感を抱かせ、やがて退職に追い込む意図をもってなされたもの
で銀行に許された裁量権を逸脱し不法行為を構成するとされている。また、ト
ナミ運輸事件109）では、ヤミカルテル等の内部告発をした従業員を別途個室に
配置し、極めて補助的な雑務をさせ、昇格も停止したことにつき嫌がらせの成
立を認めている。さらに、近年の事案としてJR西日本（森ノ宮電車区・日勤
教育等）事件110）がある。そこでは、直接的には少数組合の組合員らに対し電
車区の首席助役や区長らが日勤教育の一環として4日間にわたる車両の天井清
掃と3日間の除草作業を命じたことの適法・有効性が争われた。1審判決 111）
は、当該教育には業務上の必要性が認められず違法とした。控訴審判決も、こ
れを支持するとともに、他の1名についても同様の命令について業務上の必要
性を否定し、違法と判断している。日野市（病院副院長・降格）事件112）では、
病院の副院長であった者に対する「参事を命ずる」、「病院付属市民健康相談室
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108） 前掲注48）の事件（東京地判平7・12・4労判685号17頁）。
109） 富山地判平17・2・23労判891号12頁。
110） 大阪高判平21・5・28労判987号5頁。
111） 大阪地判平19・9・19労判959号120頁。
112） 東京地判平21・11・16労判998号45頁。
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勤務を命ずる」旨の処分を行ったことについて、裁判所は、本件処分はこれに
より給与及び職務内容について降格されたものといえ、また相談室は健康行政
の充実等を図るための施設ではなく、退職勧奨を拒否する原告副院長の処遇に
窮した被告病院側が当該副委員長の受け入れ先とするためだけに新設した形ば
かりのものである、として本件処分を裁量権の範囲を逸脱した違法・無効のも
のとした。同じく病院勤務に関する事案として、学校法人兵庫医科大学事件113）
がある。事案は、大学病院の耳鼻咽喉科に学内講師として患者の診察等の業務
に従事していた医師について、前教授の定年退職に際しての公募制の教授選に
前教授その他の了解や相談をすることなく立候補したことから、前教授及びそ
の後教授に選出された者から約10年間の長きにわたり、臨床や教育担当さら
には外部派遣の担当からも外されたことの適否が争われたものである。一審判
決114）は、原告に医師としての致命的な欠陥はみられず、たとえ赴任前に同人
の臨床に何らかの問題点があったとしても、その後の時間の経過とともに、あ
るいは臨床において適切な指導、注意を与えることによってその問題点が改善
されることもあり得たとして、本件処遇につき裁量権を逸脱した違法のものと
判断した。控訴審判決も、本件処遇を合理的な裁量の範囲を逸脱した違法な差
別的処遇というべきであるから、本件処遇によって受けた精神的苦痛について、
不法行為に基づく損害賠償責任を免れることはできないとしている。次に、オ
リンパス事件115）では、立場上、やむを得ず正当に行われた内部通報を問題と
し、上司が業務上の必要性とは無関係に、主として個人的な感情に基づき、制
裁的に配置転換を行い、その後、社外との接触禁止をはじめ、著しく達成困難
な業務目標を設定し、これを達成できないこと等を理由に著しい低査定をした
こと、顕微鏡に関する新人用テキストを読み込んで勉強する、そして時々上司
から確認テストを受けるといった状況に置かれたことについて、社外接触禁止
命令は、それ自体、新事業創成探索活動の実施方法を徒に制限し、ひいては業
務目標の達成を困難にするものといえ、新人用テキストの読み込み・勉強、確
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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113） 大阪高判平22・12・17労判1024号36頁。
114） 神戸地判平21・12・3労判1024号45頁。
115） 東京高判平23・8・31労判1035号2頁。
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認テストも、当該人にとっては顕微鏡又は品質保証についての基礎知識がない
ことから、新人同様の基礎知識を受ける以外にないこと、それにもかかわらず
そのことを揶揄するような「～君教育計画」などと題する書面を交付されるこ
とは、50歳となった同人に対する侮辱的な嫌がらせであり、不法行為法上も
違法というべきであるとされている。その他、学校法人明星学園（S高校）事
件116）では、私立学校の教員（教員で組織され、学校側と団体交渉拒否や未払
賃金等の問題を抱えていた組合の組合員でもあった）に対する「立ち番（最寄
駅から学校までの交通立ち番や入学式、学校説明会、入試等学校行事に関する
行事立ち番）」を命じ、これを行わせたことについて、被告学校側は、原告教
員らに本件立ち番の割り当てを他の教員よりも著しく多くしたもので、公平で
あると認めるべき事情もなく、また原告教員らから教育の出発地点というべき
生徒とのコミュニケーションの機会、業務遂行を通じての自己研鑽の機会、そ
の他教師の職責を果たす重要な機会を奪い適切な処遇を受ける地位も失わせる
など、原告教員らの教師としての誇り、情熱を大きく傷つけるとともに、組合
員である原告教員らを不利益に取り扱い、かつ、その団結権及び組合活動を侵
害するものであって、労働契約に基づく指揮監督の著しい逸脱・濫用に当たる
違法なものと判断されている。ちなみに、控訴審判決でも一審の判断が維持さ
れている。117）
（６）私的なことへの過度の立ち入り（個の侵害）
勤務時間中や勤務時間外において、業務とは直接の関係のない個人的、私的
な生活関係への干渉行為も、行き過ぎれば時として職場でのいじめや嫌がらせ、
パワー・ハラスメントとの関係で問題となり得る。この類型のパワー・ハラス
メントが問題になった代表的裁判例としては、既に繰り返し紹介した勤務時間
後も先輩職員の遊びや飲み会に無理やりつき合わされたり、個人的な幼児のた
めに車の送迎等を命じられたりした誠昇会北本共済病院事件118）がある。その
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116） 東京地裁川崎支判平24・10・3労判1071号63頁。
117） 東京高判平25・6・27労判1077号81頁。
118） 前掲注34）の事件（さいたま地判平16・9・24労判883号38頁）。
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他には、名古屋労基署長（中部電力）事件119）を挙げることができる。事案は、
直接的にはうつ病発症による心神耗弱の下での焼身自殺についての労災保険法
上の遺族補償年金及び葬祭料の支給請求の適否に関するものである。訴訟では
当該死亡と業務起因性との関係について業務の過重性とともに、上司の厳しい
指導（パワー・ハラスメントの有無）が問題となった。具体的には、上司が本
人に対し「主任失格」、「おまえなんか、いてもいなくても同じだ」などと感情
的に叱責し、また、結婚指輪を身に着けることが仕事に対する集中力低下の原
因になるという独自の見解に基づいて、同人に対してのみ、結婚指輪を外すよ
う命じたというものである。これについて、裁判所は、これらは何ら合理性の
ない、単なる厳しい指導の範疇を超えた、いわゆるパワー・ハラスメントとも
評価されるべきものであり、一般的に相当程度心理的負荷の強い出来事と評価
すべきであるとし、叱責や指輪を外すよう命じられたことは１回限りのもので
はなく、主任昇格後から本件死亡の直前まで継続して行われていたと認められ、
死亡に大きな心理的負荷を与えたことを認めている。さらに、コスモアークコ
ーポレーション事件120）がある。そこでは、財布の中身をチェックしたり、免
許証を取り上げて預かったりした行為等が問題とされた。その他、既述のサ
ン・チャレンジほか事件121）では、飲食店の店長であった者に対して、長時間
の過重労働に加え、上司から社会通念上相当と認められる限度を明らかに超え
る暴言や暴行を受けたほか、勤務時間外にカラオケや釣りに連れていかれたり、
職場の同僚であった女性との交際を辞めるよう命令されたりして、プライベー
トに対する干渉を受けたりしたことについて、パワー・ハラスメントを肯定し、
上記を原因とする同店長の自殺につき損害賠償請求が肯定されている。
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119） 名古屋高判平19・10・31労判954号31頁。
120） 大阪地判平25・6・6労判1082号81頁。
121） 前掲注84）の事件（東京地判平26・11・4労判1109号34頁）。
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VIII 職場のパワー・ハラスメントと法律問題
１　どのような法律問題が提起されるか？
（１）職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントと行政解決
職場のいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントが行われた場合、その被害
者が解決のために利用し得る制度的手段としては、企業・職場内に設けられた
りしている当事者による自主的解決の手続の利用122）や都道府県労働局あるい
は労働委員会等国や地方自治体の行政機関によるあっせん等を通じての紛争解
決援助の手続等がある。123）
（２）職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントと司法解決
こうした紛争解決の手続を利用せず、あるいは利用した場合にも被害者にと
って望ましい解決が得られなかったりした場合、被害者には、さらに裁判所で
の司法救済を求めるという方法が可能である。裁判所への訴訟提起により職場
のいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントに対する救済を求める場合、被害
者は誰を相手に法的責任を追及し、どのような内容の救済を求めることができ
るのかということが重要な法律問題となる。
１）加害者に対する法的責任追及
上記の論点については、まず加害者（いじめ・嫌がらせや、パワー・ハラス
メントの行為者）との関係では、問題の言動がたとえば暴力の行使や傷害、脅
迫等の行為を伴って行われたような場合、それぞれの行為について刑事上の責
任追及（刑208条、同204条、同222条等）が問題となり得る。それとともに、
民事上の責任追及としては不法行為に基づく損害賠償責任（民709条）が問題
となる。法的責任追及の方法としては、実際の紛争事案から見ても、こちらが
主要なものとなっている。
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122） ちなみに、職場のセクシュアル・ハラスメントの解決に関しては、均等法（15条）
には当事者による自主的解決の手続が用意されているところである。
123） 前者の解決手続に関しては「個別労働関係紛争の解決促進に関する法律」が、また
後者に関しては、特に同法20条等をその法的根拠として指摘することができよう。
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２）使用者に対する法的責任追及―企業責任
次に、職場のいじめ、嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる法的責任の
追及は、加害者たる直接の行為者に対してだけではなく、同人を雇用している
使用者（企業）との関係でも問題となり得る。具体的には、なによりも特殊不
法行為法上の責任として使用者責任（民法715条1項）が問われ得る。また、
使用者が上司や同僚等によるいじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントの存在
を探知できたにもかかわらず、これを認識せず放置したような場合には、直接、
使用者自身の不法行為責任（民709条）も問われることがあろう。さらには、
いじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの被害者から是正や救済が求められ
たにもかかわらず、使用者がこれを合理的理由なく放置し、積極的に是正措置
等を取らなかったような場合には、直接の行為者である加害者とならんで共同
不法行為（民法719条）の責任が問われる場合もあり得る。さらに加えて、使
用者には労働契約上の安全配慮義務や職場環境整備義務（労働契約上の信義則
や労働契約法5条）違反を理由の債務不履行責任（民法415条）に基づく損害
賠償責任も問われ得ることがある。
以上のほか、たとえば職場でいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの被
害を受けた労働者がうつ病等の精神疾患を発症したり、また不幸にして自殺に
至ったような場合においては、本人あるいはその両親等の遺族から労働災害に
係る請求、すなわち労災認定とそれに基づく保険給付の請求等も重要な法律問
題となり得る。以下では、もっぱら加害者ならびに使用者（企業）に対する損
害賠償責任問題を中心に、主要裁判例を概観しておくこととする。
２　職場のパワー・ハラスメントと不法行為の成否問題
（１）不法行為の成否と職場のパワー・ハラスメントの該当性判断について
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントを理由とする法的責任追及
の方法としては、先述のように加害者自身や使用者に対する不法行為法上の損
害賠償責任が問題となる、加えて使用者については労働契約違反（債務不履行）
を理由の損害賠償責任も重要な問題となり得る。
まず、加害者自身の不法行為責任（不法行為の成否判断）との関係で職場の
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パワー・ハラスメントが問題となる場合、既に言及したように裁判所は、一般
的には問題とされた当該言動が、そもそも「パワー・ハラスメント」に該当す
るか否かといった判断には格別のこだわりを見せていないように思われる。す
なわち、裁判所では、職場で行われた特定の言動について、その被害者により
パワー・ハラスメントを理由とした不法行為に基づく損害賠償責任が追及され
た場合、不法行為の成否判断に必要な前提要件といった観点から、「職場のパ
ワー・ハラスメント」の該当性を先行要件的に判断するというわけではなく、
もっぱら問題とされた当該言動を取り巻く個別、具体的な諸事情を総合勘案し
て「社会的許容の範囲を超えたか否か」の観点（上司等よる言動については、
原則的に「業務上の適正な範囲を超えたか否か」の観点）から不法行為の成否
を判断しているといえる。代表的には、たとえば既に紹介したザ・ウインザ
ー・ホテルズインターナショナル（自然退職）事件124）では、裁判所は、いわ
ゆるパワー・ハラスメントという極めて抽象的な概念について、これが不法行
為を構成するためには、質的にも量的にも一定の違法性を具備していることが
必要であると説示した上で、その違法性判断の枠組み、ないし基準については
「具体的にはパワ・ハラを行った者とされた者の人間関係、当該行為の動機・
目的、時間、場所、態様等を総合考慮のうえ、企業組織もしくは職務上の指揮
命令関係にある上司等が、職務を遂行する過程において、部下に対して職務上
の地位、権限を逸脱、濫用し、社会通念に照らし客観的な見地からみて通常人
が許容し得る範囲を著しく超えるような有形・無形の圧力を加える行為をした
と評価される場合に限り、被害者の人格権を侵害するものとして、民法第709
条の不法行為を構成するものと解するのが相当」と判示している。また、Ｐ社
事件125）でも「（パワー・ハラスメントは）極めて抽象的な概念であり、これ
が不法行為を構成するためには、質的にも量的にも一定の違法性を具備してい
ることが必要である。具体的には、パワハラを行ったとされた者の人間関係、
当該行為の動機・目的、時間・場所、態様等を総合考慮の上、企業組織もしく
は職務上の指揮命令関係にある上司等が、職務を遂行する過程において、部下
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124） 前掲注32）の事件（東京地判平24・3・9労判1050号6頁）。
125） 東京地判平26・12・24労経速2238号11頁。
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に対して、職務上の地位・権限を逸脱・濫用し、社会通念に照らし客観的な見
地からみて、通常人が許容し得る範囲を著しく超えるような有形・無形の圧力
を加える行為をしたと評価される場合に限り、被害者の人格権を侵害するもの
として民法709条所定の不法行為を構成するものと解するのが相当である。」
と説示して、前記ザ・ウインザーホテルズインターナショナル事件判決とほぼ
同様の判断が示されている。こうした裁判例（判決）の立論を要約すると、問
題とされた当該の言動がいじめ・嫌がらせに当たるにせよ、パワー・ハラスメ
ントに当たるにせよ、法的な観点からは当該言動が「社会的許容の限度」（あ
るいは「業務の適正な範囲」）を超えて、不法行為として「違法性」が認めら
れるかどうかが重要であり、これについては、行為者が誰かをはじめ、行為者
と被害者との関係、当該言動の性質・内容、それが行われた目的、回数、時間
さらには形態、被害者側の対応等を個別に斟酌しつつ総合的な観点から判断を
行うというのが裁判所の基本的な立場といってよいであろう。
（２）職場のパワー・ハラスメントと不法行為法上の被侵害利益について
周知のとおり、民法709条は、不法行為の成立要件として「故意又は過失」
といった主観的要件とともに「他人の権利又は法律上保護された利益の侵害」
について定めている。
この点、民法学説及び判例の考え方によれば、「故意・過失」における「過
失」の内容については、今日、心理状態としての過失（注意義務違反）という
よりは結果回避義務違反（行為義務違反）として理解されており、また、いわ
ゆる「権利侵害」についても、法条、「他人の権利又は法律上保護される利益
（被侵害利益）」と明記されているものの、今日では厳格に権利に限定されるこ
となく、より広く法によって保護するに値する利益（いわゆる「保護法益）」
として理解されているといってよい。そして、その法的な評価は、不法行為法
上、違法と判断できるかどうか、換言すれば「違法性」の判断（結果を招来さ
せた加害者の行為が不法行為法上違法と評価されるか否かの判断）として構成
されているといってよい。126）その上で、こうした違法性の判断は、基本的に
は加害者側における行為（言動）の自由の有無・程度と被害者側の権利・利益
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の保護（被侵害利益の性質・内容、侵害の程度・重要性等）との調整といった
観点から行われ、さらに個別には問題とされた侵害行為に関して、その具体的
内容や性質、その目的、態様、加害者の地位や権限、被侵害利益の内容や性質、
侵害の程度、当事者の関係等、前述した裁判例で示された判断枠組みと基準に
即しつつ行われていると理解することが可能であろう。
３　職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントと不法行為の成否判断
―　違法性判断の枠組みと具体的基準を中心に　―
（１）加害者（行為者）自身の不法行為責任について
１）被侵害利益との関係
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント問題を不法行為法上の違法
性判断の基本的枠組みとなる「被侵害利益」の観点から考えると、代表的には
「労働者の生命・身体・健康等の身体的・健康的利益」をはじめとして、「労働
者の名誉、プライバシー等の人格的権利（各種の人格権）」、「良好な職場環境
の中で働く権利・利益」、「職場での自由な人間関係を形成する権利」、「知識・
経験・能力と適性に応じた措置を受ける権利（キャリア形成の権利）」、「私的
問題に関する自己決定の権利」等を指摘することができよう。
①労働者の生命・身体の安全、健康への被害
職場でのいじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントが、その被害者である労
働者の生命や身体の安全あるいは健康に対する被害といった結果をもたらした
場合には、裁判所は、そうした結果を惹起した加害者の言動が発言にとどまっ
ているか、あるいは暴力・傷害等実力の行使によるものか、はたまた当該言動
がどのような意図や目的から行われたのかといった加害者側の個別事情もさる
ことながら、それ以上に被害者側において当該言動が被害者に及ぼした被害の
内容や程度（ダメージの大きさ）などを重視して、不法行為の成否を判断する
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126） 遠藤浩・川合健・原島重義・弘中俊雄・水本浩・山本進一　編「民法（7）事務管
理・不当利得・不法行為（第4版）」有斐閣双書（1997年）125頁以下、内田貴「民法
Ｉ（第3版）債権各論」東京大学出版会（2011年）335頁以下。また、356頁以下も参
照。
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傾向にあるといってよい。典型的な例としては、既に考察してきたように業務
上の指揮監督権限に基づく注意や指導等に名を藉りての執拗ないじめ・嫌がら
せやパワー・ハラスメントにより、被害者がうつ病等の精神疾患にり患したり、
自殺等に追い込まれたりする場合である。127）そして、こうした状況は、上司
や先輩、同僚による暴行や傷害等の暴力行為によって、その被害者に身体的攻
撃が加えられたりした場合においても同様である。128）
②労働者の名誉、プライバシー等の人格的権利（人格権）の侵害
既に、これまで繰り返し言及してきた厚労省のワーキング・レポート報告は、
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの基本的な行為類型の一つに
脅迫や暴言等の言動による精神的な攻撃を挙げている。このような言動は、実
際の紛争事案では、その原因については同僚間での個人的な嫌悪感に起因する
場合もさることながら、部下に対する上司の指揮監督権限に基づく業務上の注
意、指導や叱責等を通じて問題となることが多く、職場のいじめ・嫌がらせ、
パワー・ハラスメントをめぐる紛争事案の中心を占めているといっても過言で
はない。この種の発言は、多くの場合、その被害者の性格・個性（たとえば、
無口でおとなしい等）に対するからかいや悪口、嘲笑をきっかけとして始まる
ことが多く、さらにはこれがその仕事振りなどに対する侮辱的、威嚇的あるい
は脅迫的な発言につながり、結果として当該被害者の名誉感情等人格的利益を
不当に毀損する事態を招来させることが少なくない。129）
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
267
127） 代表的には、前掲注35）の事件及び前掲注34）の事件。
128） 代表的事案として、前掲注76）の事件（東京高判平22・1・21労判1001号5頁）、宝
城建設ほか事件・東京地判平22・2・25労判1006号91頁、ダイクレ電業事件・東京地
判平24・11・14労経速2166号27頁、前掲注120）の事件（大阪地判平25・6・6労判
1082号81頁等）。
129） 多くの紛争事案があるが、代表的には前掲注89）の事件（福井地判平25・11・28
労判1110号34頁）、シー・ヴィ・エス・ベイエイリア事件・東京地判平24・11・30労
判平1064号86頁、前掲注30）の事件（岡山地判平24・4・19労判1051号28頁）、前掲
注27）の事件（東京地判平21・1・16労判988号91頁）、前掲注39）の事件（東京高
判平17・4・20労判914号82頁）、東京女子医科大学事件・東京地判平5・7・15労判
865号57頁等。
─────────────────────
③職場での良好な人間関係を形成する権利・利益の侵害
周知のとおり、職場は、性別や年齢のほか学歴、そしてなにより性格・個性
等個人の属性が異なる多数の労働者の協業と分業によって日々の業務が遂行さ
れている。そこでは、各人がそれぞれの意見や立場、権限等の違いを越えて、
組織的な関係そしてなにより良好な人間関係の中で労働者各人の業務遂行能力
が高められ、その結果、円滑で効率的な業務の運営そして成果が達成される。
それゆえ、労働者各人の立場からすると、職業上の経験・能力を高め、職場で
の有能な職業人としての評価を受けるためには、良好な職場環境と人間関係を
形成する権利ないし利益が正当に認められるべきものといえる。しかし、職場
でのいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントが、その原因・理由は異なり得
るにせよ、職場において特定の個人を標的にして他の労働者から隔離、仲間外
し、さらには無視等したりして孤立化させたりする方法で行われたりする場合
には、その被害者となった労働者にとっては職場での良好な人間関係を形成し、
職業人としての経験や能力を高めていく権利・利益が合理的理由なく侵害され
ることにつながりかねない。かくして、このような事態や結果を招来させ得る
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントについては不法行為としての
違法評価が可能となり得る。130）
④キャリア形成の権利・利益の侵害
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントは、前述のように労働者の
職場での良好な人間関係の形成や安心して働くことのできる環境の中で働く権
利・利益を侵害する結果を招来させ得るだけでなく、一人の職業人としての経
験や能力の向上等職場でのキャリアの形成を不当に妨げることにより、労働者
に重大な不利益を与えかねない。個々の労働者にとって、職場での日々の労働
の従事は、単に生活の糧となる賃金を得るためだけのものではなく、多様な業
務遂行を通じて職業上の経験や能力等を高めていくことも重要な目的であり、
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130） 代表的には、前掲注104）の事件（長野地判平24・12・21労判1071号26頁）、前掲
注102）の事件（大阪高判平22・3・30労判1006号20頁）、前掲注101）の事件（東京
地判平14・7・9労判836号104頁）、関西電力事件・最3小判平7・9・5労判680号28
頁、前掲注45）の事件（神戸地判平6・11・4労判1484号135頁）、前掲注62）の事件
（東京高判平5・11・12判時1484号135頁）他。
─────────────────────
その実現には法律的な観点からも合理的な期待ないし利益があるといってよ
い。それゆえ、このような職業上の正当かつ合理的な期待を侵害し得る職場の
いじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント、とりわけ厚労省のワーキング・グ
ループ報告で示された「業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、
仕事の妨害」や「業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕
事命じることや仕事を与えないこと」等は、上述した労働者の職業上のキャリ
ア形成への正当で合理的な期待・利益を侵害するものとして、不法行為法上、
違法性を帯びる場合が少なくないであろう。131）
⑤私的問題に対する自己決定の権利の侵害
職場において、上司が、部下の業務遂行に関連して指揮監督権限に基づき業
務上の指示等をはじめ、一定の助言や忠告、説得を行うことも一概には権限を
超えたものとして許されないものではないが、許容された範囲や限度を超えて
部下の私的問題に関する自己決定の自由を侵害するものと認められる場合に
は、違法な行為として不法行為を構成することがある。代表的事案として、古
くはダイエー事件132）がある。そこでは、被告Ｙ１社の従業員であった原告Ｘ
が、Ｙ１の取引先であるＹ２社の文書部長から賃借していた建物に関して、同
部長がＹ１の専務に対しＸが本件建物の明渡しに応じるよう協力を求めたこと
について、Ｘの直属の上司らが共謀の上、Ｘに対し人事権をたてに建物の明け
渡しを強要し、Ｘがこれを拒否したことから不当な人事考課が行われ、その結
果、Ｘが明け渡しを強要されたり、不当な人事考課によって得べかりし賃金を
受けられなかったことにより精神的苦痛を受けたとして、上司等に対して損害
賠償を請求した。裁判所は、会社の都合で上司が職制上の優越的地位を利用し
て、家主との和解ないしは建物の明け渡しに応じるよう執拗に強要することは、
上司として許された説得の範囲を越え、違法に部下の私的な問題に関する自己
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131） こうした観点から、不法行為の成立を肯定した裁判例として、たとえば前掲注84）
の事件（東京地判平25・114労判1109号34頁）、前掲注115）の事件（東京高判平23・
8・31労判1035号42頁）、前掲注113）の事件（大阪高判平22・12・17労判1202号37
頁）、エルメス・ジャポン事件・東京地判平22・2・8労経速2067号21頁、前掲注47）
の事件（東京地判平7・12・4労判685号190頁）等、多数。
132） 横浜地判平2・5・29判時1367号131頁。
─────────────────────
決定の自由を侵害するものであって、不法行為を構成するものというべきとし
ている。また、既に度々紹介した事案であるが、職場の先輩らによる継続的な
いじめにより自殺した職員の両親が加害者の上司及びその使用者たる病院を相
手に損害賠償を請求した誠昇会北本共済病院事件133）でも、先輩上司らによる
度重なる暴言（「死ねよ」「殺す」等）のほか、勤務時間後個人の遊びに無理や
り付き合わせる、朝まで飲み会に突き合わせる、家の掃除・車の洗車等の雑用
を一方的に命じる、女性との個人的な交際を妨害するなどの言動について、継
続的ないじめ・嫌がらせの該当性を肯定している。さらに、名古屋労基署長
（中部電力）事件134）では、上司による「主任失格」「お前なんかいてもいなく
ても同じだ」などといった発言のほか「目障りだから、そんなちゃらちゃらし
た物（結婚指輪）はつけるな。指輪は外せ（当該上司は結婚指輪を身に着ける
ことが仕事に対する集中力低下の原因になると考えていた）」といった感情的
な叱責が、さらに奈良労基署長（日本ヘルス工業）事件135）では、長時間労働
に加えて、本来相談に乗るべき上司による人格否定の言動による部下の自殺を
めぐって上司の言動との業務起因性が争われた事案において、上司が、当該部
下の配偶者（妻）から内緒で「主人の相談に乗って欲しい」との電話があった
ことを酒席で他の参加従業員の前で暴露した発言が問題視され、いずれにおい
ても違法性が認められ不法行為責任が肯定されている。136）
２）違法性判断の具体的基準と個別評価
上述のところでは、職場でのいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの成
否が問題となった言動をめぐる不法行為法上の違法性判断について、これを
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133） 前掲注34）の事件（さいたま地判平16・9・14労判883号38頁）。
134） 名古屋地判平19・10・31労判954号31頁。ちなみに、高裁判決については、前掲注
119）の事件を参照。
135） 大阪地判平19・11・12労判958号54頁。
136） その他、同種の紛争事案として、前掲注32）のザ・ウインザー・ホテルズ「インタ
ーナショナル（自然退職）事件（飲酒の強要）・東京高判平25・2・27労判1072号5
頁、前掲注120）のコスモアークコーポレーション事件（財布のチェック、免許証の
預かり）・大阪地判平25・6・6労判1082号81頁、前掲注84）のサン・チャレンジほ
か事件（中国人女性との交際への介入）・東京地判平26・11・4労判1109号34頁等が
ある。
─────────────────────
「被保全権利」の観点、別言すれば「侵害された被害者の権利・利益が不法行
為法上保護されるべき」ものか否かの観点から考察してきた。他方、これを加
害者の観点から論じると、「結果を発生させた加害者の行為が不法行為法上違
法と評価されるか」ということでもある。この点については、既に確認したよ
うに、裁判所は、一般に問題とされた当該言動が果たしていじめ・いやがらせ、
あるいはパワー・ハラスメントに該当するかどうかを事前に個別に検討したう
えで不法行為の成否判断をするのではなく、当該言動自体につき、その性質・
内容、加害者の地位や権限等、加害者と被害者の関係、加害者の行為の動機
（目的・意図）、行為の態様、被害者の対応、被害の内容・性質等の個別・具体
的な諸事情を総合勘案することにより、加害者が同僚等個人による場合には、
当該行為が「社会通念に照らし、通常人が許容し得る範囲を超えているか否
か」、また加害者が指揮監督権限を有している上司等による場合には、当該言
動が「業務上の適正な範囲を超えたものか否か」といった観点から違法性の有
無や程度を判断している旨の事実を繰り返し指摘してきた。以下では、上記の
個別具体的な諸事情のうち、とりわけ問題となり得る事情を基準とした個別具
体的な違法性判断について考えてみたい。ただし、これらの観点は、既に論じ
たところから明らかなように、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメン
トをめぐっての、行為主体（個人、上司、使用者）に関する議論、さらには厚
労省のワーキング・グループ報告に示された具体的行為類型に関する議論で検
討したところと内容的に重複する部分が少なくないため、概括的に要点だけを
指摘しておくにとどめることとする。その場合、不法行為における違法性判断
は、やはり一つの紛争事案において単一の事情だけではなく、同時に併存する
複数の事情を総合勘案して全体的に行われるものであることに留意しなければ
ならないことはいうまでもない。
①行為者（加害者）について
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの成否が問題となった裁判
例では、加害者として問責の対象となる行為主体としては、一般に業務上の指
揮監督権限を持たない同僚や部下、先輩等の個々人、そして業務上の指揮監督
権限を有した上司（管理職）、さらに労働契約関係の直接の当事者である使用
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者（会社）に区分することができる。この点に関連して、たとえば職場のいじ
め・嫌がらせ、パワー・ハラスメントは、職場での組織上の優越的地位や権限、
また人間関係上の優位性等を背景に行われるとの厚労省ワーキング・グループ
報告による基本的な認識・理解を踏まえるならば、前述した行為主体のうち、
一般に組織上、人間関係上の優位性が存在しないか、もしくは希薄な同僚や部
下による言動、特に発言については、たとえその内容等が被害者において不愉
快だとか、受け入れ難いとかの嫌悪感を抱かせるものであったとしても、それ
だけで直ちに違法な行為と評価されることにはならない。とはいえ、同僚や部
下（さらに先輩）であっても、個人的にではなく集団を通じて、しかも繰り返
して行われるような場合には、集団としての立場の優位性（人間関係上の優位
性？）そして継続性の観点から、被害者にとっては看過できない心理的負荷や
精神的苦痛の程度が大きくなることによって違法性の評価も高まることはあり
得る。137）他方、職務上の指揮監督権限を有する上司（管理職）や使用者は、
一般に組織上、人間関係上の優位性（上司と部下、使用者と一般従業員、換言
すると雇う者と雇われる者等）が前提にあることから、単発の言動であっても、
部下や被雇用者にとっては、それに対して反発や不満さらには抗議の意思を表
明することは事実上難しく、もっぱら我慢しなければならないといった心理的
負荷や精神的苦痛はおのずから大きなものとなり得るので、その分だけ違法性
評価も大きくなるといえよう。
②言動の形態（内容・性質、態様等）
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの具体的形態としては、繰
り返し言及しているとおり、厚労省のワーキング・グループ報告で示された行
為類型があるが、それらの行為類型のいずれにおいても、その基盤となる言動
としては、基本的には「発言」と「直接的行為」がある。以下では、不法行為
の成否をめぐる違法性判断の観点から、こうした発言や直接の行為につき留意
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137） 逆にいえば、被害者が嫌悪感を抱いたりした言動に関しても、その違法性判断には
行為者の当該言動の動機や目的がどうであったか（個人的嫌悪感情や私怨による人事
権の侵害等）が重視されることがある。たとえば、東京都・都教委事件・東京地判平
26・12・8労判1110号53頁、社会福祉法人県民厚生会事件・静岡地判平26・7・9労
判1105号57頁等。
─────────────────────
点を指摘しておく。
（i）発言について
一口に発言といっても、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントとの
関係さらには不法行為の成否との関係で問題となり得るものは多種多様であ
り、これをその内容や性質、態様、程度等に照らしてみると、具体的には「か
らかい」をはじめとして「揶揄や嘲笑」、「中傷・悪口」、「批判・叱責」、「暴言、
侮蔑的発言」、「威嚇的発言、脅迫」等を挙げることができる。そして、こうし
た発言が相手方にとって職場のいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントに該
当するかどうか、さらには違法行為として不法行為を構成するかどうかは、発
言の相手方である被害者側からすると、当該発言の内容、回数、場所、発言者
は誰か（被害者との関係）、発言の意図・目的等から、当該発言が相手方であ
る被害者にどの程度の心理的負荷や精神的苦痛を与えたか、換言すれば被害者
が当該発言によって「社会的許容の範囲を超え」て精神的苦痛を受けたかとい
った観点から総合的に判断されるといってよい。そうした観点から考えると、
一般にからかいや嘲笑、批判、中傷（悪口）等は、単発的に行われる場合には、
行為者が同僚や先輩、上司さらには使用者であっても、また前述したように被
害者が不満や不愉快を感じたとしても、直ちには職場のいじめ・嫌がらせ、パ
ワー・ハラスメントに該当するとまではいえず、またそれ自体、当然、直ちに
は個別に違法性を認められるものでもないといえる。138）
とはいえ、いわゆる仲間内での軽微な内容・性質の発言であったとしても、
前述のように相手方（被害者）が嫌がったりしているにもかかわらず執拗にこ
れを繰り返すような場合139）、あるいはもっぱら個人的な嫌悪感等私怨に基づ
くものと認められるような場合140）には、当該発言はいじめ・嫌がらせとの評
価も可能で、また違法性評価も肯定される可能性が高くなろう。とりわけ、発
言の行為者との組織的・人間的関係において被害者が弱い立場に立つ者（たと
えば、先輩と後輩の関係、直属の上司と部下の関係、派遣労働における派遣先
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138） 三井記念病院事件・東京地判平22・2・9労判1005号4頁。
139） たとえば、代表的には前掲注31）の事件（大阪高判平25・10・9労判1083号24頁）。
140） 前掲注32）の事件（東京地判平24・3・9労判1050号68頁）。
─────────────────────
の監督者等と派遣労働者との関係等）であるような場合にはなおさらであろう。
さらに、不法行為の成否判断との関係で、発言の内容自体や目的・動機等との
関係から直ちには違法性を肯定できない場合であっても、当該の発言がどのよ
うな方法や態様により行われたかといった事情との関係で違法性の有無・程度
が判断されることもあり得る。たとえば、部下に対する上司の業務上の注意や
指導、叱責の際の発言に関連して、留守電の中で「私、怒りました」「辞め
ろ！辞表を出せ、ぶっ殺すぞ、お前」等といったののしりの発言内容を録音し
た場合や部下に対し上司が「意欲がない。やる気がないなら会社を辞めるべき
だと思います。当ＳＣにとっても、会社にとっても損失そのものです。あなた
の給料で業務職が何人雇えると思いますか。あなたの仕事なら業務職でも数倍
の業績を上げていますよ」と記したメールを本人とともに、職場の同僚にまで
送信したような場合141）には、いずれも違法性が肯定されている。
その他、発言に関しては、実際上、部下に対する上司の業務指導上の注意や
指導、叱責等との関係で問題となる場合が圧倒的に多いが、そうした場合、当
該発言が「暴言（侮辱的発言）」や「名誉その他人格を損なう発言」に当たる
ような場合、たとえば、「会社を食い物にしている、給料泥棒」142）、「主任失
格、お前なんかいてもいなくても同じだ」143）、「出来が悪い、何をやらしても
あかん」144）、「うつ病みたいに辛気臭い奴は、うちの会社にはいらん…」「結
局、大学を出ても何もならないんだな」145）、入社後1年にも満たない社員に
対する「学ぶ気持ちはあるのか、いつまで新人気分」「詐欺と同じ、3万円を
泥棒したのと同じ」「人の話しを聞かずに行動、動くのがのろい」「相手にする
だけ時間の無駄」「嘘を平気でつく、そんな奴会社にいるか」146）の場合には、
違法性が肯定される場合が少なくない。147）
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141） 前掲注39）の事件（東京高判平17・4・20労判914号82頁）。
142） 静岡労基署長（日研化学）事件・東京地判平17・10・15労判1950号5頁。
143） 前掲注119）の事件（名古屋高判平19・10・31労判954号31頁）。
144） 奈良労基署長（日本ヘルス工業）事件・大阪地判平19・11・12労判958号54頁。
145） 前掲注97）の事件（東京地判平21・1・16労判988号91頁）。
146） 前掲注89）の事件（福井地判平26・11・28労判1110号34頁）。
147） その他、サントリーホールディングスほか事件・東京地判平26・7・31労判1107号
55頁、前掲注83）の事件（鳥取地米子支判平25・5・26労判1099号5頁）、富国生命
─────────────────────
しかし、他方で部下に対する上司の発言が厳しく、いささか行き過ぎた内容
（ミスが非常に多い、ミスを減らすこと、学ぶ姿勢と意欲を見せること、メモ
を自宅で復習し自らの課題を確認して業務に励むこと等の発言）になった場合
でも、その目的・動機や相手方の行動等との関係で違法性が否定される場合が
あり得る。たとえば、病院勤務において計測用紙に左右を間違えて記入するな
ど、初歩的なミスを繰り返す職員に対して、厳しい指摘、指導や物言いをした
ことの適否に関して、「原告の事務処理上のミスや事務の不手際は、いずれも、
正確性を要求される医療機関においては見過ごせないものであり、…一般にこ
れに対する医療事故は単純ミスが原因であることが多いこと、単純ミスを繰り
返す原告（職員）に対して、責任ある常勤スタッフとして育てるため、時には
厳しい指摘・指導や物言いをしたことが窺われるが、それは生命・健康を預か
る職場の管理者が医療現場において当然になすべき業務上の指示の範囲内にと
どまるものであって違法ということはできない」とした事例148）、不正経理を
行った部下に対して上司が不正経理の早期是正を行うようたびたび叱責し、
「会社を辞めればすむと思っているのかもしれないが、辞めても楽にならない」
等の発言について、部下の業務の成果について否定的な発言をしたことは不正
経理についての是正等を目的に行われたものとの評価が可能であり、同人の人
格批判や名誉毀損に及ぶものではなく、業務上の指示・範囲を逸脱したものと
いうことはできないとした事例149）がある。もちろん、労働者側に仕事上のミ
スがある場合であったとしても、解雇をちらつかせたり、行き過ぎた表現でミ
スを叱責したり 150）、新入社員のミスを単に一方的に叱責したりすること 151）
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保険事件・鳥取地米子支判平21・10・21労経速2053号3頁等も参照。
148） 医療法人財団（健和会）事件・東京地判平21・10・15労判999号54頁。
149） 前掲注92）の事件（高松地判平21・4・23労判999号134頁）。その他、同種の事案
として、Ｎ社事件・東京地判平26・8・13労経速2237号24頁、社会福祉法人県民厚生
会ほか事件・静岡地判平26・7・9労判1105号57頁、前掲注21）の事件（大阪地判平
24・3・30労判931号65頁）等。
150） Ｃ社事件・大阪地判平24・11・29労判1068号59頁。
151） 岡山県貨物運送事件・仙台高判平26・6・27労判1100号26頁。ちなみに、地裁（仙
台地判平25・6・25）では、叱責するのは「業務上のミスがあったときだけで、叱責
する時間も5～10分間程度、叱責の対象もすべての従業員に対して行われたものであ
った」として、違法性が否定されている。
─────────────────────
などは違法な言動されている。
上述したように、職場での発言がいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント
との関係で問題となり、また不法行為の成否との関係で問題となり得るのは、
監督者たる上司において業務指導上の注意や叱責等を行う場合が極めて多い。
そうした場合、上司も決して沈着冷静ではなく、多少なりとも感情的になりが
ちであることから、注意や叱責等の発言もかなり過激な内容のものになり得る。
しかし、そうした場合であっても、発言が個人の名誉感情その他人格権を侵害
するものと認められるような場合、たとえば「馬鹿野郎、責任を取れ」「給料
泥棒」等の発言（前掲日本ファンド事件）、「三浪してＤ大に入ったにもかかわ
らず、そんなことしかできないのか」「結局、大学を出ても何もならないんだ
な」152）、「辞めてしまえ、足引っ張るな、なんぼしてもあかん」等の発言153）、
「三曹らしい仕事をしろよ」、「馬鹿か、お前は」「三曹失格だ」等の発言154）に
ついては、違法性が認められることが多い。さらに、脅迫的な言辞、たとえば
4ヶ月ほどの間に「殺すぞ」「あほ」「お前」等の言辞155）、「ぶち殺そうか、お
前」156）等の発言についても、違法性が肯定され不法行為の成立が認められる
場合が少なくない。
（ⅱ）直接の行為について
職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントが、発言を通じてではなく、
厚労省のワーキング・レポート報告で示された「身体的攻撃」に該当し得るよ
うな直接的な行為との関係で問題とされる場合、具体的には「直接の有形力の
行使」として問題となる場合と「業務上の指示や命令さらには教育を通じての
行為・行動の強要」として問題となる場合がある。前者に関連した実際の行為
としては、たとえば「身体の一部を叩いたり、蹴ったりする」、「壁などに身体
を押し付ける」、さらにはより直截的に「暴行・傷害」等と評価し得る行為が
ある。他方、後者に関連した実際の行為としては、やはり厚労省のワーキン
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152） 前掲注27）の事件（東京地判平21・1・16労判988号91頁）。
153） 前掲注30）の事件（岡山地判平24・4・19労判1051号29頁）。
154） 海上自衛隊（さわぎり）事件・福岡高判平20・8・25労経速2017号3頁。
155） 前掲注31）の事件（大阪高判平25・10・9労判1083号24頁）。
156） 前掲注74）の事件（名古屋地判平18・9・29労判926号5頁）。
─────────────────────
グ・レポート報告の指摘する「過大な要求」や「過小な要求」に該当し得る行
為（たとえば、「草むしり」や「コピー取り等単純作業」、「初歩テキスト等の
勉強」、「飲酒の強要」）等が挙げられる。いずれの場合も、その多くは暴言、
その他威嚇的発言等と一体となって行われがちである。
まず、直接の有形力の行使に関しては、その行為者が同僚や先輩等をはじめ、
直属の上司さらには使用者のいずれであっても、その意図や目的が業務遂行に
関連しての注意や叱責のいかんにかかわらず、さらには当該の有形力行使が暴
行や傷害の域に至らず、たとえば業務遂行上の注意や叱責に関連して「ポスタ
ーを丸めて円筒状の筒にしたものやクリップボードで頭を叩いたり、足の裏で
脛を蹴ったりした行為」157）について、違法性が認められ、不法行為の成立が
肯定されている。ましてや、こうした有形力の行使がより過激な形で、たとえ
ば胸ぐらを掴んで背中を板壁に押し付け、ロッカーに頭部や背中を打ち付け、
顔面に頭突きを加えたりした行為158）や、結果として被害者を負傷させたり159）、
精神疾患や自殺に追い込んだりした場合160）には、さらに強く違法行為として
不法行為の成立が肯定されている。
他方、職場で上司や使用者（会社）が業務上の権限行使として行う各種の業
務上の指示や命令さらには教育として労働者に命じる各種行為は、一般には、
それ自体、直ちには違法性が認められることにはならない。こうした業務上の
指示・命令その他の強制行為に違法性が認められるかどうかについては、現に
従事している業務との関係（その必要性の有無や程度、命じられた労働者自身
の能力や経験、当該命令等が労働者に及ぼす不利益の種類（内容）やその程度、
そして、とりわけ後述する当該指示や命令等の目的・動機がどうであったか
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157） 前掲注73）の事件（東京地判平17・10・4労判904号5頁）、メイコウアドヴァンス
事件・名古屋地判平26・1・15労判2014号76頁、前掲注45）の事件（東京地判平
22・7・27労判1016号35頁）等も同様。
158） 前掲注74）の事件（名古屋地判平18・9・29労判926号5頁）。同種の事案として、
国（航空自衛隊）事件・静岡地浜松支判平23・7・11判時2123号70頁。
159） 前掲注76）の事件（東京地判平20・11・26労判981号91頁）。
160） 既に繰り返し紹介した誠昇会北本共済病院事件・さいたま地平16・9・24労判883
号61頁のほか、前掲注81）の事件（横浜地判平23・1・26労判1023号5頁）がある。
また、前掲注157）の事件（名古屋地判平26・1・15労判2014号76頁）も同様。
─────────────────────
（差別的な目的のほか懲罰的、報復的目的等）の諸事情に勘案しつつ、当該の
指示や命令等が「業務の適正な範囲を超えた」ものかどうかを総合的に判断す
ることになると解される。たとえば、組合専従から復帰した組合員に対してコ
ーヒー豆を取り出した空の麻袋にわずかに残ったコーヒー豆を拾い集める作業
を命じたり、終日にわたり使用済みのパンチ・カード等を利用してメモ用紙づ
くりや廃棄用金券を切り刻む作業を命じたりしたこと161）、当該労働者の仕事
や能力と関係なく英文レポートの翻訳を命じたりしたこと162）、業務の合理化
案に非協力的な勤続33年に及び課長職まで経験した管理職を降格させ、受付
業務に配置換えを命じたこと163）、日勤教育の一環として４日間にわたって車
両の天井掃除と3日間の除草作業を命じたこと164）などについて、業務上の必
要性の不存在あるいは制裁的な意図の存在等を理由に、いずれも違法性を認め、
不法行為の成立が肯定されている。
③行為の目的・動機
上述のところでも言及したように、問題とされた言動がどのような内容そし
て形態のものであったとしても、またその行為者が誰であったとしても、当該
の言動がいかなる目的や動機で行われたかということは不法行為法における違
法性の個別具体的判断にとって重要であり、無視できない事情といえる。たと
えば、当該行為の目的や動機が個人的な悪感情（私怨等）による批難や叱責等
と認められるような場合、また労働者の正当な権利行使（たとえば、年次有給
休暇や出産休暇、育児休業の取得等）に対する妨害や懲罰・報復の意図をもっ
て行う配置換えや降格、退職勧奨の措置等は違法性評価に重要な影響を及ぼし
得る。このように、裁判所での違法性判断に関しては不法行為の成立要件であ
る「故意・過失」に関連して、個人的な悪感情や私怨の有無が重視されている
といえる。
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161） ネッスル事件・神戸地判平9・4・25労旬1222号29頁。
162） 前掲注61）の事件（東京地判平13・3・16労判805号144頁）。
163） 前掲注47）の事件（東京地判平7・12・4労判685号17頁）。その他、前掲注51）の
事件（大阪高判平25・4・25労判1076号19頁）も基本的に同様。
164） 前掲注110）の事件（大阪高判平21・5・28労判987号5頁）。
─────────────────────
（２）職場のパワー・ハラスメントと使用者の責任
既に述べたように、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐ
っては、使用者、別言すると企業は、雇用する労働者による職場のいじめ・嫌
がらせやパワー・ハラスメントについて、それが違法と判断された場合には、
加害者自身の不法行為責任（民法709条）とともに、使用者としての法的責任
も問われることがある。むしろ、現在では職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・
ハラスメントの法的責任が訴求された場合、ほとんどと言ってよいほど加害者
自身とともに、使用者に対しても何らかの法的責任の追及がなされる状況とな
っている。その場合の法的責任追及の方法としては、基本的には不法行為法上
の使用者責任（民法715条1項）がある。また、既述のとおり被害者から是正
や救済が求められたにもかかわらず、使用者がこれを合理的理由なく放置し、
積極的に是正・救済措置を講じなかったような場合には、使用者自身の不法行
為（民法709条）のほか、直接の加害者との共同不法行為責任（民法719条）
が問題となる場合があり得る。こうした不法行為法上の法的責任追及の他にも、
上司等雇用する労働者によるいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントを探知
できたにもかかわらず、使用者自身がこれを認識せず、放置したような場合に
は、労働契約上の安全配慮義務ないし職場環境整備義務（労働契約法5条・民
法415条）違反を理由の債務不履行責任を問われることも少なくない。以下、
職場のパワー・ハラスメントをめぐる裁判例において、使用者、すなわち企業
の法的責任が問題とされた代表的紛争事案を概観しておく。165）
１）使用者責任（民法715条）について
周知のとおり、民法715条1項は、「ある事業のために他人を使用する者は、
被用者がその事業の執行について第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。」
と規定している。同条が、職場での同僚や上司によるいじめ・嫌がらせやパワ
ー・ハラスメントについても適用され得ることについては、学説、裁判例とも
異論はない。同条適用の要件としては、形式的には「当該被用者との使用関係」
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165） なお、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントによる被害労働者のうつ病
の発症や自殺と被害者自身あるいは遺族による労災認定（労災給付請求）や損害賠償
請求をめぐる検討は他日に期したい。
─────────────────────
の存在をはじめ、「被用者の当該行為が不法行為として違法性があること」、
「損害の発生」が挙げられるが、とりわけ被用者の当該行為が「事業の執行に
ついて行われたこと（事業執行性）」が求められる。この事業執行性について
は、通常、被用者の業務遂行に直接かかわる場合が典型であるが、必ずしも直
接の業務遂行行為に該当しない場合であっても、また加害者の意図とは関係な
く、その行為の外形から判断して当該行為が当該被用者の職務の範囲内に属す
るものと評価される場合も含まれると解されている。166）具体的には、個々の
紛争事案ごとの個別具体的な事情に即して判断されることになる。たとえば、
職場のパワー・ハラスメントをめぐる事案について、加害者と被害者の関係性
（同僚や上司の関係等）、加害者の地位や権限、加害者による言動の内容や性質、
言動の動機・目的、時間や場所、態様等を総合勘案して個別に判断されること
になろう。
しかるに、他方で民法715条1項は、いわゆる使用者の免責事由として「た
だし、使用者が被用者の選任及びその事業の監督について相当の注意をしたと
き、又は相当の注意をしても損害が生ずべきであったときは、この限りでない。」
とも定めている。しかし、この免責事由は極めて厳格に解されており、裁判例
においては、事実上「無過失責任」に近い対応がなされている。以上の理を踏
まえて、使用者責任が問題にされた代表的裁判例を概観しておく。167）
既述のように、今日では職場のいじめ・嫌がらせやパワー・ハラスメントに
つき法的責任が追及される場合、加害者自身とともに使用者に対してもあわせ
て責任追及がなされるのが一般的となっている。そうした中、たとえば代表的
事案であるＵ福祉会事件168）では、従前の労働組合を脱退して新たに別組合に
加入した職員が、被告の法人職員らにより職員会議において組織ぐるみで誹
謗・非難された結果、心因反応にり患した上精神的障害を被り休職を余儀なく
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166） たとえば、前掲注78）の事件（東京地判平22・7・27労判1016号35頁）。公務職場
でのいじめに関して、前掲注81）の事件（横浜地判平23・1・26労判1023号5頁）を
参照。
167） この点に関しては、先行研究の浅野毅彦「職場のいじめ嫌がらせパワハラの裁判例
の概観」労旬1776号6頁、特に13頁以下も参照。
168） 前掲注60）の事件（名古屋地判平17・4・27労判895号24頁）。
─────────────────────
されたことについて、正当な言論活動の域を逸脱し、人格権侵害として不法行
為を構成すると説示された上で、使用者責任についても、かかる言動を行った
職員らは被告法人の職員であり、また職員会議が法人の組織単位で行われる会
議であり、施設長によって主宰されるものであることなどに照らせば、本件職
員会議における職員らの不法行為は被告法人の事業の執行についてなされたも
のであることは明らかであり、被告法人は前記職員らの不法行為について民法
715条に基づく使用者責任を負うと判示されている。また、既に紹介した日本
ファンド（パワハラ）事件169）でも、3名の従業員が上司らから執拗に暴言・
暴行を受けたことについて不法行為の成立が肯定された上、裁判所は、かかる
行為は、会社の部長として職務の執行中ないしその延長線上における昼食時に
おいて行われたものであり、これらの行為は同人の会社における職務遂行行為
そのもの、または行為の外形から判断して、あたかも職務の範囲内の行為に属
するものに該当することは明らかであるから、会社の事業の執行に際して行わ
れたものと認められるとして、使用者責任が肯定されている。同様に、アーク
レイファクトリー事件170）では、派遣労働者に対し派遣先の従業員らから「殺
すぞ」「あほ」等の発言を受け、派遣先での就労を辞めざるを得なくなったこ
とにつき不法行為の成立が肯定されるとともに、かかる不法行為は、派遣先の
業務である本件労務に従事するなかで、派遣先の支配領域内においてなされた
派遣先の事業と密接な関連性を有する行為で、当該派遣先の事業の執行につい
てなされたものであるとして、派遣先の使用者責任が肯定されている。その他、
暁産業ほか事件171）でも、上司のパワー・ハラスメント等による高卒新入社員
の自殺について不法行為の成立が肯定された上、この不法行為は、外形上は被
害者の上司としての業務上の指導としてなされたものであるから、事業の執行
についてなされた不法行為であり、会社が右上司に対する監督について相当の
注意をしていた等の事実は認められないことから、使用者たる会社も民法715
条の責任を負うと判示されている。
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169） 前掲注45）の事件（東京地判平22・7・27労判1016号35頁）。
170） 前掲注31）の事件（大阪高判平25・10・9労判1083号24頁）。
171） 前掲注89）の事件（福井地判平26・11・28労判1110号34頁）。
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以上の他、民法715条1項の使用者責任とともに、併せて民法719条の共同
不法行為責任が肯定された事案もある。たとえば、ザ・ウインザー・ホテルズ
インターナショナル（自然退職）事件172）では、上司から飲酒を強要され、ま
た体調が悪いなか車の運転を強要され、携帯の留守電に「辞めろ！辞表を出
せ！」「ぶっ殺すぞ、お前」等語気を荒くして録音した行為について不法行為
の成立が肯定されたうえ、本件での言動は「その事業の執行について」行われ
た不法行為と評価することができ、加害者の不法行為責任とは共同不法行為の
関係に立つものと説示されて、民法719条の責任を認めている。また、ファー
ストリテイリング（ユニクロ店舗）事件173）でも、店長による暴行（胸ぐらを
つかんで壁に東部背中を打ちつけたり、顔面に頭突きを行った行為）のほか、
被告会社の管理部長が「いいかげんにせいよ。お前、おー、何考えてるんかこ
りゃあ、ぶち殺そうかお前」等と声を荒げて行った発言について、前記店長の
暴行とともに、管理部長の発言について「原告（被害者）がPTSDないし神経
症である旨の診断を受け、担当医から被告会社の関係者との面談、仕事の話を
することを控える旨告知されていたことを認識していたことからすると、本件
発言は違法であって不法行為を構成するというべきであるとされたが、その中
で裁判所は本件原告の損害はそれぞれ独立する不法行為である被告店長の暴行
とその後の管理部長の発言が順次競合したものであり、かかる２個の不法行為
は民法719条所定の共同不法行為に当たり、被告会社は、管理部長と連帯して
責任を負い、民法709条、719条に基づき原告が被った損害の全部について賠
償責任を負うとされている。
以上は、民間企業の職場における紛争事案であるが、公務職場においては国
家賠償法の適用との関係で使用者責任が問題となる。たとえば、国（護衛艦た
ちかぜ〔海上自衛隊員暴行・恐喝〕）事件174）では、勤務時間内外に上官であ
った者から「指導」と称して怒鳴られたり、暴行されたりするいじめ行為等を
受けて自殺した自衛官の遺族からの加害者及び国に対する損害賠償請求におい
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172） 前掲注23）の事件（東京地判平24・3・9労判1050号68頁）。
173） 前掲注74）の事件（名古屋地判平18・9・29労判926号5頁）。
174） 前掲注81）の事件（横浜地判平23・1・26労判1023号5頁）。
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て、裁判所は、国は加害者本人の職務行為自体のほか、客観的、外形的にみて、
その行為が社会通念上職務の範囲に属すると認められる場合を含む行為につい
て国家賠償法上の責任を負うとして、上官の前記暴行について責任を免れない
としている。
２）使用者自身の不法行為責任（民法709条）について
雇用する労働者に対する使用者の行為（業務遂行上の指示や対応等の言動）
が、職場でのいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメントと結びつき、結果的に
当該言動について違法性が認められ、使用者自身の不法行為として損害賠償責
任が肯定される場合がある。既に、「行為の主体（行為者）」の観点から職場の
いじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛争事案を概観したところ
で考察したように、そこでは、労働者個々人の個別の対応に対して使用者が懲
罰や報復等特別の意図・目的から行った指示その他の措置や対応をめぐって不
法行為の成否が争われる場合が多くみられる。しかし、職場でのいじめ・嫌が
らせ、パワー・ハラスメントについての使用者自身の不法行為の成否をめぐっ
ては、必ずしもそのすべてが懲罰的、報復的な意図・目的をもって行われた措
置等に限定されるわけではない。通常の業務遂行過程での使用者の業務指示等
が、その内容や具体的態様から適切な範囲にとどまっているかどうかといった
観点から不法行為の成否が問題となる場合もあり得る。たとえば、そのような
紛争事案として、天むす・すえひろ事件175）がある。そこでは、引き抜きによ
り移籍した労働者の移籍先での業務遂行について、社長より能力を質量ともに
超える業務に従事するように指示されながら、適切な指導、援助を受けられず、
業務上の指示を突然変更する、当該労働者の仕事ぶりについて一方的に非難す
る、不快感を露わにするなどの不適切な対応をされたことにより、肉体的疲労
及び精神的ストレスを蓄積させ、これが要因となって精神疾患になり、医師か
ら自宅療養を要する状態と診断されたことについて、しばらく休養することを
認めながらも、他方で業務上の指示をFAX等で行うなどした社長の言動が問
題とされた。裁判所は、「社長は、原告労働者に対し、職務に関して、肉体的
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175） 大阪地判平20・9・11労判973号41頁。
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疲労及び精神的ストレスを蓄積させ、健康状態を著しく悪化させるような言動
を繰り返し行い、退職を決意せざるを得ない状態になったものと認められる。
社長の上記行為は、違法に原告の権利又は法的利益を侵害したものとして、不
法行為に当たると認めるのが相当である。」として、不法行為責任が肯定され
ている（ただし、そこでは、会社法350条に基づく慰謝料の請求を肯定してい
る）。同様に、メイコウアドヴァンス事件176）でも、代表取締役社長による従
業員に対する暴言（「ばかやろう」「てめえ、何やってんだ」等）や暴行（「頭
を叩いたり、蹴ったりする」等）の言動や退職の強要などによって精神疾患を
発症し、自殺したことについて、遺族が不法行為に基づく損害賠償を請求した
事案で、前記暴言・暴行に関し、これらは亡従業員の仕事上のミスに対する叱
責の域を超えて、同人を圧迫し、激しい不安に陥れるものと認められ、不法行
為を構成すると説示され、右不法行為と自殺との間の相当因果関係を認めて、
会社法350条に基づく不法行為責任を肯定している。これら二つの事案は、法
理的には前述した使用者の責任にあっては、民法715条1項の使用者責任法理
と同種のものと考えられるが、紛争事案の内容からここで紹介したものであ
る。
その他、アールエフ事件177）では、社長ミーティングの席で社長の意に沿わ
ない発言を行い、またこれを擁護する言動を行った原告従業員らに対して、会
社側が同人らを配置転換するとともに、退職を迫るために社員集会の開催を指
示するとともに、原告らの宿泊先や作業場所等について嫌がらせを指示し、従
業員に対して同人らを無視すること、監視して言動を報告すること、あら探し
をすることを命じたことなどが、同人らに対する嫌がらせを行い、威圧的・脅
迫的な圧迫を加え、差別的取扱いを行ったものとして、不法行為の成立が肯定
されている。
３）使用者の債務不履行責任（民法415条）について
①　安全配慮義務の概念について
使用者は、その雇用する労働者に対し、労働契約に基づき、労務を提供する
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176） 前掲注82）の事件（名古屋地判平26・1・15労判1096号76頁）。
177） 前掲注104）の事件（長野地判平24・12・21労判1071号26頁）。
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過程において、労働者の生命及び身体等を危険から保護するよう配慮すべき義
務（安全配慮義務）を負っている。周知のとおり、かかる義務は、当初、最高
裁による一連の判決178）により定立された判例法理であった。そこでは、安全
配慮義務は「ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入った当事者
間において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方又は双方が相手方に
対して信義則上負う義務」と説明された。かかる判決以降、労働関係において
も使用者が労働契約上の安全配慮義務を負うという考え方が判例上確立され、
学説も基本的にこれを支持してきたところである。そして、現在、労働関係に
おいては労働契約法5条が「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、
身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするもの
とする。」として、かかる義務を明文化することとなった。その結果、使用者
がかかる義務に違反する場合には債務不履行責任（民法415条）を問われ得る
ことになる。
②　安全配慮義務と職場のパワー・ハラスメントについて
とはいえ、この安全配慮義務は、前述の最高裁判例からも推察されるように、
基本的には職場での労働者の労働災害事故に関する民事損害賠償事件（いわゆ
る労災民訴事件）において確立されたものであった。そのため、当該義務の具
体的内容も「労働者の生命・身体・健康等の危険（別言すると負傷・疾病・死
亡等の危険）」からの保護を基本的な内容とする義務として位置づけられ提唱
されたとの理解が可能である。179）それゆえ、かかる義務による保護法益は、
基本的には個人の生命・身体・健康等に対する危険からの保護であり、本稿で
考察の対象としているいじめや嫌がらせ、あるいはセクシュアル・ハラスメン
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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178） その嚆矢として、周知の陸上自衛隊八戸車両整備工場事件・最3小判昭50・2・25
民集29巻2号143頁。その後、大石塗装・鹿島建設事件・最1小判昭55・12民集34巻7
号888頁や川義事件・最3小判昭59・4・10民集38巻6号557頁等がある。
179） この点、安全配慮義務の意義やその法的性質等の論点に関しては、学説上、多くの
議論が展開されてきたところである。労働法上の学説では、代表的には和田肇「雇用
と安全配慮義務」下森定編「安全配慮義務の生成と展開」（日本評論社・148頁以下）、
荒木尚志「労働法（第3版）」（有斐閣・2016）259頁以下、土田道夫「労働契約法」
（有斐閣・2008年）461頁以下、菅野和夫「労働法（第11版）」（弘文堂・2016年）630
頁以下等を参照されたい。
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トやパワー・ハラスメント等のハラスメントについては、これらが被害者に対
して「うつ病」や「自殺」等の健康や生命に対する被害を及ぼす場合180）は別
として、個人の名誉やプライバシー、その他の精神的、人格的利益に対する危
険からの保護までも、その射程に入れることが可能かどうかについては、これ
まで必ずしも十分には議論されてこなかったといえよう。
④　安全配慮義務と職場環境整備義務等との関係について
この点、現在ではセクシュアル・ハラスメントをはじめ、職場のいじめ・い
やがらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛争事案において、使用者に対する
責任として不法行為責任以外に債務不履行といった契約責任を認める裁判例は
もはや珍しくはないが、その場合でも多くの裁判例は、いじめや嫌がらせ、ハ
ラスメントの言動により被害者がうつ病等の精神疾患や自殺といった結果を惹
起した場合以外においては、「安全配慮義務」といった概念とは異なる「職場
環境整備義務」とか「職場環境配慮義務」といった概念を使用することにより、
「安全配慮義務」との性質・内容上の違いを意識しているような判断を示して
いる。181）
このような労働関係における安全配慮義務と職場環境整備（配慮）義務の違
いを含め、それぞれの義務の厳密な内容や射程（適用対象とその範囲等）に関
しては今後の更なるきめの細かい議論が必要であろう。182）とはいえ、この点
について一言付言しておくと、現行労働契約法5条には、従前のいわゆる労災
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180） ちなみに、こうした場合でも被害者の「うつ病」や「自殺」に対する予見可能性と
の関係で、使用者にどこまでの範囲で安全配慮義務を認め得るのか相当に難しいとこ
ろではある。こうした問題点に関しては、さしあたり水谷英夫「職場のいじめ―「パ
ワハラ」と法―」（信山社）も参照。
181） 代表的には、京都セクシュアル・ハラスメント事件・京都地判平9・4・17労判716
号41頁をはじめ、三重セクシュアル・ハラスメント事件・津地判平9・11・5労判729
号54頁、仙台セクシュアル・ハラスメント事件・仙台地判平13・3・26労判805号13
頁、岡山セクシュアル・ハラスメント事件・岡山地判平14・11・6労判845号73頁等
がある。
182） ちなみに、筆者は、職場のセクシュアル・ハラスメント問題との関係で、こうした
職場環境整備（配慮）義務の適用をめぐる法律問題について考察を加えたところであ
る。詳細については、拙稿「職場のセクシュアル・ハラスメントと民事責任」（中嶋士
元也先生還暦記念論文集「労働関係法の現代的展開」（信山社　2004年）247頁以下を
参照されたい。
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民訴事件において裁判所が説示した「労働者の生命、身体等」といった文言が
明記され、加えてその後に「等」という文言を付加していることからすれば、
同条に定める義務の内容や射程は、単に労働者の生命や身体その他健康等にと
どまらず、名誉やプライバシー等の精神的、人格的利益の侵害に対しても適用
され得るとの解釈も十分に成り立ち得ると考えることも可能かと思われる。
とまれ、以上の「安全配慮義務」や「職場環境整備（配慮）義務」等をめぐ
る法解釈問題はさておき、以下では職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラス
メントをめぐる紛争事案において、使用者の債務不履行責任が問題となった代
表的裁判例を紹介しておく。
⑤　職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントと債務不履行責任
まず、指摘し得ることは、職場のセクシュアル・ハラスメントが問題となっ
た事案における場合とは異なり、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメ
ントをめぐる紛争事案において使用者の債務不履行責任が問題となったのは、
結果的に被害労働者が精神疾患にり患し、自殺に至った中での安全配慮義務
（すなわち、前述の職場環境整備（配慮）義務とは異なる）違反の成否が争わ
れた事案が極めて多い。同じ、職場のハラスメントをめぐる紛争であっても、
セクシュアル・ハラスメントとパワー・ハラスメントでは、その被害の内容や
性質、程度に相当の違いがあるということもできよう。それはともかく、職場
のパワー・ハラスメントに関して、その被害者が自殺に至ったケースで使用者
の安全配慮義務違反が争われた代表的事案としては、これまで繰り返し紹介し
てきた川崎市（水道局）事件183）と誠昇会北本共済病院事件184）がある。前者
は、既に説明したように上司らから猥雑な発言や嘲笑を執拗に繰り返され、ま
たナイフによる脅かしを受けたりして、精神的に追い詰められ、自殺に至った
事案であるが、裁判所は、使用者の債務不履行責任に関しては、上司らによる
当該言動はいじめというべきであり、被害者はいじめを受けたことにより心因
反応を起こし自殺したものと推認され、その間には相当因果関係があると認め
るのが相当であると説示したうえで、被告市には市職員の職務行為から生じる
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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183） 前掲注35）の事件（横浜地川崎支判平14・6・27労判883号6頁）。
184） 前掲注34）の事件（さいたま地判平16・9・24労判883号38頁）。
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危険だけでなく、ほかの職員からもたらされる生命、身体等に対する危険につ
いても、具体的状況下で加害行為を防止し、被害職員の安全を確保して職場に
おける事故を防止すべき注意義務があるところ、精神疾患にり患した者が自殺
することはままあることであり、当該被害者の訴えを聞いた上司が適正な措置
を講じていれば当該人が職場復帰し、自殺に至らなかったと推認できるから、
市の安全配慮義務と被害者の自殺には相当因果関係を認めるのが相当であり、
市は、安全配慮義務違反により、国家賠償法上の責任を負うとされている。ま
た、後者は、先輩らから私生活上の行為（個人の家の掃除、車の洗車、風俗店
への送迎等）や「死ねよ」「殺す」等の暴言を繰り返し受けたことが原因で自
殺した職員の両親による加害者そして使用者に対する損害賠償を請求した事案
であるが、裁判所は、使用者の債務不履行責任につき、使用者は、自殺した職
員に対し、信義則上、労務を提供する過程において同人の生命及び身体を危険
から保護するように安全配慮義務を尽くす義務を負担していたと解されるとこ
ろ、先輩らのいじめは3年近くに及んでいるなど、使用者は本件いじめを認識
することが可能であったにもかかわらずこれを認識していじめを防止する措置
をとらなかった安全配慮義務の債務不履行があったと認めることができると判
示した。さらに、サン・チャレンジほか事件185）では、飲食店で店長として勤
務していた者が長時間労働に加えて、上司からの暴言や暴行、私生活への不当
な介入等のいじめ、嫌がらせによって自殺したことにつき、遺族（両親）が右
上司に対する不法行為責任とともに、本件自殺は上司によるパワー・ハラスメ
ントにより急性のうつ病を発症したことによるものとして、被告会社に対して
民法715条1項の使用者責任、民法415条による安全配慮義務違反、そして代
表取締役について会社法429条1項に基づく損害賠償を請求した。裁判所は、
被告会社の労務担当者は自殺した従業員の長時間労働を認識していたか、少な
くとも認識することができたというべきであり、被告上司は、店長またはエリ
アマネージャーとして、当該従業員に対する指揮命令権を有していたところ、
右上司は当該従業員に対するパワー・ハラスメントの当事者であって、被告会
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185） 前掲注84）の事件（東京地判平26・11・4労判1109号34頁）。
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社は当該の従業員について安全配慮義務を負っていたにもかかわらず、これを
怠っていたものと認められるから、被告会社には安全配慮義務違反（債務不履
行）が認められ、本件死亡により生じた損害に対して賠償責任を負うとさ
れている 186）。
ＩＸ　職場のパワー・ハラスメントと防止対策
―働きやすい職場づくりを目指して―
（１）職場のパワー・ハラスメントと防止対策の必要性
前述のところでは、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐ
る法律問題に関して、特に不法行為の成否をめぐる問題を中心に違法性評価の
判断枠組みとその具体的基準、さらには責任主体の観点からも関連裁判例の分
析を通じて検討してきた。
ところで、職場のパワー・ハラスメントをめぐる紛争については、実際上、
多様な解決方法が考えられる中で、裁判（所）による紛争解決の方法は、被害
者にとっては最も有力な救済手段になり得る。しかし、それは、他面、紛争が
生じた後の事後的救済にとどまるものであり、また裁判という紛争解決手続に
伴いがちな時間的・経済的コストもかかり、さらには紛争を裁判（所）という
公の場に提起するということから、多くの場合、退職のリスクを覚悟しつつの
解決方法となりがちである。もちろん、裁判（所）による紛争解決は、これま
で繰り返し述べてきたように職場でのいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメン
トが、被害者にとっては、単に職場での待遇上の不利益にとどまることなく、
しばしば身体や健康、安全面での支障さらには個人の名誉や尊厳等人権に対す
る重大な侵害をもたらすことを考えると極めて重要であり、必要でもあること
はいうまでもない。とはいえ、現実的には個々の労働者及び使用者をはじめ関
係当事者にとって、裁判（所）による紛争解決以前に、職場でのいじめや嫌が
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
289
186） 被害労働者の自殺に係る同種の事案として、アークレイファクトリー事件・大津地
判平24・10・30労判1073号82頁。ちなみに、同事件の高裁判決（前掲注31）の事件
（大阪高判平25・10・9労判1083号24頁））も参照されたい。その他には、さいたま
市（環境局職員）事件・埼玉地判平27・1118労判11・38号30頁等。
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らせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛争の発生を未然に防止し、また実際に
紛争が発生した場合には、これを職場内の当事者により迅速で柔軟かつ適切に
解決することが有益であることからすると、なによりも紛争の防止（予防）と
ともに迅速・柔軟・適切な解決の手続と方法を主眼とした制度設計が求められ
るところである。なぜなら、かかる紛争の防止とともに事後の迅速で柔軟、適
切な解決は継続的な労働関係の下において労働者一人ひとりにとってはいじめ
や嫌がらせ、パワー・ハラスメント（いうまでもなくセクシュアル・ハラスメ
ントを含む各種の職場内ハラスメントも同様）のない職場で安心して日々の仕
事を通じて培った能力や経験を活かしつつ、人間らしく働き甲斐のある仕事
（ディーセント・ワーク）に専念できる職場環境の実現・確保につながるとと
もに、企業・使用者にとっても職場のいじめや嫌がらせ、パワー・ハラスメン
ト等をめぐる紛争を職場内の当事者による自主的で迅速・柔軟かつ適切な解決
手続に委ねることができれば、多くの場合、訴訟の提起といった法的責任追及
のリスクを軽減できることはもちろん、それ以上に有能な人材の確保と活用を
はじめ、円滑な企業運営と生産性の向上を期待することができ、ひいては企業
の社会的評価を高めることにもつながり得るからである。
（２）防止対策の基本的視点をどこに置くべきか
前述のように、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントをめぐる紛
争の防止と迅速で柔軟、適切な解決のための社内の制度・体制づくりは、労使
双方にとって有益でメリットの大きいものである。とはいえ、この場合に留意
すべきことは、かかる防止対策を実効あるものとするための基本的視点として
は、使用者側の経営的視点（円滑な企業運営やそのための人材の確保等）から
の防止対策なのか、はたまた労働者側の就業環境整備の視点（個人の名誉等人
権が保障され、個々の職業上の能力や経験等が生かせる良好な就業環境の整備
等）からの防止対策なのか、そのいずれを中核に置くべきであろうか。もちろ
ん、いずれの対策視点も基本的に重要であり軽重濃淡の区別をすべきものでは
ないともいい得る。しかし、職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメント
をめぐる紛争の事前防止（予防）と事後の迅速・柔軟、適切な解決の重要性と
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いうことからすれば、やはり労働者側からの視点を基軸としつつ、なにより職
場の労働者一人ひとりにとって安心して仕事に打ち込み、その意欲・能力を十
分に発揮し、働き甲斐のある職業生活を実現・確保することのできる職場の環
境づくりをどうすればよいか（別言すれば、職場においていじめ・嫌がらせ、
パワー・ハラスメント等を「起こさない・起こさせない」）といった視点が必
要と思われる。こうした視点から防止対策を考え構築していくことが、企業・
使用者側にとっても、職場での有能な人材の離職や健康その他の被害の防止を
含めての円滑で効率的な企業運営の実現とともに、ひいては裁判（所）による
法的責任追及のリスク回避にもつながることが期待されるものと解される。187）
（３）防止のための具体的対策の内容について
１）職場のセクシュアル・ハラスメントの防止と事業主の「措置義務」
次に、実際に職場のいじめ・嫌がらせ、パワー・ハラスメントの防止をはじ
め、紛争の迅速・柔軟、適切な解決のための対策は、具体的にはどのような施
策を内容として考えることが効果的といい得るか。思うに、この点については、
既に職場のセクシュアル・ハラスメントの防止に関して均等法が事業主に求め
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187） 職場のパワー・ハラスメントの防止対策については、既に多くの組織や機関さらに
は実務家を含む多くの論者が、その予防や事後の対策等を中心に有益な提言を行って
いる。既に、本稿でも考察の基本に置いた厚労省のワーキング・グループ報告でも防
止を目的とした施策やそれに基づく具体的な提言がなされているところである。また、
その後も厚労省の担当部局は、以下のような職場のパワー・ハラスメントの防止を目
的とした啓発用の冊子を作成し、周知・啓発のための各種事業や労使の取り組みを支
援している（厚労省「パワー・ハラスメント対策導入マニュアル」（2014年）。加えて、
厚労省は、さらにこうした取組みを推進するため、平成28年7月には「パワー・ハラ
スメント対策導入マニュアル（第2版）」を公表している。その内容の詳細については、
さしあたり「先見労務管理（特集『パワハラ対策導入マニュアル（第2版）』）1547号
（2016年）2頁以下を参照。また、（財）21世紀職業財団「職場のパワー・ハラスメン
ト対策ハンドブック」も参照。その他、平成26年には厚労省・労働基準局長より都道
府県労働局長宛「職場のパワー・ハラスメント対策の推進について」と題する通達の
一部改正を行い、職場のパワー・ハラスメントの防止対策を推進している。さらに、
人事院事務総局（職員福祉局職員福祉課長）は、平成22年に各省庁宛、「パワー・ハ
ラスメントを起こさないために注意すべき言動例について」と題する通知を発し、職
場のパワー・ハラスメントの防止に対する周知を図っている。
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ている雇用管理上の措置が参考になろう。188）すなわち、同法11条1項は、職
場のセクシュアル・ハラスメントにより雇用する労働者が労働条件に不利益を
受けたり、就業環境が害されることのないよう事業主に対して、その防止のた
めに必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じることを義務づけ
ている（いわゆる措置義務の設定）。そして、事業主が講じるべき措置義務の
内容については、同条2項に基づき厚労大臣が発する指針において具体的に示
されている。189）かかる指針は、法的には均等法における特定の法条（この場
合は均等法11条）の意味内容に関する行政庁の解釈を関係当事者の具体的な
行動指針として示したものであり、それ自体、当然には法的拘束力を有するも
のではないが、法の遵守と実効にとって重要な意義と役割を果たすものといっ
てよい。190）加えて、より重要な留意点としては、こうした行動指針が単に職
場のセクシュアル・ハラスメントの防止のみに限定して適用されるべきもので
はなく、パワー・ハラスメントをも含む職場のハラスメント全般の防止につい
ても有益であり、同様に適用されるべきものといい得る点である。そこで以下
では、職場でのセクシュアル・ハラスメントならびにパワー・ハラスメントの
双方に共通する「職場のハラスメントの防止対策」という観点から、前述の指
針に示された措置義務の具体的内容を概観しておこう。
２）指針に示された措置義務の具体的内容
指針は、防止のための施策の基本的な枠組みとして、まず（1）「事業主の方
針の明確化及びその周知と啓発」、（2）「（苦情）相談窓口の設置と適切な対応
に必要な体制の整備」、そして実際にハラスメントをめぐる紛争の発生に係る
（3）「事後の迅速かつ適切な対応」の策定を提示している。その上で、前記
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188） 均等法11条。職場のセクシュアル・ハラスメントの防止に関する当該規定は、平成
9年の最初の同法改正時に導入されたものである。当時は、かかる義務は事業主の
「配慮義務」であったが、平成18年の2回目の改正時に「措置義務」に改められた。
189） 「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措
置についての指針」（平成18年厚生労働省告示615号）。ちなみに、均等法の適用に関
しては、各指針において募集・採用や配置・昇進等に関する強行規定の適用そして解
釈に関連して、各法条についての法違反となる場合、ならない場合の例が個別具体的
に示されている。
190） 菅野和夫「労働法（第11版）」（弘文堂・2016年）257頁。
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（１）に関して、具体的には①ハラスメントの内容（ちなみに、指針での直接
の対象はセクシュアル・ハラスメントである）及び就業規則その他においてハ
ラスメントがあってはならない旨の方針を明確化し、これを管理監督者を含む
労働者に周知・啓発することとしている。周知・啓発の方法としては、就業規
則上の規定のほか、社内報、社内ホームページ、パンフレット等への記載と配
布、啓発については研修や講習等の実施が例示されている。また、②職場で禁
止されるハラスメントを行った者に対する懲戒処分を含む厳正な対処とその旨
の服務規律等の整備そして管理監督者を含む労働者への周知、啓発のための講
習や研修等の実施を求めている。次に、（２）の相談体制の整備の枠組みに関
しては、具体的には③相談への対応のための窓口（相談窓口）をあらかじめ定
めること、④相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に
対応できるようにすること、またそうした相談対応はハラスメントの発生の恐
れがある場合やハラスメントに該当するか否かが微妙な場合にも、広く相談に
応じ、適切な対応を行うようにすること、とされている。そして、実際にハラ
スメントをめぐる紛争が生じた場合における迅速かつ適切な対応に関する（３）
の枠組みについては、具体的には⑤紛争事案に係る事実関係を迅速かつ正確に
確認すること、⑥ハラスメントの事実が確認できた場合、行為者に対する措置
及び被害者に対する措置を適切に行うこと、⑦改めてハラスメントに関する方
針を周知・啓発する等の再発の防止に向けた措置を講じること、が求められて
いる。以上のほか、（４）上記（１）から（３）における具体的な措置と併せ
て講ずべき措置として、具体的には⑧相談への対応や事後の対応に関しては、
当事者のプライバシーの保護への十分な配慮のための措置を講じ、これを職場
の労働者に周知すること、⑨ハラスメントに関する相談をしたことや事実確認
に協力したことなどを理由とする不利益取扱いの禁止とその旨の周知も明示さ
れている。191）
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191） 詳細に関しては、指針のほか、その内容を周知すべく、分かりやすく説明した厚労
省（雇用均等・児童家庭局）が用意した啓発資料（職場におけるセクシュアル・ハラ
スメント対策の措置を義務化）を参照されたい。
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３）均等法と事業主の措置義務について
①　均等法の意義・性格について
周知のとおり、均等法は、1985年、勤労婦人福祉法の改正法として制定さ
れた。その背景には、1979年に国際連合により採択された「女子に対するあ
らゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女性差別撤廃条約）」の批准とそのた
めの国内法の整備の一環としての雇用における男女平等原則（男女雇用差別の
禁止）の法制化の要請があった。しかし、制定当初における同法の内容は、当
時の企業社会における男性中心の労働力構成や働き方、それを下支えする固定
的な男女役割分担の意識の存在等もあって、もっぱら女性労働者に対する雇用
上の差別のみの禁止（いわゆる片面的強行性）とともに、努力義務規定の設定
（募集・採用や配置・昇進）や教育訓練、福利厚生等を含む多様な事実行為に
対する男女差別の限定的な規制を基本的内容とし、また同法下の紛争解決手続
についても、企業内の労使当事者による自主的解決の制度をはじめ、行政機関
（厚生労働省の地方機関である都道府県労働局長等）による助言・指導等や機
会均等調停委員会による調停といった行政指導による解決を図る法律（いわゆ
る行政指導法）としての性格を有するものであった。
しかし、その後、平成9年（1979年）に最初の改正がなされ、努力義務規定
の禁止規定（強行規定）への改正とともに、それまでの女性に対する差別のみ
を禁止するといった片面的強行性の見直し、女性のみ・女性優遇措置の原則禁
止、調停に対する双方同意要件から一方申請への変更等法の強化と実効を図る
改正を行い、さらに平成18年（2006年）には、片面的強行性を廃止し、改め
て男性に対する差別も禁止の対象とすることにより名実ともに雇用における
「性差別禁止法」に改正されるとともに、配置、昇進等を中心に規制（禁止）
の内容を追加し、さらなる法の強化・拡大を図っている。こうした一連の改正
による均等法の規制内容の強化と拡大からすると、均等法は当初の女性に対す
る差別禁止を対象とした行政指導法としての性格から、今日では男女双方に対
する差別禁止を対象とした裁判規範としての強行性をより具体化した性差別禁
止法としての性格を強く備えた法規へと、その基本的な性格を変えたものとい
い得る。192）
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②　事業主の「措置義務」の法的意義と効果について
均等法は、平成9年、最初の改正時に職場のセクシュアル・ハラスメントの
防止に関する事業主の「配慮義務」を新設した。193）その後、平成18年の改正
に際しては、雇用管理上必要な措置を「講じなければならない」として、これ
を「措置義務」に改正している。ところで、この「配慮義務」や「措置義務」
に類似した義務としては、均等法制定時の「募集・採用、配置・昇進」に関す
る「努力義務」の設定がある。この努力義務の意義・性格については、学説・
判例上、直接には公序違反（違法性）の成否や私法上の効力（損害賠償請求権
等）の有無をめぐって見解の対立がみられたところである。それでは、セクシ
ュアル・ハラスメントに関する「配慮義務」と「措置義務」の関係については
法的意義や効果の違いはあるのであろうか。この点、配慮義務に関しては改正
前の法規の文言としては「…雇用管理上必要な配慮をしなければならない」と
定められ、改正後は「…雇用管理上必要な措置を講じなければならない」と明
記する。すなわち、「配慮義務」に関しては、文言上、あくまでも事業主に対
しセクシュアル・ハラスメント防止のために配慮を求めるにとどまるものであ
って、直接、事業主に対して具体的な作為を義務づけるわけではなく、その違
反についても行政指導の対象にとどまるものであった。他方、改正後の「措置
義務」の設定は、事業主に対して、改めてセクシュアル・ハラスメントの防止
対策として雇用管理上必要な措置を講じることを法的に義務づける内容に強化
職場のパワー・ハラスメントをめぐる法律問題を考える
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192） とはいえ、その強行法規性から当然にその違反に対しての差別的取扱の是正を求め
る具体的な請求権が認められるかについては議論の余地があろう。すなわち、均等法
が定めている強行規定に違反する場合、その違反行為が法律行為であれば無効の法的
効果を導き出し（但し、そうした法的効果が均等法の当該規定自体から導き出される
のか、あるいは均等法違反からは違法の効果だけで、無効の効果は民法90条に基づき
導かれるのかについても議論の余地がある）、事実行為であれば不法行為（民法709条）
を構成する。しかし、たとえば男女間で昇格・昇進等の事実的行為に関して差別的取
扱いが行われた場合などには、その是正（救済）として均等法の規定（7条）から直
接に昇格や昇進に対する請求権が認められることにはならない。
193） ここにいう「配慮義務」は、あくまでも均等法が事業主に対して課した義務であり、
使用者が労働契約上の信義則（いわゆる付随義務）として労働者に対して負う配慮義
務（ちなみに、職場のセクシュアル・ハラスメントの防止との関係では、判例法理上
は「職場環境配慮義務」とか「職場環境整備義務」とか呼ばれる）とは、その性質・
内容において異なるものである。
─────────────────────
され、加えて講ずべき具体的な措置の内容が指針で明確に示されている。こう
した義務の性格及び内容の違いを考慮するならば、措置義務は、事業主に対す
る公法上の作為義務としては、改正前の「配慮義務」よりも強く、事業主とし
ては指針で示された具体的措置を実行することが法的義務として求められ、そ
の違反については、均等法違反として、都道府県労働局長による紛争解決の援
助（同16条）をはじめ、厚労大臣による行政指導（同29条）さらには企業名
公表（同30条）等の対象となり得るものであるといい得る。とはいえ、この
措置義務に関しても、それは基本的には公法上の義務にとどまるものであり、
当然には私法的効力を有するものではないと考えられる。
③　「措置義務」違反と使用者の損害賠償責任の関係について
以上のように、職場のセクシュアル・ハラスメントの防止に関する事業主の
措置義務は、当然には事業主たる使用者ならびに労働者間に私法上の権利義務
関係その他の法的効力を設定するものではない。しかし、既に論究したように
職場のセクシュアル・ハラスメントと同様パワー・ハラスメントの場合におい
ても、その被害者等による法的責任追及に関しては直接の加害者（行為者）に
対する不法行為責任とともに、多くの場合、使用者に対しても不法行為法上の
「使用者責任（民法715条）」や契約法上の「債務不履行責任（民法415条）」が
問われている。
それでは、こうした法的責任問題との関係では、上述の「措置義務」及びそ
れに基づき事業主が講ずべき具体的措置を示した「指針」の意義や効果はどの
ように理解し得るであろうか。思うに、従前、職場のセクシュアル・ハラスメ
ントに関する使用者の法的責任問題について、多くの裁判所は、不法行為責任
との関係では不法行為法上の注意義務として「良好な職場環境を整えるよう配
慮する義務」を、また債務不履行責任との関係では労働契法上の信義則に基づ
く付随義務（現在では労働契約法５条の配慮義務）として「働きやすい職場環
境を保つよう配慮すべき義務（ちなみに、判例法上は労働者の生命・身体その
他の安全確保に対する配慮義務（すなわち「安全配慮義務」とか「安全保護義
務」とか呼ばれる）との区別を意識してか、「職場環境整備義務」とか「職場
環境配慮義務」とか呼ばれている）」を設定し、その義務違反の有無を各紛争
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事案における諸事実との総合勘案の中で個別に検討し、不法行為あるいは債務
不履行の責任を判断してきたといってよい。194）思うに、この点に関して不法
行為法における「注意義務」あるいは債務不履行における「配慮義務（職場環
境配慮（整備）義務）、いずれの法的構成によっても、使用者がこれらの法的
責任を免れるために行うべき義務の履行内容については実質的に同じ性質・内
容のものと理解することが可能であろう。具体的には、均等法（11条1項）所
定の措置義務に基づいて指針が具体的に示した個別の措置が、不法行為責任や
債務不履行責任との関係で履行すべき義務の具体的内容を構成するものと解す
ることが可能と思われる。195）したがって、こうした解釈を前提にして考える
と事業主たる使用者が前記指針で示された防止・是正の措置（具体的には、事
前の措置・対応義務として就業規則等による禁止の政策・方針表明や定期的な
研修や講習の実施、社内外への啓発活動、相談窓口の設定や相談員の選任、他
方、事後の措置・対応義務として苦情相談への迅速な対応、行為者への処分や
被害者への適切な救済を含む適切な対応、再発防止措置の実施等）を十分に行
っていれば、結果として不法行為法上の注意義務違反や契約法上の配慮義務違
反の存在が否定され、民事上の免責が認められる場合もあるといい得る。196）
おわりに
以上では、職場のパワー・ハラスメントをめぐる問題を中心に、近時の職場
における実態やこれに関する相談の状況をはじめ、これら職場のパワー・ハラ
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194） たとえば、代表的裁判例としては福岡セクシュアル・ハラスメント事件・福岡地判
平4・4・16労判607号6頁、京都セクシュアル・ハラスメント（京都呉服販売会社）
事件・京都地判平9・4・17労判716号49頁、三重（厚生農協連合会）事件・津地判平
9・11・5労判729号54頁等多数。
195） これらの点について、より詳しくは前掲注196）の拙稿論文265頁以下参照。
196） いわゆる職場のハラスメントに関する使用者責任の免責問題については、さしあた
り職場のセクシュアル・ハラスメント問題に限定してであるが、以下の文献およびそ
こで論及された文献を参照されたい。菅野和夫「労働法（第11版）」（弘文堂・2016年）
257頁、奥山明良「職場のセクシュアル・ハラスメントと民事責任」（中嶋士元也先生
還暦記念論文集「労働関係法の現代的展開」（信山社・2004年）247頁、山川隆一「セ
クシュアル・ハラスメントと使用者の責任」花見忠先生古希記念論文集「労働関係法
の国際的潮流」（有斐閣・2006年）6頁以下。
─────────────────────
スメント問題が発生する背景の社会や企業を取り巻く諸事情について分析・考
察しつつ、職場のパワー・ハラスメントをめぐる法概念やその具体的な行為類
型について、学説の議論や厚労省のワーキング・レポート報告等をベースに考
察してきた。その上で、職場のパワー・ハラスメントをめぐる市民法上・労働
法上の法律問題となり得る論点を提起し、これらに関する学説ならびに裁判例
の法理を検討してきた。検討すべき論点は、本稿で言及してきた他にも多々残
されていると思われるが、基本的な論点に関してはそれなりに言及し、論議の
方向づけができたのではないかと思われる。
本稿での論点整理と検討は、掘り下げも必ずしも十分ではなく、拙い内容の
ものであるが、職場のパワー・ハラスメントをめぐる今後の議論の進展に少し
でも寄与するところがあれば望外の喜びである。
（追記）
本稿は、この度、定年退職された森川俊孝先生のご退職ならびに古希をお祝
いし、また長年のご厚情に謝意を表すべく献呈するものである。
（おくやま・あきら＝本学教授）
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